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ご挨拶 

 

平素より水コン協の活動にご理解とご協力を賜り心よりお礼申し上げます。ここに

AWSCJ Vision 2015-2025第三期中期行動計画をご報告いたします。AWSCJ Vision

で掲げた「これからの上下水道サービスの担い手としての挑戦」の具現化が本計画の

目標です。引き続き当協会の活動にご支援いただきますようお願いします。 

国連の気候変動に関する政府間パネル（IPCC）第 6 次報告書が公表されました。

気候変動は水と環境をめぐる現下の最大の課題と言えます。報告書は、地球温暖化は

人間活動に起因すること、気温上昇のスピードが上がっていること、気候変動の影響

（熱波、大雨、干ばつ）は長期にわたり拡大していくことを指摘しています。 

温室効果ガスの排出量を削減し、気候変動にレジリエントな社会を構築することが

急務となっています。サステナブルな社会に向けた取組みがあらゆる分野で求められ

ています。上下水道事業における、施設の老朽化対策、災害対策、脱炭素対策、DX

の推進などの課題についても、サステナビリティ確保と一体的に推進する必要がある

と考えます。コンサルタントには「上下水道のサービスの担い手としての挑戦」が、

必要になっています。 

新型コロナの感染拡大は社会経済に深刻な影響を与えましたが、都市の衛生を守る

上下水道インフラの重要性も認識させてくれました。また、コンサルタントの業務に

おいては、リモート会議、テレワーク、業務のデジタル化など働き方改革を推進する

契機となりました。ウイズコロナの時代も踏まえて働き方改革を推進するとともに、

生産性が高く人材が育つ職場をつくっていくこともコンサルタントの重要な課題と

認識します。 

本行動計画が、上下水道事業の持続的な発展とサステナブルな社会構築に貢献し、

コンサルタントの魅力をさらに高めることを願っています。 

本計画策定にあたっては本協会企画委員会はじめ本部・支部の会員の皆さまに多く

のご尽力をいただきました。また、外部理事の皆さまには貴重なご助言をいただき、

計画の充実を図ることができました。この場を借りてお礼申し上げます。 

 

2022年 5月        公益社団法人 全国上下水道コンサルタント協会 

会長 村上雅亮 



第三期中期行動計画について 

 

水コン協では、2022 年度から 2024 年度の 3 年間を計画年度とする「第三期中期行動計

画」の策定に向け、2021 年 7 月より、準備を進めてまいりました。本部委員会・各支部、

外部理事の皆様の意見を幅広くお聞きし、議論を重ね、この度、2022年 5 月の理事会で「第

三期中期行動計画」が決定されました。 

「第三期中期行動計画」策定の基本スタンスは、次のとおりです。 

① AWSCJ Vision 2015-2025(水コン協ビジョン 2015-2025)を基本とする。第三期中期

行動計画は、ビジョン期間の最終の中期行動計画にあたるため、ビジョンの達成を

目指した計画とする。 

② 計画内容は、「第二期中期行動計画」を基に、その後の自然環境・社会環境・国の政

策等の状況の変化に対応したものとする。 

③ 本部委員会・各支部等の意見を集約し、外部理事の皆様の意見等を踏まえて、策定

する。 

④ 第二期中期行動計画のアウトカム(成果・結果)を評価・総括し、その結果を反映さ

せて、策定する。 

「第三期中期行動計画」は、次のような構成となっています。 

Ⅱ.項で、上下水道界の最近の動きとして、2018 年 12 月の「水道法改正」を受けたその

後の動きと、2020年 7月の「下水道政策研究委員会制度小委員会報告」、そして、2020 年以

降の国を挙げてのカーボンニュートラルの取組み強化を取りあげました。 

Ⅲ.項では、「第二期中期行動計画」が策定された 2019 年 5 月以降の水コンサルタント及

び水コン協を巡る状況の変化を自然環境面、社会環境面、国の政策面、水コン協自身の 4 つ

の側面から整理しました。 

Ⅳ.項では、Ⅲ.項の「状況の変化」を踏まえて、「基本的考え方」という形で、第三期中

期行動計画の「行動の理念」を提示しました。 

「第三期中期行動計画」は、Ⅲ.項で述べた「状況の変化」を踏まえ、Ⅳ.項の「基本的考

え方」の理念のもとで、「4 つの基本方針、12 の中分類、15 の行動項目、18 の取り組み内

容」という体系(中期行動計画体系)に整理しました。この「中期行動計画体系」は、「第一・

第二期中期行動計画」との比較・連続的な進捗状況の把握のため、概ね、「第一・第二期中

期行動計画」と同じ構成としました。 

その上で、今回、「第三期中期行動計画」を策定するに当たって、水コン協の活動として、

また、会員企業の活動として、第二期中期行動計画と同様に、2022 年度から 2024 年度まで

の 3 年間、特に力を入れて臨む「10 の主要行動」を掲げました。この「10 の主要行動」を

Ⅴ.項に示しました。中期行動計画体系の個票は、Ⅶ.項に掲げました。 

今般、「第三期中期行動計画」がまとまりましたので、会員企業で共有するとともに、対

外的に公表し、取組みの実践を図るとともに、今後 3 年間の水コン協及び会員企業の行動の

礎にしたいと考えます。 

本計画の策定にあたりましては、本部・支部の会員の皆様、また外部理事の皆様に大きな

ご尽力・ご支援をいただきました。この場を借りて、厚く御礼申し上げます。 

 

2022年 5 月                     企画委員会 

                            委員長   谷戸 善彦 
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Ⅰ.はじめに 

全国上下水道コンサルタント協会(水コン協)は、2015 年 5 月に、今後の 10 年を見据えた

ビジョン「AWSCJ Vision 2015-2025」を策定し、このビジョンに沿って活動を進めていま

す。さらに、2016 年 5 月には、「第一期中期行動計画」、2019 年 5 月には、「第二期中期行

動計画」をまとめ、これまで 2 期の 6 年間、それぞれ中期行動計画に基づいて、活動を推進

してまいりました。第一期中期行動計画は、概ね、計画通りに進捗を図ることができました。

第二期の中期行動計画は新型コロナウィルス感染症拡大の影響もあり、必ずしも計画通り

の進捗を達成できない面もありましたが、感染症対策を取り、またリモートワークなどへの

対応を柔軟に進めることで、概ね良好に活動することが出来ました。 
水コン協では、AWSCJ Vision 2015-2025 の最後の中期的期間の行動計画として 2022 年

度から 2024 年度の 3 年間を計画年度とする「第三期中期行動計画」を策定すべく 2021 年

7 月より準備を進めてまいりました。今般、当計画がまとまりましたので、水コン協会員企

業（以下「会員企業」という。）で共有するとともに、対外的に公表し、今後 3 年間の水コ

ン協及び会員企業の行動の礎にしたいと考えます。なお、本行動計画は次期 Vision への橋

渡し的な役割を持たせ、水コン協ならびに会員企業が、次期 Vision も意識して活動できる

ような行動計画としました。 
 

 

Ⅱ.上下水道界の最近の動きについて---第三期中期行動計画策定にあたって--- 

AWSCJ Vision 2015-2025 策定後 7 年が経過しました。その間、上下水道界を巡る内外

の諸情勢は、大きく変化しています。 
特に、第二期中期行動計画策定時には、水道分野においては①関係者の責務の明確化、②

広域連携の推進、③適切な資産管理の推進、④官民連携の推進、⑤指定給水装置工事事業者

制度の改善を図るために 2018 年 12 月に水道法が改正され、下水道分野においては①官民

連携の推進、②下水道の活用による付加価値向上、③汚水処理システムの最適化、④マネジ

メントサイクルの確立、⑤水インフラ輸出の促進、⑥防災・減災の推進、⑦ニーズに適合し

た下水道産業の育成、⑧国民への発信の 8 つの施策を示した「新下水道ビジョン加速戦略」

が 2017 年 8 月に公表されました。 
その後、水道分野では、改正水道法に基づく広域的な連携の推進の検討やコンセッション

事業を含む官民連携の推進の取組みが進展しています。また、下水道分野では、8 つの施策

を実現するための各種ガイドラインを策定するとともに、2020 年 7 月に「下水道政策研究

委員会制度小委員会報告書（今後の下水道事業に係る制度の方向性）」がまとめられ、「新下

水道ビジョン」の実現に向けた制度の方向性が示されました。 
また、わが国は、2020 年に、温室効果ガス排出量の実質ゼロ宣言（2050 年）を行うなど、

カーボンニュートラルの取組みを強化しました。 
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水道インフラマネジメントの変革の動きが加速しています。幅広く民間のリソースを活用

することが求められています。官民が連携して、諸々の社会課題に対応していく時代に変わ

ってきており、官民連携への期待が急速に高まっています。水道分野では、改正水道法によ

り、広域連携が加速しようとしています。さらに、下水道分野では、国から、2022 年度ま

でにすべての都道府県で広域化・共同化に関する計画策定を完了するよう、要請されていま

す。上下水道インフラの老朽化の進行は、深刻になっており、下水道分野を例にとると、こ

こ数年、毎年、約 3,000 件もの下水道管の老朽化に起因した道路陥没が発生しています。雨

天時浸入水問題等も大きな課題になっています。また、国の「財政制度等審議会」において、

下水道事業における受益者負担の徹底、使用料体系の検討、事業の重点化等の建議が発出さ

れました。今後の動きを注視する必要があります。 
 

(4)働き手の不足と働き方改革 

人口減少、特に 15 歳以上 65 歳未満の生産年齢人口の急激な減少、官民を問わず効率化

が求められる中、上下水道インフラの調査・企画・計画・設計・建設・管理・経営のあらゆ

るステージにおいて担い手不足が発生しており、今後の上下水道事業において大きな悪影

響がでると推察され、その対応が、強く求められるところです。 
また、2019 年 4 月から労働基準法をはじめとする「働き方改革関連法」が順次施行され、

時間外労働の上限規制が設けられ（中小企業は 2020 年 4 月施行）、年次有給休暇の取得が

義務付けられました。労働基準法を含む働き方改革関連法の施行により、水コンサルタント

においても、生産性の向上・コンプライアンス徹底等が強く求められることになりました。 
 

(5)急速なデジタル化・グローバル化と技術革新 

AI・IoT の活用など、急激なスピードで ICT 技術が進化しています。上下水道分野にお

いても、ICT 技術の活用等のデジタル化により、成果品の質の向上に加え、経営・マネジメ

ントの効率化、人材不足等への対応が望まれるところであり、デジタル化による競争力の強

化や生産性向上に向けた DX（デジタルトランスフォーメーション）が推進され、また、AI
やドローンを活用した先端的維持管理技術など革新的な技術が開発され、これらの技術の

採用による効率化への期待が高まっています。 
2021 年 2 月に「国土交通省インフラ分野の DX 推進本部」において、インフラへの国民

理解を促進すると共に、安全・安心で豊かな生活を実現するために、インフラ分野のデジタ

ルトランスフォーメーション（DX）施策を公表し、2022 年 3 月に DX アクションプランを

策定しました。 
また、下水道分野においては、「BIM/CIM 活用ガイドライン（案）下水道編」が 2021 年

3 月に公表され、設計・施工の品質向上、効率化を進めるとともに、DX による下水道管理

の効率化を進めています。 
このような中、2021 年 9 月デジタル庁が発足し、社会全体のデジタル化が加速されるこ

3

Ⅲ. 第二期中期行動計画策定時以降の水コンサルタント及び水コン協を巡る状況の変化 

2019 年 5 月以降の 3 年間においても、水コンサルタント及び水コン協を巡る状況は、大

きな変化があり、また顕在化・具体化されてきました。その内容は、多岐にわたり、変化の

度合いも急激です。その中で、特筆すべき変化は、次の諸点です。 

[自然環境面] 

(1)災害の激化・甚大化 

世界では、地球温暖化の影響で、渇水・砂漠化、豪雨、海水面の上昇等が発生しています。

我が国では、ここ数年、地球温暖化等の影響で、台風・局所的豪雨などによる災害が頻発し

ています。この状況は第二期中期行動計画を策定した時点よりさらに顕著になってきてい

ます。2019 年の台風 15 号や 19 号の暴風雨による被害、2020 年、2021 年の前線の影響に

よる豪雨、それに伴う河川氾濫や土石流等による大規模災害が発生しました。 
また、2019 年に山形県沖、2021 年・2022 年に福島県沖で、それぞれ人的被害・家屋被

害等を伴う震度 6 強の地震が発生しています。近く発生の可能性が高いとされている南海

トラフ地震、首都直下地震、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震等、国内の大半の地域で地

震災害への対応がより急務となってきています。 
さらに、気候変動に関しては、IPCC 第 6 次評価報告書の作業部会報告が順次報告されて

おり、2022 年 2 月 28 日に、第 2 作業部会 『気候変動 - 影響・適応・脆弱性』が報告され

ました。政策決定者向け要約では、「人為起源の気候変動は、極端現象の頻度と強度の増加

を伴い、自然と人間に対して、広範囲にわたる悪影響とそれに関連した損失と損害を、自然

の気候変動の範囲を超えて引き起こしている」等と評価しており、今後の国の取組みに大き

な影響を与えるものと考えられます。 
 

(2)新型コロナウィルス感染症拡大への対応 

第二期行動計画期間において新型コロナウィルス感染症拡大は、水コン協ならびに水コ

ンサルタント業務にも少なからず影響を及ぼしました。日常活動が制約を受ける中、社会的

な要請による時差出勤やリモートワークへの対応は、オンライン会議、サテライトオフィス

等の導入とともに IT 環境の整備、働き方改革等への対応を加速させることにもつながりま

した。一方で、上下水道の重要性があらためて社会的に認識される中で、人びとが日常の生

活を送る上で不可欠な上下水道事業の一端を支える者として、コロナ禍においても働き方

改革を始めとして、あらゆる経営努力を行い、経営基盤の強化に努めてきました。ポストコ

ロナ・ウィズコロナを迎えても変わらぬ姿勢が求められます。 

 

[社会環境面] 

(3)官民連携、広域化・共同化、老朽化 

人口減少・事業体職員の減少・事業体財政の逼迫・上下水道インフラの老朽化の進行を受

けて、「官民連携の推進」・「上下水道事業及びインフラの広域化・共同化の推進」等、上下
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進する事業を推進するための計画・認定制度の創設、③脱炭素経営の促進に向けた企業の排

出量情報のデジタル化・オープンデータ化の推進等が示されました。 
カーボンニュートラルへの取組みは、持続的な社会の実現に向けて非常に重要なことで

あり、上下水道インフラの運営管理においても重要事項であり、水コンサルタント及び水コ

ン協が果たすべき役割の重要性は、大変大きいと考えます。 

 

[水コン協自身] 

(9) 水コン協の公益社団法人化による変化 

水コン協は、2018 年 4 月、コンサルタントの社会的地位の向上が求められている中、そ

の要請に応え、また、事業体の幅広いニーズに対応し、コンサルタントに期待される役割と

責任を果たしていくために、公益社団法人に移行しました。「水」という人間の生命にかか

わる重要インフラの持続的な発展を担い、また会員企業の個々の社員が水コンサルタント

で働くことに誇りを持ち続けられる職業に進化していくために「公益社団法人」となりまし

た。 
公益社団法人に移行して 4 年が経過しました。その間、公益事業を強化するとともに、

透明性を確保し、コンサルタントの社会的評価と協会価値を高めることに努めました。また、

その結果、会員企業のモチベーション向上にも繋がりました。 
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とが期待され、2021 年 12 月には「デジタル社会の実現に向けた重点計画」が閣議決定され

ました。 
 

[国の政策面] 

(6) 「防災・減災、国土強靭化のための 5 か年加速化対策」の推進 

 2020 年 12 月に政府は「防災・減災、国土強靱化のための 5 か年加速化対策」を決定し

ました。2018 年 12 月の「防災・減災、国土強靭化のための 3 か年緊急対策」では、緊急に

実施するべき施策について集中的に実施するものでしたが、気候変動の影響による気象災

害の激甚化・頻発化、南海トラフ地震等の大規模地震の切迫状況、高度成長期以降に集中的

に整備されたインフラの老朽化への対応（適切な対応をしなければ負担の増大のみならず、

社会経済システムが機能不全に陥るおそれがある）といった課題への対応とするものです。 
「激甚化する風水害や切迫する大規模地震等への対策」「予防保全型インフラメンテナン

スへの転換に向けた老朽化対策の加速」「国土強靱化に関する施策を効率的に進めるための

デジタル化等の推進」の各分野について、更なる加速化・深化を図ることとし、2025 年度

までの 5 か年に追加的に必要となる事業規模等を定め、重点的・集中的に対策を講ずるも

のとされました。 
 

(7) 上下水道分野の法制度の方向性への対応 

2020 年 7 月にまとめられた「下水道政策研究委員会制度小委員会報告書（今後の下水道

事業に係る制度の方向性）」の中で、下水道事業の持続性の確保に向けたストックマネジメ

ントの高度化、経営健全化の推進及び広域化・共同化を推進するための制度の方向性、気候

変動を踏まえた浸水対策の強化に向けた都市浸水対策の強化及び施設浸水対策を推進する

ための制度の方向性、人口減少など社会情勢の変化等を踏まえた制度改善に向けて処理区

域に関する制度改善及び排水設備等に関する制度改善の方向性を示し、台帳電子化・共通プ

ラットフォーム等 DX の推進への取組みや「特定都市河川浸水被害対策法等の一部を改正

する法律（流域治水関連法）の全面施行等が実施されています。 

水道分野においても引き続き改正水道法への対応が必要であり、新たな法制度の方向性

に対して、迅速かつ適切に対応していくことが求められます。 

 

(8) カーボンニュートラルへの取組み 

わが国は、2020 年 10 月に 2050 年に温室効果ガス排出量の実質ゼロを宣言し、2021 年

4 月には 2030 年に温室効果ガス排出量を 2013 年比で 46％削減することを表明して、カー

ボンニュートラルの取組みを明確にしました。 
また、本取組みの実現に向けて「地球温暖化対策の推進に関する法律の一部を改正する法

律」が 2022 年 4 月 1 日から施行されました。本法律では、①パリ協定・2050 年カーボン

ニュートラル宣言等を踏まえた基本理念の新設、②地域の再エネを活用した脱炭素化を促
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とが期待され、2021 年 12 月には「デジタル社会の実現に向けた重点計画」が閣議決定され
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水コンサルタントは、上下水道インフラの持続に欠かせない重要な役割を担い、今後さ

らにその地位を確立し、成長し続ける職業であることを、これからを担う世代に積極的に

発信していきたいと考えます。公益法人化に際して協会は、「業界の発展」から「職業とし

ての発展」とし、会員企業の発展が業界の発展であり、そのために人がいるという考えか

ら、会社・業界の発展により、そこで働く人が誇りをもって働くことができ幸せになると

いう考えに移行しました。このことが正に水コンサルタントとして働くことの魅力である

と考えます。 

 

第三期中期行動計画を策定するにあたっては、新型コロナウィルス感染症の拡大という

大きな社会的なインパクトがありましたが、私たち水コンサルタントの役割はその状況に

あっても不変であり、さらにその役割は高まっていることをあらためて認識し、第二期中期

行動計画に示した基本的な考え方を踏襲することにしました。 

また、次項に示す「10 の主要行動」は、今以上に協会ならびに水コンサルタント各社の

役割を明確にし、また積極的に取り組みやすいように、より具体的な表現に改めるように見

直しました。そのため、第二期中期行動計画の主要行動計画の 1 番目に示した「水システム

を通して地域・都市を豊かに」という主要行動は、すべての行動がこの究極の行動につなが

るように、基本的考え方の総括として示すことにしました。このことは、水コンサルタント

ならびに水コン協の存在価値につながるものと考えます。 

 

○基本方針の総括：水システムを通して地域・都市を豊かに 

水コンサルタントの行動の究極的なものは、上下水道インフラ・水環境システムを通して、

多種多様な地域の課題・社会の課題の解決に向けて、地域のニーズに耳を傾け、連携しなが

ら取り組み、対応し、地域・都市・社会の創造を支援することです（スマートシティ等も含

む）。水を通して、水を使って、地域・都市のリスクを低減し、豊かにしていくことです。

地域・都市に応じた水の最適なシステムを提示し、リスクの少ない豊かな社会の実現を図っ

ていきます。さらに、持続可能な社会の実現に向けて、水に係る項目はもちろんのこと幅広

い SDGs(国連の持続可能な開発目標)の達成に近づくように努めます。また、水を通して、

地域に目を向け共に行動することで社会に貢献し、地域から評価される活動を実行してま

いります。地域と連携し、地域の上下水道インフラのマネジメントの一翼を担う者として活

動し、地域の発展において、中核的な役割を果たしていけるよう、努めてまいります。 
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Ⅳ.第三期中期行動計画の基本的考え方 

第三期中期行動計画は、そのコンセプトで“これからの上下水道サービスの担い手とし

ての挑戦”とした「AWSCJ Vision 2015-2025」（5 つのテーマを掲げた）を基本としていま

す。そのうえで、前項Ⅲ.で述べた「状況の変化」に的確に対応して、次に示す「基本的考え

方」を行動の理念とするものとして策定しました。 
また、水コンサルタントがその地域に最適な上下水道インフラシステム・水環境を提案

し、その地にふさわしい地域づくり・都市づくりに寄与することは、水コン協が会員企業の

多様な活動を支援することで実現できるものであり、このことが水コン協の存在価値とな

るものです。 

 

(1)変化に柔軟に対応、リスペクトを受ける存在に 

前項Ⅲ.で述べた急激な変化を踏まえて、事業体のニーズを把握し、変化に対し柔軟

かつ的確に対応することが肝要です。そうした対応を取ることで、水コンサルタントは、

事業体の信頼を受け、将来にわたり存在価値を認められ、国民からリスペクトされる持

続可能で知的な職業を目指します。 

(2)国等の新たな動きへの素早く的確な対応 

水コンサルタントは、「防災・減災、国土強靭化のための 5 か年加速化対策」等の国

等の新たな動きに素早く的確に対応します。 
(3)効率化と品質の向上の両立 

水コンサルタントは、働き方改革に積極的に取り組み、魅力ある就業環境を提供する

ことにより、「業務の効率化・生産性の向上」と「品質の向上」の両立を目指します。 

(4)対外的な視点と水コンサルタント内部の視点、両面からの改革・進化 

水コンサルタントは、対外的な視点と水コンサルタント内部の視点の両面から改革・

進化をします。そのため、官民連携、デジタル化への対応、DX の推進、国際展開、業

務範囲の拡大等を図ります。 

(5)経営基盤の確立  

水コンサルタントとして、収益を安定させ、経営基盤を確立します。それにより、水

コンサルタントを持続可能な魅力ある職業にします。 

(6)上下水道インフラの第二ステージを支援 

1970 年の公害国会から 50 年が過ぎ、歴史上初めての上下水道インフラの本格的な

改築更新の時代を迎えています。上下水道インフラの第二ステージがスタートしよう

としています。水コンサルタントは、事業体において持続的な上下水道経営がなされる

よう、日本及び上下水道インフラ界の将来を俯瞰しつつ、的確なアセットマネジメント

や持続可能なインフラメンテナンスの支援等により、幅広い最適な対応をしてまいり

ます。 
（7）水コンサルタントの魅力を発信 
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の動きに沿って対応するために、協会は会員企業を支援します。 

 

(主要行動 2)健康と安全をまもる衛生インフラとして、地域・都市のサステナビリティー

の向上を図る 

水コンサルタントは、SDGs 達成に向けての事業体等への支援を行い、ま

た自ら貢献するように努めます。健康と安全をまもる重要な衛生インフラ

として、地域・都市のサステナビリティーの向上を図るために、上下水道の

インスペクション、アセットマネジメント等を的確に実施しての老朽化対

策、下水疫学調査による新型コロナウィルス感染症等のパンデミックへの

対応や貢献、全国における下水疫学モニタリング調査の実践への対応に努

めます。 

協会は、新たな取組みの支援、関係団体・機関との連携支援、情報の共有

に努めます。 

 

(主要行動 3)災害に強い安全安心で強靭な地域づくりと災害時の対応 

水コンサルタントは、平時と緊急時、いずれにおいても、事業体と連携し、

地域のために対応します。平時においては、水害・地震・噴火等の災害に強

い強靭な国土形成への提案・支援、リダンダンシー(災害時の代替手段)確保

の提案等を行います。災害等緊急時には、事業体と連携し、直後の支援・復

旧支援を従来以上に前面に出て、地域のために素早く対応します。 

そのために協会は、災害等緊急時に力を発揮できるよう、平素から、緊急

時対応のノウハウを蓄積し、費用負担ルール等支援ルールを確立した上で、

災害等緊急時対応における水コンサルタントの存在意義を向上させます。 

 

(主要行動 4) 脱炭素化に向けての積極的な提案と実践 

        水コンサルタントは、事業体の脱炭素化計画策定、上下水道分野の脱炭素

化提案、関係方面と連携しての脱炭素化の技術開発の実践、水コンサルタン

ト各社における脱炭素化実践に努めます。具体的には、以下のような取組み

に対する技術開発や提案等を行い、さらには自ら実践します。 

①CO2等環境負荷の発生源及び発生量の分析及び将来予測 

②「①」を踏まえた環境性能の高い施設計画・設計（施設の省エネ化の推

進、創エネ施設の導入） 

③CO2 等環境負荷低減に向けた維持管理方法等の提案（運転制御方法や

点検・調査方法等） 

④CO2 等環境負荷低減に向けた技術開発（AI を活用した運転技術、効率

的な点検・調査技術等） 
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Ⅴ.第三期中期行動計画 10 の主要行動 

第三期中期行動計画は、前項Ⅲ.で述べた「状況の変化」を踏まえ、前項Ⅳ.の「基本的考

え方」の理念のもとで、後項Ⅵ.等に示す「4 つの基本方針、12 の中分類、15 の行動項目、

18 の取り組み内容」という体系（中期行動計画体系）に整理しました。この「基本方針・

中分類・行動項目、取り組み内容」は、「第一・二期中期行動計画」との比較・連続的な進

捗状況を把握するため、概ね、第一・二期中期行動計画と同じ構成としました。 
その上で、今回、第三期中期行動計画を策定するに当たって、会員企業の多様な行動を支

援する水コン協の活動として、また会員企業の活動として、第二期中期行動計画と同様に、

特に力を入れて臨む「10 の主要行動」を掲げました。これらは、18 の取り組み内容の複数

に跨るものもあります。(中期行動計画体系と 10 の主要行動の関係は、Ⅵ.に示します。) 
2022 年度から 2024 年度までの 3 年間、会員企業が次に掲げる「10 の主要行動」に取り

組むにあたっては、水コン協は本部・支部が連携し、その行動に対し、全力で支援してまい

ります。 
第三期の主要行動を見直すにあたっては、存在意義や理念と具体的な行動の整理・明確化

に留意し、さらには Vision の下で活動してきた締めくくりの 3 年間であることを意識し、

「上下水道サービスの担い手になる」ために、今後何をしなくてはならないかという視点で、

より具体的な行動につながることを意識しました。 
 

(主要行動 1)業務領域を拡大し、変化する地域・社会・事業体の課題に適時・的確に対応 

水コンサルタントは、多種多様でかつ変化する地域の課題・社会の課題の

解決に向けて、地域のニーズに耳を傾け、連携しながら適時・的確に取り組

みます。地域・都市に応じた水の最適なシステムを提示し、安全安心な暮ら

し、リスクの少ない豊かな社会の実現に向けた提案を行います。さらに、持

続可能な社会の実現に向けた水に係る SDGs(国連の持続可能な開発目標)

ならびに気候変動問題の解決に向けたカーボンニュートラルの達成への最

適システムの提案を行い、その実現を図るとともに、水を通して、地域に目

を向け共に行動することで社会に貢献し、地域から評価される活動を実行

してまいります。 

また、水コンサルタントは、課題の適時・的確に対応するために、業務領

域を拡大し解決を図ります。さらに、国の新しい動きを踏まえた事業体の要

求に速やかに的確に対応するとともに、国と事業体の橋渡しをします。すな

わち、事業体の実態・要望を国に伝え、国の制度等を的確に事業体に伝え、

地域にとって最適な提案に努めます。 

そのために協会は、「要望と提案活動」のさらなる活発化を図り、事業体

と連携しつつ、事業体の課題解決に的確に取り組みます。また、会員企業と

の連携を図りつつ、迅速に対応、さらにはその変化のスピードを上げ、社会
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の動きに沿って対応するために、協会は会員企業を支援します。 
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(主要行動 7) 水コンサルタントの社会的地位・知名度確立と経営基盤の確立 

        水コンサルタントという職業の周知・社会的地位確立と水コンサルタン

トの経営基盤確立のための歩掛・単価・基準・入札契約方式等の適時的確な

改定・増補を要望し実現を図ります。特に、「知恵」に対する的確な対価・

報酬について、要望し、実現を図ります。このことは政府の分配強化戦略に

沿うものであるともいえます。 

一方、会員企業自らは生産性向上に努め、さらにコンサルタントとしての

使命と職責の自覚に立ち、高い倫理観を持って業務を遂行します。 

 

(主要行動 8) 働き方改革等による魅力ある職場の創出と人材確保・人材育成・エンゲー

ジメント 

        水コンサルタントは、前項の活動と併せて、人材教育・人材確保に努めま

す。そのためには、まず社内環境の整備として、働き方改革(ワークイノベ

ーション)を率先して実行し、「業務の効率化・生産性の向上」と「品質の向

上」を両立させます。 

新型コロナウィルス感染拡大という災禍を契機に、水コンサルタントで

は、時差出勤やリモートワーク、IT 環境の整備、DX の推進への取組みを加

速させましたが、そのスピードを緩めることなく、さらなる働き方改革で魅

力ある職場の創出を目指します。 
水コンサルタントは、コロナ禍での対応を経験し、リモートワーク等新た

な働き方にあった業界であることをあらためて認識しましたが、引き続き、

こうした魅力を発信しながら、さらに、女性技術者の活躍やベテラン技術者

の活用等を推進し、有為な人材確保、人材育成とワークエンゲージメント

(社員の熱意・活力の向上)に努めます。 

そのために協会は会員企業と共に、事業体に対し、就業環境改善のために

適正な工期確保等を、また、業務の品質確保・向上のために業務内容の明確

化等を要望し、実現を図ります。さらに本部と支部の連携を強化し Zoom 等

を利用し効率的に、会員企業内では対処しきれない広い範囲の教育内容や

自由時間の制約が大きい技術者個人に効果的な能力開発の機会を提供し、

会員企業社員の研修の充実・強化、人材育成の支援(技術士 CPD 実施法人

として参画)を行います。こうした取り組みを踏まえ、個人が「成長できる」、

「キャリア形成しやすい」業界を目指し、水コンサルタントを、国民・学生

にとって魅力ある、また、働いている者にとって誇りに感じ将来への希望の

持てる職業とし、人材の確保を図ります。また、こうした水コンサルタント

の魅力を広く社会に情報発信することで、会員企業及び協会の持続的な成

長に努めます。 

11

⑤職場環境の改善による省エネ・省資源による CO2等環境負荷低減 

など 

また、脱炭素化は、上下水道分野だけではなく、地域全体で、あるいは他

の社会インフラと連携して取り組む必要があり、水コンサルタントは、そう

いった取組み、さらには社会的な合意形成を支援し、トータル的な視点での

脱炭素化を目指します。 

そのために協会は、会員企業間の連携支援、先進的取組み等に対する支援

や情報の共有を行います。 

 

(主要行動 5)上下水道界の DX化への全面的支援と自らの DX化の実践 

        水コンサルタントは、設計・施工の品質向上と効率化に向けて、BIM/CIM
の先導的適用を進めます。 
また、上下水道分野での DX 化を推進するために、AI・IoT 等 ICT の徹

底的活用、システム開発等ソフトウェアの開発・活用を進めます。 
協会は、上下水道分野の DX 化の基礎となる施設情報・維持管理情報のデ

ータ形式の標準化及び共通プラットフォームの構築に積極的に関与します。 
以上の取組みにより、事業体の上下水道経営や事業執行の効率化と水コ

ンサルタントの経営健全化・効率化に寄与します。 
 

(主要行動 6)官民連携、多様な関係者との幅広い連携、広域化・共同化への適切な支援と

実践 

水コンサルタントは、官民連携を支援します。地域にとって最適で多様な

官民連携策を積極的に提案します。水コンサルタントがプレーヤーとなっ

ての支援、アドバイザーとしての支援、モニタリング主体としての支援等、

あらゆる角度から事業体の官民連携を支援し、一歩一歩、実績を積み重ねて

まいります。 

そのために、協会は会員企業と共に、地域の抱える課題の解決に速やかに

取り組むため、水コンサルタント間、さらには上下水道分野以外の企業、上

下水道分野での維持管理等の企業との連携・協働を進めます。水コン協内部

で、協働活動の実施、研修によるレベル向上、情報共有等、さらなる活動の

強化を図ります。社団法人等業界団体と水コン協との連携を強化します。ま

た、官民連携分野での活動継続により、水コンサルタントが役割を果たす官

民連携事例のさらなる創出と情報共有を図ります。以上により、国民・事業

体・水コンサルタント等、上下水道インフラに関わる様々な関係者が Win-
Win になる成果を目指します。 
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官民連携策を積極的に提案します。水コンサルタントがプレーヤーとなっ

ての支援、アドバイザーとしての支援、モニタリング主体としての支援等、

あらゆる角度から事業体の官民連携を支援し、一歩一歩、実績を積み重ねて

まいります。 

そのために、協会は会員企業と共に、地域の抱える課題の解決に速やかに

取り組むため、水コンサルタント間、さらには上下水道分野以外の企業、上

下水道分野での維持管理等の企業との連携・協働を進めます。水コン協内部

で、協働活動の実施、研修によるレベル向上、情報共有等、さらなる活動の

強化を図ります。社団法人等業界団体と水コン協との連携を強化します。ま

た、官民連携分野での活動継続により、水コンサルタントが役割を果たす官

民連携事例のさらなる創出と情報共有を図ります。以上により、国民・事業

体・水コンサルタント等、上下水道インフラに関わる様々な関係者が Win-
Win になる成果を目指します。 
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表 10 の主要行動の要点 

主要行動 タイトル 内   容 

主要 
行動 1 

課題に
適時的
確に対
応 

業務領域を拡大し、変化する
地域・社会・事業体の課題に
適時・的確に対応 

・多種多様でかつ変化する地域・社会・事業体の課題の解決に向
けた取組み 
・地域・都市に応じた⽔の最適なシステムを提⽰し、リスクの少
ない豊かな社会の実現に向けた提案 
・持続可能な社会の実現に向けて、⽔に係る SDGs 並びにカーボ
ンニュートラルの達成への最適システムの提案 
・⽔を通して、地域に⽬を向け共に⾏動し社会に貢献 

主要 
行動 2 

生命を
まもる 

健康と安全をまもる衛生イ
ンフラとして、地域・都市の
サステナビリティーの向上
を図る 

・SDGs 達成に向けての事業体等への⽀援、⾃らの貢献 
・健康と安全をまもる重要な衛⽣インフラとして、地域・都市の
サステナビリティーの向上を図る 
・上下⽔道のインスペクション、アセットマネジメント等を的確
に実施しての⽼朽化対策 
・下⽔疫学調査による新型コロナウィルス感染症等のパンデミ
ックへの対応、貢献。全国における下⽔疫学モニタリング調査の
実践への対応。 

主要 
行動 3 

災害対
応 

災害に強い安全安心で強靭
な地域づくりと災害時の対
応 

・⽔害・地震・噴⽕等の災害に強い強靭な国⼟形成への提案 
・リダンダンシー(災害時の代替⼿段)確保 
・災害時緊急時に事業体と連携し、地域のために対応。直後の⽀

援、復旧⽀援を従来以上に前⾯に出て素早く対応。 
・そのためのノウハウ蓄積、費⽤負担ルール確⽴ 
・⽔コンサルタントのレゾンデートル(存在意義)向上 

主要 
行動 4 

脱炭素
化対応 

脱炭素化に向けての積極的
な提案と実践 

・事業体の脱炭素化計画策定。脱炭素化提案。 
・事業体の上下⽔道分野の脱炭素化⽀援。 
・関係⽅⾯と連携しての脱炭素化の技術開発の実践 
・⽔コンサルタント各社における脱炭素化実践。 

主要 
行動 5 

DX 対応 上下水道界の DX 化への全面
的支援と自らの DX 化の実践 

・事業体の上下⽔道分野での DX 化の推進への提案・⽀援 
・⽔コンサルタント各社におけるさらなる DX 化の推進 

主要 
行動 6 

官民連
携対応 

官民連携、多様な関係者との
幅広い連携、広域化・共同化
への適切な支援と実践 

・官⺠連携の推進の提案・⽀援・実践。プレーヤー、アドバイザ
ー、モニタリング主体としての⽀援。 
・上下⽔道以外の分野また、上下⽔道界での幅広い連携強化 
・⽔コンサルタント間の連携・協働 
・広域化・共同化への提案、⽀援、実践 

主要 
行動 7 

リスペ
クト受
ける存
在に 

水コンサルタントの社会的
地位・知名度確立と経営基盤
の確立 

・⽔コンサルタントという職業の周知、社会的地位確⽴ 
・経営基盤確⽴のための歩掛・単価・基準・⼊札契約⽅式等の適
時的確な改定・増補を要望し実現を図る 
・知恵に対する的確な対価・報酬の確保・⾃らの⽣産性の向上努
⼒も必要 
・⾼い倫理観 

主要 
行動 8 

働き方
改革・人
材育成 

働き方改革等による魅力あ
る職場の創出と人材確保・人
材育成・エンゲージメント 

・⽔コンサルタントでは働き⽅改⾰推進。さらなる働き⽅改⾰で
魅⼒ある職場の創出を。 
・リモートワーク等新たな働き⽅にあった業界。 
・⼈材育成とワークエンゲージメント 
・本部と⽀部の連携を強化と Zoom 等を利⽤した効率的な研修の
充実・強化による⼈材育成の⽀援 
・国⺠・学⽣にとって魅⼒ある職業、働いている者にとって誇り
に感じ将来への希望の持てる職業となるよう⼈材確保 
・⽔コンサルタントの魅⼒を広く社会に情報発信 

主要 
行動 9 

技術開
発 

上下水道分野で技術面・技術
開発面でもリーダーシップ
を発揮 

・地域に適した最適技術を公正に判断 
・⾃ら技術開発も。他の業界や学・官との連携も。 
・上下⽔道分野で技術⾯・技術開発⾯でもリーダーシップを発揮 
・ガイドライン・マニュアル整備 
・異業種との共同開発情報等の収集・紹介 

主要 
行動 10 

国際展
開 

国際展開への貢献 ・上下⽔道分野における海外情報の共有、海外への技術輸出、海
外業務の展開 

・国際規格等に関する情報の把握・共有 
・国際会議等において⽇本の技術を情報発信 
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(主要行動 9) 上下水道分野で技術面・技術開発面でもリーダーシップを発揮 

        水コンサルタントは、地域に適した最適技術を公正に判断し、分野によっ

ては、現場の実情・課題を的確に把握し専門知識と総合的な知見を持つ水コ

ンサルタント自らが技術開発を実行し、また必要に応じて他の業界や学・官

との連携も積極的に行い、上下水道分野の技術面・技術開発面でのリーダー

シップを発揮します。 

協会は、会員企業の取組みを支援するために、ガイドライン・マニュアル

等の整備や異業種との共同開発情報等の収集・紹介等、情報の共有に努めま

す。 

 

(主要行動 10) 国際展開への貢献 

        水コンサルタントは、世界に目を向け、グローバルな視点を持って、上下

水道分野に係る海外情報の共有、海外への技術輸出、海外業務の展開を、商

社等海外展開の経験豊かな企業等、各方面と連携を図りながら、推進します。 

また、上下水道分野の日本の技術及びマネジメント方法等を広く海外で

適用し、日本企業の海外展開に貢献するために、協会では、関連組織と連携

し、国際規格等に関する情報の把握・共有を行います。 
なお、国際展開の貢献に関しては、SDGs や脱炭素の取組みとの関連も重

要と考えています。SDGs の目標 6 は「すべての人々に水と衛生へのアクセ

スと持続可能な管理を確保する」であり、例えば、2022 年 4 月に熊本で開

催された第 4 回アジア・太平洋水サミットや第 8 回アフリカ開発会議

（TICAD）等の SDGs に関わる会議において、日本の水道技術に係る情報

発信は、SDGs の目標達成に貢献するものです。 
海外、特に途上国では、漏水を含む無収水率が高く、浄水場やポンプ場で

電気エネルギーを使用して給水されている水が無駄になっていますが、日

本の無収水率は世界一低いレベルであるため、その技術を海外に情報発信

することや途上国人材への研修等を行うことにより、脱炭素化への貢献に

つながります。さらに、水の利用効率を改善し、淡水の持続可能な採取およ

び供給を確保し水不足に対処するとともに、水不足に悩む人々の数を減少

させることで、SDGs 目標 6 に貢献することができるものと考えます。 
  

 

 以上の 10 の主要行動について、要点を次表にまとめて示す。 
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表 10 の主要行動の要点 

主要行動 タイトル 内   容 

主要 
行動 1 

課 題に
適 時的
確 に対
応 

業務領域を拡大し、変化する
地域・社会・事業体の課題に
適時・的確に対応 

・多種多様でかつ変化する地域・社会・事業体の課題の解決に向
けた取組み 
・地域・都市に応じた⽔の最適なシステムを提⽰し、リスクの少
ない豊かな社会の実現に向けた提案 
・持続可能な社会の実現に向けて、⽔に係る SDGs 並びにカーボ
ンニュートラルの達成への最適システムの提案 
・⽔を通して、地域に⽬を向け共に⾏動し社会に貢献 

主要 
行動 2 

生命を
まもる 

健康と安全をまもる衛生イ
ンフラとして、地域・都市の
サステナビリティーの向上
を図る 

・SDGs 達成に向けての事業体等への⽀援、⾃らの貢献 
・健康と安全をまもる重要な衛⽣インフラとして、地域・都市の
サステナビリティーの向上を図る 
・上下⽔道のインスペクション、アセットマネジメント等を的確
に実施しての⽼朽化対策 
・下⽔疫学調査による新型コロナウィルス感染症等のパンデミ
ックへの対応、貢献。全国における下⽔疫学モニタリング調査の
実践への対応。 

主要 
行動 3 

災害対
応 

災害に強い安全安心で強靭
な地域づくりと災害時の対
応 

・⽔害・地震・噴⽕等の災害に強い強靭な国⼟形成への提案 
・リダンダンシー(災害時の代替⼿段)確保 
・災害時緊急時に事業体と連携し、地域のために対応。直後の⽀

援、復旧⽀援を従来以上に前⾯に出て素早く対応。 
・そのためのノウハウ蓄積、費⽤負担ルール確⽴ 
・⽔コンサルタントのレゾンデートル(存在意義)向上 

主要 
行動 4 

脱炭素
化対応 

脱炭素化に向けての積極的
な提案と実践 

・事業体の脱炭素化計画策定。脱炭素化提案。 
・事業体の上下⽔道分野の脱炭素化⽀援。 
・関係⽅⾯と連携しての脱炭素化の技術開発の実践 
・⽔コンサルタント各社における脱炭素化実践。 

主要 
行動 5 

DX 対応 上下水道界の DX 化への全面
的支援と自らの DX 化の実践 

・事業体の上下⽔道分野での DX 化の推進への提案・⽀援 
・⽔コンサルタント各社におけるさらなる DX 化の推進 

主要 
行動 6 

官民連
携対応 

官民連携、多様な関係者との
幅広い連携、広域化・共同化
への適切な支援と実践 

・官⺠連携の推進の提案・⽀援・実践。プレーヤー、アドバイザ
ー、モニタリング主体としての⽀援。 
・上下⽔道以外の分野また、上下⽔道界での幅広い連携強化 
・⽔コンサルタント間の連携・協働 
・広域化・共同化への提案、⽀援、実践 

主要 
行動 7 

リスペ
クト受
ける存
在に 

水コンサルタントの社会的
地位・知名度確立と経営基盤
の確立 

・⽔コンサルタントという職業の周知、社会的地位確⽴ 
・経営基盤確⽴のための歩掛・単価・基準・⼊札契約⽅式等の適
時的確な改定・増補を要望し実現を図る 
・知恵に対する的確な対価・報酬の確保・⾃らの⽣産性の向上努
⼒も必要 
・⾼い倫理観 

主要 
行動 8 

働き方
改革・人
材育成 

働き方改革等による魅力あ
る職場の創出と人材確保・人
材育成・エンゲージメント 

・⽔コンサルタントでは働き⽅改⾰推進。さらなる働き⽅改⾰で
魅⼒ある職場の創出を。 
・リモートワーク等新たな働き⽅にあった業界。 
・⼈材育成とワークエンゲージメント 
・本部と⽀部の連携を強化と Zoom 等を利⽤した効率的な研修の
充実・強化による⼈材育成の⽀援 
・国⺠・学⽣にとって魅⼒ある職業、働いている者にとって誇り
に感じ将来への希望の持てる職業となるよう⼈材確保 
・⽔コンサルタントの魅⼒を広く社会に情報発信 

主要 
行動 9 

技術開
発 

上下水道分野で技術面・技術
開発面でもリーダーシップ
を発揮 

・地域に適した最適技術を公正に判断 
・⾃ら技術開発も。他の業界や学・官との連携も。 
・上下⽔道分野で技術⾯・技術開発⾯でもリーダーシップを発揮 
・ガイドライン・マニュアル整備 
・異業種との共同開発情報等の収集・紹介 

主要 
行動 10 

国際展
開 

国際展開への貢献 ・上下⽔道分野における海外情報の共有、海外への技術輸出、海
外業務の展開 

・国際規格等に関する情報の把握・共有 
・国際会議等において⽇本の技術を情報発信 
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(主要行動 9) 上下水道分野で技術面・技術開発面でもリーダーシップを発揮 

        水コンサルタントは、地域に適した最適技術を公正に判断し、分野によっ

ては、現場の実情・課題を的確に把握し専門知識と総合的な知見を持つ水コ

ンサルタント自らが技術開発を実行し、また必要に応じて他の業界や学・官

との連携も積極的に行い、上下水道分野の技術面・技術開発面でのリーダー

シップを発揮します。 

協会は、会員企業の取組みを支援するために、ガイドライン・マニュアル

等の整備や異業種との共同開発情報等の収集・紹介等、情報の共有に努めま

す。 

 

(主要行動 10) 国際展開への貢献 

        水コンサルタントは、世界に目を向け、グローバルな視点を持って、上下

水道分野に係る海外情報の共有、海外への技術輸出、海外業務の展開を、商

社等海外展開の経験豊かな企業等、各方面と連携を図りながら、推進します。 

また、上下水道分野の日本の技術及びマネジメント方法等を広く海外で

適用し、日本企業の海外展開に貢献するために、協会では、関連組織と連携

し、国際規格等に関する情報の把握・共有を行います。 
なお、国際展開の貢献に関しては、SDGs や脱炭素の取組みとの関連も重

要と考えています。SDGs の目標 6 は「すべての人々に水と衛生へのアクセ

スと持続可能な管理を確保する」であり、例えば、2022 年 4 月に熊本で開

催された第 4 回アジア・太平洋水サミットや第 8 回アフリカ開発会議

（TICAD）等の SDGs に関わる会議において、日本の水道技術に係る情報

発信は、SDGs の目標達成に貢献するものです。 
海外、特に途上国では、漏水を含む無収水率が高く、浄水場やポンプ場で

電気エネルギーを使用して給水されている水が無駄になっていますが、日

本の無収水率は世界一低いレベルであるため、その技術を海外に情報発信

することや途上国人材への研修等を行うことにより、脱炭素化への貢献に

つながります。さらに、水の利用効率を改善し、淡水の持続可能な採取およ

び供給を確保し水不足に対処するとともに、水不足に悩む人々の数を減少

させることで、SDGs 目標 6 に貢献することができるものと考えます。 
  

 

 以上の 10 の主要行動について、要点を次表にまとめて示す。 
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Ⅶ.第三期中期行動計画の内容(個票) 

   第三期中期行動計画の内容(個票)を別紙に示します。    
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7
)　

8
)

★
★

A．
経

営
基

盤
強

化
1
-
②
-
A

1
-
②

-
A
-
1

ウ
新
規

業
務

等
に
関
す
る
仕
様

書
・
歩
掛

提
案

●
上

水
、
●

下
水

対
官

１
1
)　

2
)

4
)　

9
)

★
★

★
★

B ．
適

正
な

業
務

価
格

形
成

等
1
-
②

-
B

1
-
②

-
B
-
1

エ
調
達

制
度

等
の

改
善

●
対

活
、
上

水
、
下

水
、
企

画
対

官
１

1
)　

2
)

4
)　

7
)　
9
)

★
★

★
★

★

1
-
③

-
A
-
1

オ
学
生

・
学

校
へ
の

働
き
か
け

●
対

活
、
総

務
対

一
般

1
)　

7
)

8
)

★
★

★

1
-
③

-
A
-
2

カ
こ
ど
も
・
市
民

等
へ
の

ア
ピ
ー
ル

●
対

活
、
総

務
、
事

務
局

対
一

般
1
)　

7
)

★
★

1
-
③

-
A
-
3

キ
業
務

成
果

の
ア
ピ
－

ル
●

技
研
、
対

活
、
上

水
、
下

水
、
水
坤

対
一

般
1
)　

7
)

9
)

★
★

★

2
-
①

-
A
-
1

ク
新
技

術
に
関

連
す
る
マ
ニ
ュ
ア
ル
整

備
●

技
研
、
上

水
、
下

水
対

会
員

2
)　

4
)

5
)　

9
)

★
★

★
★

2
-
①

-
A
-
2

ケ
新
た
な
技

術
動
向

に
対

応
す
る
た
め
の
異

業
種
・
事

業
体

と
の
情

報
交
換

、
D
X
の

推
進
、
導

入
普
及

支
援

●
技

研
、
上

水
、
下

水
対

会
員

対
業

界
2
)　

4
)

5
)　

9
)

★
★

★
★

②
技

術
向

上
A．

研
修

・
講
習

会
の

開
催

2
-
②
-
A

2
-
②

-
A
-
1

サ
研
修

●
技

研
、
上

水
、
下

水
、

C
P
D

対
会

員
1
)　

8
)

★
★

③
業

務
品

質
の

確
保

A ．
業

務
品
質

確
保

2
-
③
-
A

2
-
③

-
A
-
1

シ
品
質

確
保

方
策

の
推
進

●
対

活
、
上

水
、
下

水
対

会
員

7
)

★

④
倫

理
向

上
A．

倫
理

、
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
の
確

保
2
-
④
-
A

2
-
④

-
A
-
1

セ
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
に
関

す
る
講

習
会
の

開
催
、
情

報
提
供

●
倫

理
対

会
員

1
)　

7
)

8
)　

9
)

★
★

★
★

⑤
海

外
水

ビ
ジ
ネ
ス
の
展

開
A ．

会
員

の
海

外
展

開
支

援
2
-
⑤
-
A

2
-
⑤

-
A
-
1

ソ
海
外

展
開

支
援

の
た
め
の

水
コ
ン
協

活
動

●
事

務
局

、
●

技
研

対
官

２
1
0
)

★

A ．
事

業
運
営

支
援

手
法

の
整
備

・
普

及
促

進
活

動
3
-
①
-
A

3
-
①

-
A
-
1

チ
上
下

水
道

事
業

運
営
支

援
手

法
及

び
官

民
連
携

手
法

等
に
つ
い
て

調
査

研
究

・
普
及

活
動
・
研
修

を
行

う
●

企
画

対
会

員
対

官
１

6
)

★

B ．
事
業

運
営

支
援

ツ
ー
ル

の
開

発
・

普
及

の
促

進
3
-
①

-
B

3
-
①

-
B
-
1

ツ
事
業

運
営

に
資

す
る
シ
ス
テ
ム

等
に
つ
い
て
提

案
し
、
そ
の
普

及
を

促
進

す
る

●
企

画
、
上

水
、
下

水
対

会
員

対
官

１
1
)　

6
)

★
★

②
非

常
時

の
対

応
力

強
化

A．
災

害
時
支

援
力

強
化

3
-
②
-
A

3
-
②

-
A
-
1

テ
災
害

支
援

協
定

（
業

界
団

体
含

む
）
締

結
と
円
滑

な
運

用
、
支

援
者

育
成

の
推

進
、
委

託
業
務

の
実
態

調
査
と
課
題

抽
出

●
災

支
、
上

水
、
下

水
対

会
員

対
官

１
1
)　

3
)

★
★

①
協

会
経

営
の

改
善

A ．
協

会
運
営

の
充

実
4
-
①
-
A

4
-
①

-
A
-
1

ト
本
部

、
支

部
の

経
営

計
画

、
会
員

数
の

確
保

●
事

務
局

、
総

務
、
企

画
協

会
内

8
)

★

②
本

部
と
支
部

と
の

連
携
強

化
A．

本
部

と
支

部
と
の
連

携
強
化

4
-
②
-
A

4
-
②

-
A
-
1

ナ
本
部

役
員

と
支
部

役
員

の
連

携
強
化

●
事

務
局

、
企

画
、
（
随

時
）
委

員
会

協
会

内
8
)

★

A．
新

技
術
の

開
発

2
-
①
-
A

記
号

１
.
人

材
確

保
支

援

①
会

員
企

業
の

条
件

整
備

②
事

業
環

境
の

改
善

③
イ

メ
ー

ジ
ア

ッ
プ

A．
イ
メ
ー
ジ
ア
ッ
プ
活

動
1
-
③
-
A

３
.多

様
な

官
民

協
働

の
促

進

①
人

材
の

育
成

、
事

業
運
営

関
連

手
法

の
開
発

・
普

及
促
進

４
.
協

会
活

動
の

強
化

２
.
技

術
・

品
質

・
倫

理
向

上
支

援

①
新

技
術

の
開

発

1
4

14



Ⅶ.第三期中期行動計画の内容(個票) 

   第三期中期行動計画の内容(個票)を別紙に示します。    

 

15

15



個
票

番
号

：
イ

1
―

①
―

B
―

1
　

［
対

会
員

］

職
場

環
境

の
改

善

委
員

会
名

●
総

務

支
部

○

第
3
期

行
動

計
画

（
2
0
2
2
-
2
0
2
4
）

行
動

内
容

◆
労

働
環

境
整

備
の

状
況

に
関

す
る

フ
ォ

ロ
ー

ア
ッ

プ
調

査
（
3
年

毎
）

◆
ノ

ー
残

業
デ

ー
の

協
会

統
一

キ
ャ

ン
ペ

ー
ン

の
継

続
実

施
（
年

2
回

）
◆

働
き

方
改

革
セ

ミ
ナ

ー
の

企
画

/
開

催
◆

目
的

別
座

談
会

（
若

手
・
女

性
技

術
者

）
の

企
画

◆
会

員
企

業
の

実
態

調
査

結
果

を
踏

ま
え

た
協

会
施

策
の

方
向

性
検

討

支
部

協
働

内
容

■
本

部
の

実
施

す
る

実
態

調
査

へ
の

協
力

/
支

援
（
支

部
会

員
企

業
の

協
力

が
必

要
な

場
合

）
■

協
会

で
特

定
さ

れ
た

啓
発

活
動

（
ノ

ー
残

業
デ

ー
の

協
会

統
一

試
行

、
事

例
紹

介
等

）
の

実
施

評
価

指
標

・
方

法

・
労

働
環

境
整

備
の

状
況

に
関

す
る

フ
ォ

ロ
ー

ア
ッ

プ
調

査
の

有
無

・
啓

発
活

動
の

実
施

実
績

備
　

　
　

考
-

・
啓

発
活

動
の

実
施

実
績

・
会

員
企

業
へ

の
制

度
導

入
実

績
調

査
（
現

況
報

告
時

期
に

毎
年

フ
ォ

ロ
ー

ア
ッ

プ
調

査
）

・
労

働
環

境
整

備
の

状
況

に
関

す
る

フ
ォ

ロ
ー

ア
ッ

プ
調

査
の

有
無

・
啓

発
活

動
の

実
施

実
績

協
会

と
会

員
企

業
の

各
々

が
実

施
す

べ
き

方
向

性
や

範
囲

を
検

討
す

る
た

め
、

総
務

委
員

会
内

部
に

、
魅

力
あ

る
職

場
作

り
W

G
を

設
置

す
る

こ
と

が
望

ま
し

い
。

※
会

員
企

業
の

総
務

・
人

事
担

当
者

の
協

力
も

得
て

、
W

G
メ

ン
バ

ー
を

選
出

す
る

べ
き

か
の

必
要

性
に

つ
い

て
も

検
討

し
た

い
。

第
１

期
に

引
き

続
き

関
東

支
部

選
出

委
員

の
協

力
を

得
て

、
調

査
・
企

画
検

討
を

実
施

す
る

。

第
1
期

行
動

計
画

（
2
0
1
6
-
2
0
1
8
）

第
2
期

行
動

計
画

（
2
0
1
9
-
20

2
1
）

[2
0
1
6
年

度
]

◆
会

員
企

業
の

導
入

状
況

等
の

実
態

調
査

の
実

施
[2

0
1
7
年

度
以

降
]

◆
実

態
調

査
に

基
づ

く
会

員
企

業
の

ニ
ー

ズ
に

即
し

て
協

会
と

し
て

す
べ

き  啓
発

活
動

（
経

営
セ

ミ
ナ

ー
、

事
例

紹
介

等
）
の

特
定

・
企

画
・
検

討
◆

導
入

事
例

・
制

度
導

入
規

程
等

の
雛

形
の

提
供

◆
会

員
企

業
へ

の
実

態
調

査
の

実
施

、
整

理
及

び
情

報
共

有
・
労

働
環

境
整

備
の

状
況

に
関

す
る

フ
ォ

ロ
ー

ア
ッ

プ
調

査
・
職

場
環

境
の

改
善

に
向

け
た

協
会

施
策

の
検

討
◆

実
態

調
査

に
基

づ
く
会

員
企

業
の

ニ
ー

ズ
に

即
し

て
協

会
と

し
て

す
べ

き
啓

発
活

動
の

特
定

・
企

画
・
検

討
・
目

的
別

の
座

談
会

の
開

催
（
若

手
・
女

性
技

術
者

、
管

理
職

等
）
等

の
企

画 ・
啓

発
活

動
（
経

営
セ

ミ
ナ

ー
、

事
例

紹
介

等
）の

企
画

[2
0
1
6
年

度
]

■
本

部
の

実
施

す
る

実
態

調
査

へ
の

協
力

・
支

援
（
支

部
会

員
企

業
の

協
力

が
必

要
な

場
合

）
[2

0
1
7
年

度
以

降
]

■
協

会
で

特
定

さ
れ

た
啓

発
活

動
（
ノ

ー
残

業
デ

ー
の

協
会

統
一

試
行

、
事

例
紹

介
等

）
の

実
施

■
本

部
の

実
施

す
る

実
態

調
査

へ
の

協
力

・
支

援
（
支

部
会

員
企

業
の

協
力

が
必

要
な

場
合

）
■

協
会

で
特

定
さ

れ
た

啓
発

活
動

（
ノ

ー
残

業
デ

ー
の

協
会

統
一

試
行

、
事

例
紹

介
等

）
の

実
施

取
り

組
み

主
体

【
行

動
項

目
：
魅

力
あ

る
職

場
づ

く
り

に
向

け
て

の
啓

発
】

体
系

コ
ー

ド
　

［
活

動
類

型
］

到
達

目
標

会
員

企
業

全
体

の
傾

向
、

課
題

を
把

握
す

る
た

め
の

会
員

企
業

へ
の

実
態

調
査

や
様

々
な

立
場

で
働

い
て

い
る

会
員

企
業

の
社

員
を

対
象

に
意

見
・
提

案
を

聴
取

し
、

職
場

環
境

の
改

善
に

向
け

た
協

会
支

援
策

の
方

向
性

を
検

討
し

、
具

体
策

を
提

案
・
推

進
す

る
。

取
り

組
み

内
容

1
7

個
票

番
号

：
ア

1
―

①
―

A
―

1
　

［
対

会
員

］

経
営

力
の

確
保

、
向

上
（
協

会
会

員
の

業
績

数
値

の
把

握
）

委
員

会
名

●
総

務

支
部

○

第
3
期

行
動

計
画

（
2
0
2
2
-
2
0
2
4
）

行
動

内
容

◆
経

営
分

析
結

果
報

告
書

の
取

り
ま

と
め

（
3
年

毎
）

◆
国

交
省

D
B

を
活

用
し

た
経

営
分

析
結

果
報

告
書

の
デ

ー
タ

収
集

/
整

理

支
部

協
働

内
容

■
本

部
活

動
へ

の
意

見
/
要

望
・
中

小
地

域
コ

ン
サ

ル
タ

ン
ト

の
意

見
/
要

望
の

収
集

/
整

理

評
価

指
標

・
方

法

・
経

営
分

析
結

果
の

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

の
有

無

備
　

　
　

考
-

・
経

営
分

析
結

果
の

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

の
有

無
・
経

営
分

析
結

果
の

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

の
有

無

第
1
期

は
、

関
東

支
部

選
出

委
員

の
協

力
を

得
て

、
調

査
・
企

画
検

討
を

実
施

す
る

。
第

1
期

に
引

き
続

き
関

東
支

部
選

出
委

員
の

協
力

を
得

て
、

調
査

・
企

画
検

討
を

実
施

す
る

。

第
1
期

行
動

計
画

（
2
0
1
6
-
2
0
1
8
）

第
2
期

行
動

計
画

（
2
0
1
9
-
20

2
1
）

[2
0
1
6
年

度
]

◆
国

交
省

D
B

を
活

用
し

た
デ

ー
タ

収
集

（
定

点
日

、
規

模
別

分
類

、
集

計
、

 活
用

方
法

等
）
の

検
討

[2
0
1
7
年

度
以

降
]

◆
経

営
分

析
結

果
報

告
書

の
取

り
ま

と
め

・
経

営
力

の
確

保
、

向
上

に
向

け
た

協
会

施
策

の
特

定
・
絞

り
込

み
に

反
映

[2
0
1
9
年

度
]

◆
経

営
分

析
結

果
報

告
書

の
取

り
ま

と
め

（
3
年

毎
）

・
会

員
企

業
の

経
営

基
盤

強
化

・
健

全
な

財
務

体
質

を
確

立
す

る
た

め
の

参
考

資
料

、
水

コ
ン

協
の

現
状

を
関

係
諸

機
関

に
理

解
し

て
も

ら
う

た
め

の
資

料 [2
0
2
0
年

度
以

降
]

◆
2
0
1
9
年

度
の

取
り

ま
と

め
を

受
け

た
協

会
施

策
を

検
討

◆
国

交
省

D
B

を
活

用
し

た
デ

ー
タ

収
集

■
本

部
活

動
へ

の
意

見
・
要

望
■

本
部

活
動

へ
の

意
見

・
要

望

取
り

組
み

主
体

【
行

動
項

目
：
経

営
基

盤
強

化
啓

発
】

体
系

コ
ー

ド
　

［
活

動
類

型
］

到
達

目
標

会
員

企
業

の
経

営
状

況
を

把
握

・
統

計
化

し
、

協
会

活
動

（
要

望
と

提
案

活
動

等
）
へ

適
切

に
反

映
す

る
他

、
会

員
企

業
が

各
々

の
経

営
施

策
を

検
討

す
る

上
で

の
基

礎
資

料
に

活
用

す
る

。
取

り
組

み
内

容

1
6
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個
票

番
号

：
イ

1
―

①
―

B
―

1
　

［
対

会
員

］

職
場

環
境

の
改

善

委
員

会
名

●
総

務

支
部

○

第
3
期

行
動

計
画

（
2
0
2
2
-
2
0
2
4
）

行
動

内
容

◆
労

働
環

境
整

備
の

状
況

に
関

す
る

フ
ォ

ロ
ー

ア
ッ

プ
調

査
（
3
年

毎
）

◆
ノ

ー
残

業
デ

ー
の

協
会

統
一

キ
ャ

ン
ペ

ー
ン

の
継

続
実

施
（
年

2
回

）
◆

働
き

方
改

革
セ

ミ
ナ

ー
の

企
画

/
開

催
◆

目
的

別
座

談
会

（
若

手
・
女

性
技

術
者

）
の

企
画

◆
会

員
企

業
の

実
態

調
査

結
果

を
踏

ま
え

た
協

会
施

策
の

方
向

性
検

討

支
部

協
働

内
容

■
本

部
の

実
施

す
る

実
態

調
査

へ
の

協
力

/
支

援
（
支

部
会

員
企

業
の

協
力

が
必

要
な

場
合

）
■

協
会

で
特

定
さ

れ
た

啓
発

活
動

（
ノ

ー
残

業
デ

ー
の

協
会

統
一

試
行

、
事

例
紹

介
等

）
の

実
施

評
価

指
標

・
方

法

・
労

働
環

境
整

備
の

状
況

に
関

す
る

フ
ォ

ロ
ー

ア
ッ

プ
調

査
の

有
無

・
啓

発
活

動
の

実
施

実
績

備
　

　
　

考
-

・
啓

発
活

動
の

実
施

実
績

・
会

員
企

業
へ

の
制

度
導

入
実

績
調

査
（
現

況
報

告
時

期
に

毎
年

フ
ォ

ロ
ー

ア
ッ

プ
調

査
）

・
労

働
環

境
整

備
の

状
況

に
関

す
る

フ
ォ

ロ
ー

ア
ッ

プ
調

査
の

有
無

・
啓

発
活

動
の

実
施

実
績

協
会

と
会

員
企

業
の

各
々

が
実

施
す

べ
き

方
向

性
や

範
囲

を
検

討
す

る
た

め
、

総
務

委
員

会
内

部
に

、
魅

力
あ

る
職

場
作

り
W

G
を

設
置

す
る

こ
と

が
望

ま
し

い
。

※
会

員
企

業
の

総
務

・
人

事
担

当
者

の
協

力
も

得
て

、
W

G
メ

ン
バ

ー
を

選
出

す
る

べ
き

か
の

必
要

性
に

つ
い

て
も

検
討

し
た

い
。

第
１

期
に

引
き

続
き

関
東

支
部

選
出

委
員

の
協

力
を

得
て

、
調

査
・
企

画
検

討
を

実
施

す
る

。

第
1
期

行
動

計
画

（
2
0
1
6
-
2
0
1
8
）

第
2
期

行
動

計
画

（
2
0
1
9
-
20

2
1
）

[2
0
1
6
年

度
]

◆
会

員
企

業
の

導
入

状
況

等
の

実
態

調
査

の
実

施
[2

0
1
7
年

度
以

降
]

◆
実

態
調

査
に

基
づ

く
会

員
企

業
の

ニ
ー

ズ
に

即
し

て
協

会
と

し
て

す
べ

き  啓
発

活
動

（
経

営
セ

ミ
ナ

ー
、

事
例

紹
介

等
）
の

特
定

・
企

画
・
検

討
◆

導
入

事
例

・
制

度
導

入
規

程
等

の
雛

形
の

提
供

◆
会

員
企

業
へ

の
実

態
調

査
の

実
施

、
整

理
及

び
情

報
共

有
・
労

働
環

境
整

備
の

状
況

に
関

す
る

フ
ォ

ロ
ー

ア
ッ

プ
調

査
・
職

場
環

境
の

改
善

に
向

け
た

協
会

施
策

の
検

討
◆

実
態

調
査

に
基

づ
く
会

員
企

業
の

ニ
ー

ズ
に

即
し

て
協

会
と

し
て

す
べ

き
啓

発
活

動
の

特
定

・
企

画
・
検

討
・
目

的
別

の
座

談
会

の
開

催
（
若

手
・
女

性
技

術
者

、
管

理
職

等
）
等

の
企

画 ・
啓

発
活

動
（
経

営
セ

ミ
ナ

ー
、

事
例

紹
介

等
）の

企
画

[2
0
1
6
年

度
]

■
本

部
の

実
施

す
る

実
態

調
査

へ
の

協
力

・
支

援
（
支

部
会

員
企

業
の

協
力

が
必

要
な

場
合

）
[2

0
1
7
年

度
以

降
]

■
協

会
で

特
定

さ
れ

た
啓

発
活

動
（
ノ

ー
残

業
デ

ー
の

協
会

統
一

試
行

、
事

例
紹

介
等

）
の

実
施

■
本

部
の

実
施

す
る

実
態

調
査

へ
の

協
力

・
支

援
（
支

部
会

員
企

業
の

協
力

が
必

要
な

場
合

）
■

協
会

で
特

定
さ

れ
た

啓
発

活
動

（
ノ

ー
残

業
デ

ー
の

協
会

統
一

試
行

、
事

例
紹

介
等

）
の

実
施

取
り

組
み

主
体

【
行

動
項

目
：
魅

力
あ

る
職

場
づ

く
り

に
向

け
て

の
啓

発
】

体
系

コ
ー

ド
　

［
活

動
類

型
］

到
達

目
標

会
員

企
業

全
体

の
傾

向
、

課
題

を
把

握
す

る
た

め
の

会
員

企
業

へ
の

実
態

調
査

や
様

々
な

立
場

で
働

い
て

い
る

会
員

企
業

の
社

員
を

対
象

に
意

見
・
提

案
を

聴
取

し
、

職
場

環
境

の
改

善
に

向
け

た
協

会
支

援
策

の
方

向
性

を
検

討
し

、
具

体
策

を
提

案
・
推

進
す

る
。

取
り

組
み

内
容

1
7
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個
票

番
号

：
エ

1
－

②
－

B
－

1
　

［
対

官
1
］

調
達

制
度

等
の

改
善

委
員

会
名

●
対

活
、

上
水

、
下

水
、

企
画

支
部

○

第
3
期

行
動

計
画

（
2
0
2
2
-
2
0
2
4
）

行
動

内
容

【
共

通
】

◆
意

見
交

換
会

議
へ

の
参

加
・
日

本
下

水
道

協
会

賛
助

会
員

参
与

会
主

催
・
国

土
交

通
省

、
地

方
公

共
団

体
、

J
S
、

業
界

団
体

（
調

査
・
設

計
業

、
維

持
管

理
業

等
）

◆
意

見
交

換
会

議
の

開
催

と
要

望
・
厚

生
労

働
省

水
道

課
幹

部
/
担

当
者

・
国

土
交

通
省

下
水

道
幹

部
・
日

本
下

水
道

事
業

団
事

業
統

括
部

と
の

業
務

改
善

検
討

会
/
理

事
【
対

活
】

◆
要

望
と

提
案

　
編

纂
/
送

付
・
年

度
ご

と
の

本
編

/
付

属
資

料
作

成
◆

フ
ォ

ロ
ー

ア
ッ

プ
調

査
・
事

業
体

の
制

度
導

入
状

況
フ

ォ
ロ

ー
ア

ッ
プ

調
査

の
実

施

支
部

協
働

内
容

【
対

活
】

■
要

望
と

提
案

活
動

の
実

施
（
方

法
は

支
部

判
断

）
■

本
部

の
実

施
す

る
フ

ォ
ロ

ー
ア

ッ
プ

調
査

へ
の

協
力

・
支

援
■

今
後

の
本

部
活

動
へ

の
要

望
□

国
や

事
業

体
等

と
の

意
見

交
換

会
【
下

水
】

関
東

支
部

、
関

西
支

部
に

お
け

る
J
S
と

の
実

務
者

協
議

評
価

指
標

・
方

法

・
制

度
導

入
事

業
体

数
の

経
年

推
移

・
付

属
資

料
の

作
成

/
配

布
・
協

議
合

意
事

項
の

実
施

状
況

を
調

査
・
要

望
活

動
の

実
施

有
無

備
　

　
　

考

・
国

土
交

通
省

へ
の

要
望

活
動

は
、

下
水

道
委

員
会

/
企

画
委

員
会

と
協

力
し

て
実

施
・
厚

生
労

働
省

へ
の

要
望

活
動

は
、

上
水

道
委

員
会

/
企

画
委

員
会

と
協

力
し

て
実

施

■
要

望
と

提
案

活
動

の
実

施
（
方

法
は

支
部

判
断

）
■

本
部

の
実

施
す

る
フ

ォ
ロ

ー
ア

ッ
プ

調
査

へ
の

協
力

・
支

援
■

今
後

の
本

部
活

動
へ

の
要

望
□

国
や

事
業

体
等

と
の

意
見

交
換

会

・
制

度
導

入
事

業
体

数
の

経
年

推
移

・
付

属
資

料
の

作
成

・
配

布

-

【
行

動
項

目
：
適

正
な

業
務

価
格

形
成

等
】

体
系

コ
ー

ド
　

［
活

動
類

型
］

取
り

組
み

内
容

取
り

組
み

主
体

第
1
期

行
動

計
画

（
2
0
1
6
-
2
0
1
8
）

[2
0
1
6
年

度
]

◆
平

成
2
9
年

度
向

け
「
要

望
と

提
案

書
」
「
付

属
資

料
一

式
」
の

作
成

◆
上

下
水

道
コ

ン
サ

ル
タ

ン
ト

の
健

全
な

発
展

に
向

け
た

施
策

の
実

施
に

係
る

事
業

体
の

制
度

導
入

状
況

調
査

（
平

成
2
8
年

度
）
実

施
◆

各
支

部
に

お
け

る
意

見
交

換
活

動
を

通
じ

た
支

援
◆

国
交

省
の

意
見

交
換

会
の

開
催

、
並

び
に

下
水

協
に

お
け

る
意

見
交

換
会

へ
の

参
画

[2
0
1
7
年

度
]

【
対

活
】

◆
平

成
3
0
年

度
向

け
「
要

望
と

提
案

書
」
「
付

属
資

料
一

式
」
の

作
成

◆
上

下
水

道
コ

ン
サ

ル
タ

ン
ト

の
健

全
な

発
展

に
向

け
た

施
策

の
実

施
に

係
る

事
業

体
の

制
度

導
入

状
況

調
査

（
平

成
2
9
年

度
）
実

施
◆

各
支

部
に

お
け

る
意

見
交

換
活

動
を

通
じ

た
支

援
◆

国
交

省
意

見
交

換
会

に
お

け
る

「
契

約
方

式
の

あ
り

方
等

」
に

関
す

る
提

案
（H

30
.3

開
催

）・
・・

作
業

主
体

は
契

約
W

G
（下

水
道

委
員

会
）

【
下

水
】

◆
日

本
下

水
道

事
業

団
と

の
意

見
交

換
会

の
開

催
（
業

務
改

善
検

討
会

H
2
9
.1

0
、

1
1
：
経

営
レ

ベ
ル

意
見

交
換

会
H

2
9
.1

2
）

会
員

企
業

の
主

な
顧

客
で

あ
る

地
方

公
共

団
体

に
向

け
た

「
要

望
と

提
案

」
活

動
の

継
続

に
よ

る
適

正
な

業
務

価
格

形
成

等
を

達
成

す
る

。
到

達
目

標

こ
れ

ま
で

と
同

様
、

対
外

活
動

小
委

員
会

の
活

動
を

中
心

と
す

る
。

※
水

コ
ン

協
提

案
の

検
討

・
取

り
ま

と
め

は
、

上
水

道
委

員
会

・
 下

水
道

委
員  会

・
技

術
・
研

修
・
企

画
委

員
会

の
支

援
・
協

力
を

想
定

し
て

い
る

。

第
2
期

行
動

計
画

（
2
0
1
9
-
20

2
1
）

【
対

活
】

調
達

制
度

等
の

改
善

（
発

注
価

格
・
発

注
方

式
の

改
善

、
改

正
品

確
法

の
主

旨
浸

透
、

適
正

な
工

期
確

保
、

履
行

期
限

の
平

準
化

）
◆

要
望

と
提

案
書

の
検

討
・
作

成
◆

制
度

導
入

状
況

フ
ォ

ロ
ー

ア
ッ

プ
調

査
の

継
続

、
課

題
の

検
討

◆
国

や
事

業
体

等
と

の
意

見
交

換
会

【
上

水
】

◆
国

・
関

係
団

体
と

の
意

見
交

換
会

の
実

施
【
下

水
】

◆
国

・
日

本
下

水
道

事
業

団
と

の
意

見
交

換
会

の
開

催

【
対

活
】

■
要

望
と

提
案

活
動

の
実

施
（
方

法
は

支
部

判
断

）
■

本
部

の
実

施
す

る
フ

ォ
ロ

ー
ア

ッ
プ

調
査

へ
の

協
力

・
支

援
■

今
後

の
本

部
活

動
へ

の
要

望
□

国
や

事
業

体
等

と
の

意
見

交
換

会
【
下

水
】

関
東

支
部

、
関

西
支

部
に

お
け

る
J
S
と

の
実

務
者

協
議

・
制

度
導

入
事

業
体

数
の

経
年

推
移

・
付

属
資

料
の

作
成

・
配

布
・
協

議
合

意
事

項
の

実
施

状
況

を
調

査

1
9

個
票

番
号

：
ウ

1
―

②
―

A
―

1
　

［
対

官
1
］

新
規

業
務

等
に

関
す

る
仕

様
書

・
歩

掛
提

案

委
員

会
名

●
上

水
、

●
下

水

支
部

-

第
3
期

行
動

計
画

（
2
0
2
2
-
2
0
2
4
）

行
動

内
容

【
上

水
】

◆
厚

生
労

働
省

歩
掛

改
定

検
討

・
配

水
池

/
ポ

ン
プ

場
更

新
設

計
（
詳

細
設

計
）
歩

掛
の

検
討

へ
の

協
力

◆
協

会
独

自
歩

掛
の

改
定

・
取

水
施

設
歩

掛
の

改
定

【
下

水
】

◆
国

土
交

通
省

歩
掛

改
定

検
討

・
計

画
設

計
指

針
の

改
定

を
踏

ま
え

た
見

直
し

支
部

協
働

内
容

■
本

部
か

ら
の

ア
ン

ケ
ー

ト
と

り
ま

と
め

、
歩

掛
等

に
対

す
る

要
望

/
意

見
提

示
及

び
改

善
要

望
の

提
案

■
歩

掛
、

指
針

改
定

に
対

す
る

要
望

/
意

見
の

提
示

評
価

指
標

・
方

法
・
新

規
/
改

定
の

仕
様

書
、

歩
掛

提
案

数

備
　

　
　

考
-

-
・
新

規
・
改

定
の

仕
様

書
・
歩

掛
提

案
数

・
新

規
・
改

定
の

仕
様

書
・
歩

掛
提

案
数

-

第
1
期

行
動

計
画

（
2
0
1
6
-
2
0
1
8
）

第
2
期

行
動

計
画

（
2
0
1
9
-
20

2
1
）

◆
上

水
道

・
下

水
道

用
設

計
標

準
歩

掛
表

の
追

加
・
改

定
の

要
望

・
検

討
◆

上
水

道
・
下

水
道

用
設

計
標

準
歩

掛
表

の
追

加
・
改

定
の

要
望

・
検

討
◆

水
コ

ン
協

独
自

歩
掛

の
策

定
/
改

定
◆

新
規

策
定

の
マ

ニ
ュ

ア
ル

手
引

き
等

に
対

す
る

要
望

・
意

見
提

示
、

及
び

運
用

後
の

改
善

要
望

の
提

案

◆
水

コ
ン

協
独

自
歩

掛
の

策
定

・
改

定
◆

新
規

策
定

の
マ

ニ
ュ

ア
ル

手
引

き
等

に
対

す
る

要
望

・
意

見
提

示
、

及
び  運

用
後

の
改

善
要

望
の

提
案

-

取
り

組
み

主
体

【
行

動
項

目
：
経

営
基

盤
強

化
】

体
系

コ
ー

ド
　

［
活

動
類

型
］

到
達

目
標

時
代

の
変

化
に

合
わ

せ
、

会
員

ニ
ー

ズ
を

把
握

し
、

新
た

な
業

務
展

開
へ

過
不

足
な

い
歩

掛
提

案
を

行
う

こ
と

で
、

事
業

体
の

発
注

業
務

が
適

切
に

行
わ

れ
、

作
業

内
容

の
明

確
化

が
図

ら
れ

る
と

と
も

に
、

業
務

品
質

の
向

上
や

業
務

発
注

の
迅

速
化

等
に

繋
げ

る
。

取
り

組
み

内
容

1
8
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個
票

番
号

：
エ

1
－

②
－

B
－

1
　

［
対

官
1
］

調
達

制
度

等
の

改
善

委
員

会
名

●
対

活
、

上
水

、
下

水
、

企
画

支
部

○

第
3
期

行
動

計
画

（
2
0
2
2
-
2
0
2
4
）

行
動

内
容

【
共

通
】

◆
意

見
交

換
会

議
へ

の
参

加
・
日

本
下

水
道

協
会

賛
助

会
員

参
与

会
主

催
・
国

土
交

通
省

、
地

方
公

共
団

体
、

J
S
、

業
界

団
体

（
調

査
・
設

計
業

、
維

持
管

理
業

等
）

◆
意

見
交

換
会

議
の

開
催

と
要

望
・
厚

生
労

働
省

水
道

課
幹

部
/
担

当
者

・
国

土
交

通
省

下
水

道
幹

部
・
日

本
下

水
道

事
業

団
事

業
統

括
部

と
の

業
務

改
善

検
討

会
/
理

事
【
対

活
】

◆
要

望
と

提
案

　
編

纂
/
送

付
・
年

度
ご

と
の

本
編

/
付

属
資

料
作

成
◆

フ
ォ

ロ
ー

ア
ッ

プ
調

査
・
事

業
体

の
制

度
導

入
状

況
フ

ォ
ロ

ー
ア

ッ
プ

調
査

の
実

施

支
部

協
働

内
容

【
対

活
】

■
要

望
と

提
案

活
動

の
実

施
（
方

法
は

支
部

判
断

）
■

本
部

の
実

施
す

る
フ

ォ
ロ

ー
ア

ッ
プ

調
査

へ
の

協
力

・
支

援
■

今
後

の
本

部
活

動
へ

の
要

望
□

国
や

事
業

体
等

と
の

意
見

交
換

会
【
下

水
】

関
東

支
部

、
関

西
支

部
に

お
け

る
J
S
と

の
実

務
者

協
議

評
価

指
標

・
方

法

・
制

度
導

入
事

業
体

数
の

経
年

推
移

・
付

属
資

料
の

作
成

/
配

布
・
協

議
合

意
事

項
の

実
施

状
況

を
調

査
・
要

望
活

動
の

実
施

有
無

備
　

　
　

考

・
国

土
交

通
省

へ
の

要
望

活
動

は
、

下
水

道
委

員
会

/
企

画
委

員
会

と
協

力
し

て
実

施
・
厚

生
労

働
省

へ
の

要
望

活
動

は
、

上
水

道
委

員
会

/
企

画
委

員
会

と
協

力
し

て
実

施

■
要

望
と

提
案

活
動

の
実

施
（
方

法
は

支
部

判
断

）
■

本
部

の
実

施
す

る
フ

ォ
ロ

ー
ア

ッ
プ

調
査

へ
の

協
力

・
支

援
■

今
後

の
本

部
活

動
へ

の
要

望
□

国
や

事
業

体
等

と
の

意
見

交
換

会

・
制

度
導

入
事

業
体

数
の

経
年

推
移

・
付

属
資

料
の

作
成

・
配

布

-

【
行

動
項

目
：
適

正
な

業
務

価
格

形
成

等
】

体
系

コ
ー

ド
　

［
活

動
類

型
］

取
り

組
み

内
容

取
り

組
み

主
体

第
1
期

行
動

計
画

（
2
0
1
6
-
2
0
1
8
）

[2
0
1
6
年

度
]

◆
平

成
2
9
年

度
向

け
「
要

望
と

提
案

書
」
「
付

属
資

料
一

式
」
の

作
成

◆
上

下
水

道
コ

ン
サ

ル
タ

ン
ト

の
健

全
な

発
展

に
向

け
た

施
策

の
実

施
に

係
る

事
業

体
の

制
度

導
入

状
況

調
査

（
平

成
2
8
年

度
）
実

施
◆

各
支

部
に

お
け

る
意

見
交

換
活

動
を

通
じ

た
支

援
◆

国
交

省
の

意
見

交
換

会
の

開
催

、
並

び
に

下
水

協
に

お
け

る
意

見
交

換
会

へ
の

参
画

[2
0
1
7
年

度
]

【
対

活
】

◆
平

成
3
0
年

度
向

け
「
要

望
と

提
案

書
」
「
付

属
資

料
一

式
」
の

作
成

◆
上

下
水

道
コ

ン
サ

ル
タ

ン
ト

の
健

全
な

発
展

に
向

け
た

施
策

の
実

施
に

係
る

事
業

体
の

制
度

導
入

状
況

調
査

（
平

成
2
9
年

度
）
実

施
◆

各
支

部
に

お
け

る
意

見
交

換
活

動
を

通
じ

た
支

援
◆

国
交

省
意

見
交

換
会

に
お

け
る

「
契

約
方

式
の

あ
り

方
等

」
に

関
す

る
提

案
（H

30
.3

開
催

）・
・・

作
業

主
体

は
契

約
W

G
（下

水
道

委
員

会
）

【
下

水
】

◆
日

本
下

水
道

事
業

団
と

の
意

見
交

換
会

の
開

催
（
業

務
改

善
検

討
会

H
2
9
.1

0
、

1
1
：
経

営
レ

ベ
ル

意
見

交
換

会
H

2
9
.1

2
）

会
員

企
業

の
主

な
顧

客
で

あ
る

地
方

公
共

団
体

に
向

け
た

「
要

望
と

提
案

」
活

動
の

継
続

に
よ

る
適

正
な

業
務

価
格

形
成

等
を

達
成

す
る

。
到

達
目

標

こ
れ

ま
で

と
同

様
、

対
外

活
動

小
委

員
会

の
活

動
を

中
心

と
す

る
。

※
水

コ
ン

協
提

案
の

検
討

・
取

り
ま

と
め

は
、

上
水

道
委

員
会

・
 下

水
道

委
員  会

・
技

術
・
研

修
・
企

画
委

員
会

の
支

援
・
協

力
を

想
定

し
て

い
る

。

第
2
期

行
動

計
画

（
2
0
1
9
-
20

2
1
）

【
対

活
】

調
達

制
度

等
の

改
善

（
発

注
価

格
・
発

注
方

式
の

改
善

、
改

正
品

確
法

の
主

旨
浸

透
、

適
正

な
工

期
確

保
、

履
行

期
限

の
平

準
化

）
◆

要
望

と
提

案
書

の
検

討
・
作

成
◆

制
度

導
入

状
況

フ
ォ

ロ
ー

ア
ッ

プ
調

査
の

継
続

、
課

題
の

検
討

◆
国

や
事

業
体

等
と

の
意

見
交

換
会

【
上

水
】

◆
国

・
関

係
団

体
と

の
意

見
交

換
会

の
実

施
【
下

水
】

◆
国

・
日

本
下

水
道

事
業

団
と

の
意

見
交

換
会

の
開

催

【
対

活
】

■
要

望
と

提
案

活
動

の
実

施
（
方

法
は

支
部

判
断

）
■

本
部

の
実

施
す

る
フ

ォ
ロ

ー
ア

ッ
プ

調
査

へ
の

協
力

・
支

援
■

今
後

の
本

部
活

動
へ

の
要

望
□

国
や

事
業

体
等

と
の

意
見

交
換

会
【
下

水
】

関
東

支
部

、
関

西
支

部
に

お
け

る
J
S
と

の
実

務
者

協
議

・
制

度
導

入
事

業
体

数
の

経
年

推
移

・
付

属
資

料
の

作
成

・
配

布
・
協

議
合

意
事

項
の

実
施

状
況

を
調

査

1
9
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個
票
番
号
：
カ

1
―
③
―
A
―
2
　
［
対
一
般
］

こ
ど
も
・
市
民
等
へ
の
ア
ピ
ー
ル

委
員
会
名

●
対
活
、
総
務
、
事
務
局

支
部

○

第
3
期
行
動
計
画

（
2
0
2
2
-
2
0
2
4
）

行
動
内
容

【
対
活
】

◆
こ
ど
も
や
市
民
等
へ
の
ア
ピ
ー
ル
」
に
向
け
た
情
報
共
有
、
調
査
、
一

般
向
け
映
像
コ
ン
テ
ン
ツ
作
成
/
リ
ー
フ
レ
ッ
ト
作
成

・
S
N
S
,Y
o
u
T
u
b
e
の
活
用

◆
一
般
向
け
講
演
会
/
見
学
会
の
開
催

◆
下
水
道
展
へ
の
出
展

【
総
務
】

◆
フ
ォ
ト
コ
ン
テ
ス
ト
後
援

・
水
の
写
真
コ
ン
テ
ス
ト
の
後
援

【
事
務
局
】

◆
新
聞
等
の
広
告
掲
載

◆
土
木
の
日
他
土
木
学
会
と
の
共
催

支
部
協
働
内
容

□
出
前
講
座
を
希
望
す
る
小
学
校
/
団
体
等
に
関
す
る
情
報
の
収
集

□
出
前
講
座
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
の
企
画
/
実
施
（
既
に
取
り
組
み
事
例
の
あ

る
支
部
、
又
は
先
行
実
施
し
た
い
支
部
）

■
下
水
道
展
へ
の
出
展
、
運
営

評
価
指
標
・
方
法

・
講
演
会
／
見
学
会
の
実
施
回
数

・
下
水
道
展
ブ
ー
ス
や
講
演
会
等
へ
の
来
場
者
数
(小

学
生
、
一
般
)

備
　
　
　
考

-

・
出
前
講
座
の
実
施
回
数

・
講
演
会
・
見
学
会
の
実
施
回
数

・
下
水
道
展
ブ
ー
ス
や
講
演
会
等
へ
の
来
場
者
数
(小

学
生
、
一
般
)

-

・
下
水
道
展
の
運
営
は
支
部
主
体
で
行
う
が
対
活
小
委
員
会
で
水
コ
ン
協
と

し
て
の
統
一
的
な
企
画
を
行
い
、
支
部
運
営
を
サ
ポ
ー
ト
す
る
（
A
-
1
,2
,3
共

通
）

第
1
期
行
動
計
画

（
2
0
1
6
-
2
0
1
8
）

第
2
期
行
動
計
画

（
2
0
1
9
-
20
2
1
）

[2
0
1
6
年
度
]

◆
本
部
・
支
部
の
取
り
組
み
事
例
の
情
報
共
有

◆
下
水
道
展
20
16
の
所
掌
（H

2
8
.7
　
実
働
は
中
部
支
部
）

[2
0
1
7
年
度
]

◆
本
部
・
支
部
の
取
り
組
み
事
例
の
情
報
共
有

◆
下
水
道
展
20
17
の
所
掌
（H

2
9
.8
　
実
働
は
関
東
支
部
）、

映
像
コ
ン
テ

ン
ツ
制
作
と
提
供

[2
0
1
8
年
度
]

◆
本
部
・
支
部
の
取
り
組
み
事
例
の
情
報
共
有

◆
下
水
道
展
20
19
の
所
掌
（H

3
0
.8
　
実
働
は
九
州
支
部
）

小
学
生
や
市
民
を
対
象
と
し
た
、
上
下
水
道
の
役
割
や
重
要
性
に
つ
い
て

の
わ
か
り
易
い
ア
ピ
ー
ル
を
通
じ
て
、
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
の
存
在
や
業
務
内

容
・
成
果
の
認
知
を
図
る

◆
一
般
向
け
講
演
会
・
見
学
会
の
開
催

・
協
会
H
P
リ
ニ
ュ
ー
ア
ル
に
よ
る
公
開
型
講
習
会
の
周
知

・
市
民
対
象
見
学
会
の
開
催
に
向
け
た
検
討

・
一
般
向
け
リ
ー
フ
レ
ッ
ト
作
成

・
下
水
道
展
へ
の
出
展

◆
情
報
共
有
、
調
査

・
本
部
・
支
部
の
取
り
組
み
事
例
の
情
報
共
有

・
他
団
体
の
取
り
組
み
事
例
の
調
査

・
協
会
内
・
学
校
等
の
ニ
ー
ズ
の
把
握

□
出
前
講
座
を
希
望
す
る
小
学
校
・
団
体
等
に
関
す
る
情
報
の
収
集

□
出
前
講
座
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
の
企
画
・
実
施
（
既
に
取
り
組
み
事
例
の
あ

る
支
部
、
又
は
先
行
実
施
し
た
い
支
部
）

□
出
前
講
座
を
希
望
す
る
小
学
校
・
団
体
等
に
関
す
る
情
報
の
収
集

□
出
前
講
座
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
の
企
画
・
実
施
（
既
に
取
り
組
み
事
例
の
あ
る
支

部
、
又
は
先
行
実
施
し
た
い
支
部
）

■
下
水
道
展
へ
の
出
展
、
運
営

取
り
組
み

主
体

【
行
動
項
目
：
イ
メ
ー
ジ
ア
ッ
プ
活
動
】

体
系
コ
ー
ド
　
［
活
動
類
型
］

到
達

目
標

こ
ど
も
や
市
民
を
対
象
と
し
た
、
上
下
水
道
の
役
割
や
重
要
性
に
つ
い
て
の
わ
か
り
易
い
ア
ピ
ー
ル
を
通
じ
て
、
コ

ン
サ
ル
タ
ン
ト
の
存
在
や
業
務
内
容
・
成
果
の
認
知
を
図
る
。

取
り
組
み
内
容

2
1

個
票
番
号
：
オ

1
―
③
―
A
―
1
　
［
対
一
般
］

学
生
・
学
校
へ
の
働
き
か
け

委
員
会
名

●
対
活
、
総
務

支
部

○

第
3
期
行
動
計
画

（
2
0
2
2
-
2
0
2
4
）

行
動
内
容

◆
学
校
（
大
学
・
高
専
等
）
へ
の
働
き
か
け
に
向
け
た
運
営
要
領
/
学
校
/

学
生
向
け
ツ
ー
ル
の
作
成

・
S
N
S
、
Y
o
u
T
u
b
e
、
Q
R
コ
ー
ド
の
活
用
、
水
コ
ン
各
社
の
好
事
例
の
収

集
/
整
理

◆
下
水
道
展
出
展

◆
支
部
活
動
支
援
、
情
報
共
有

・
学
校
説
明
会
等
へ
の
参
加
に
関
す
る
支
援

・
各
種
イ
ベ
ン
ト
等
の
情
報
提
供
/
共
有

支
部
協
働
内
容

■
学
校
へ
の
ツ
ー
ル
配
布
（
方
法
は
支
部
判
断
）

□
学
校
説
明
会
等
へ
の
参
加

・
学
校
の
就
職
支
援
セ
ン
タ
ー
な
ど
が
開
催
す
る
業
界
セ
ミ
ナ
ー
へ
の
参

加 □
支
部
会
員
企
業
へ
の
情
報
提
供
/
共
有

・
地
域
、
学
校
の
就
職
フ
ェ
ア
情
報
の
収
集
、
提
供
（
本
部
、
支
部
会
員

企
業
）

■
下
水
道
展
へ
の
出
展
、
運
営

評
価
指
標
・
方
法

・
訪
問
学
校
数

・
ツ
ー
ル
の
配
布
学
校
数

・
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
受
入
学
生
数

・
学
生
、
学
校
の
上
下
水
道
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
業
界
に
対
す
る
認
識
、
関

心
度
の
分
析
、
評
価

・
下
水
道
展
ブ
ー
ス
や
講
演
会
等
へ
の
来
場
者
数
(学

生
)

備
　
　
　
考

-

・
訪
問
学
校
数

・
ツ
ー
ル
の
配
布
学
校
数

・
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
受
入
学
生
数

・
出
前
講
座
の
実
施
回
数

・
学
生
、
学
校
の
上
下
水
道
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
業
界
に
対
す
る
認
識
、
関

心
度
の
分
析
、
評
価

・
訪
問
学
校
数

・
ツ
ー
ル
の
配
布
学
校
数

・
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
受
入
学
生
数

・
学
生
、
学
校
の
上
下
水
道
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
業
界
に
対
す
る
認
識
、
関
心
度

の
分
析
、
評
価

・
下
水
道
展
ブ
ー
ス
や
講
演
会
等
へ
の
来
場
者
数
(学

生
)

-

・
下
水
道
展
の
運
営
は
支
部
主
体
で
行
う
が
対
活
小
委
員
会
で
水
コ
ン
協
と

し
て
の
統
一
的
な
企
画
を
行
い
、
支
部
運
営
を
サ
ポ
ー
ト
す
る
（
A
-
1
,2
,3
共

通
）

第
1
期
行
動
計
画

（
2
0
1
6
-
2
0
1
8
）

第
2
期
行
動
計
画

（
2
0
1
9
-
20
2
1
）

[2
0
1
6
年
度
]

◆
「
人
材
確
保
リ
ー
フ
レ
ッ
ト
」
の
作
成
と
協
会
H
P
掲
載

リ
ー
フ
レ
ッ
ト
等
の
ツ
ー
ル
を
本
部
で
準
備
し
、
H
2
8
.1
1
に
支
部
へ
学
校

へ
の
働
き
か
け
を
依
頼
。
併
せ
て
、
会
員
各
社
の
募
集
活
動
に
利
活
用

し
て
い
た
だ
く
リ
ー
フ
レ
ッ
ト
も
配
布
を
完
了

[2
0
1
7
年
度
以
降
]

◆
「
人
材
確
保
リ
ー
フ
レ
ッ
ト
」
の
改
訂
と
協
会
H
P
掲
載

◆
下
水
道
展
20
17
で
の
活
用
も
視
野
に
、
映
像
コ
ン
テ
ン
ツ
の
制
作
と
協

会
H
P
掲
載

◆
上
記
ツ
ー
ル
類
を
本
部
で
準
備
し
、
H
2
9
.1
0
に
支
部
へ
学
校
へ
の
働

き
か
け
を
依
頼
。
併
せ
て
、
会
員
各
社
の
募
集
活
動
に
利
活
用
し
て
い
た

だ
く
リ
ー
フ
レ
ッ
ト
版
の
配
布
を
完
了

◆
支
部
学
校
訪
問
活
動
の
実
施
状
況
調
査
の
実
施
（
H
3
0
.3
）

◆
学
校
・
学
生
向
け
ツ
ー
ル
の
作
成
・
更
新

・
水
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
の
魅
力
紹
介
リ
ー
フ
レ
ッ
ト
・
映
像
・
ポ
ス
タ
ー
の
作
成
・

更
新

・
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
受
入
会
員
企
業
の
紹
介
リ
ー
フ
レ
ッ
ト
の
作
成
・
更
新

・
協
会
H
P
リ
ニ
ュ
ー
ア
ル
（
水
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
業
務
紹
介
）

◆
支
部
活
動
支
援
、
情
報
共
有

・
学
校
説
明
会
等
へ
の
参
加
に
関
す
る
支
援

・
各
種
イ
ベ
ン
ト
等
の
情
報
提
供
・
共
有

・
下
水
道
展
へ
の
出
展

■
学
校
へ
の
ツ
ー
ル
配
布
（
方
法
は
支
部
判
断
）

□
学
校
説
明
会
等
へ
の
参
加

・
学
校
の
就
職
支
援
セ
ン
タ
ー
な
ど
が
開
催
す
る
業
界
セ
ミ
ナ
ー
へ
の
参

加 □
支
部
会
員
企
業
へ
の
情
報
提
供
・
共
有

・
地
域
、
学
校
の
就
職
フ
ェ
ア
情
報
の
収
集
、
提
供
（
本
部
、
支
部
会
員
企

業
）

■
学
校
へ
の
ツ
ー
ル
配
布
（
方
法
は
支
部
判
断
）

□
学
校
説
明
会
等
へ
の
参
加

・
学
校
の
就
職
支
援
セ
ン
タ
ー
な
ど
が
開
催
す
る
業
界
セ
ミ
ナ
ー
へ
の
参
加

□
支
部
会
員
企
業
へ
の
情
報
提
供
・
共
有

・
地
域
、
学
校
の
就
職
フ
ェ
ア
情
報
の
収
集
、
提
供
（
本
部
、
支
部
会
員
企

業
）

■
下
水
道
展
へ
の
出
展
、
運
営

取
り
組
み

主
体

【
行
動
項
目
：
イ
メ
ー
ジ
ア
ッ
プ
活
動
】

体
系
コ
ー
ド
　
［
活
動
類
型
］

到
達

目
標

就
職
活
動
す
る
学
生
を
対
象
と
し
た
、
水
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
の
職
務
内
容
と
魅
力
の
ア
ピ
ー
ル
に
よ
る
水
コ
ン
協
及

び
会
員
企
業
の
イ
メ
ー
ジ
ア
ッ
プ
の
達
成
を
図
る
。

取
り
組
み
内
容

2
0

20



個
票
番
号
：
カ

1
―
③
―
A
―
2
　
［
対
一
般
］

こ
ど
も
・
市
民
等
へ
の
ア
ピ
ー
ル

委
員
会
名

●
対
活
、
総
務
、
事
務
局

支
部

○

第
3
期
行
動
計
画

（
2
0
2
2
-
2
0
2
4
）

行
動
内
容

【
対
活
】

◆
こ
ど
も
や
市
民
等
へ
の
ア
ピ
ー
ル
」
に
向
け
た
情
報
共
有
、
調
査
、
一

般
向
け
映
像
コ
ン
テ
ン
ツ
作
成
/
リ
ー
フ
レ
ッ
ト
作
成

・
S
N
S
,Y
o
u
T
u
b
e
の
活
用

◆
一
般
向
け
講
演
会
/
見
学
会
の
開
催

◆
下
水
道
展
へ
の
出
展

【
総
務
】

◆
フ
ォ
ト
コ
ン
テ
ス
ト
後
援

・
水
の
写
真
コ
ン
テ
ス
ト
の
後
援

【
事
務
局
】

◆
新
聞
等
の
広
告
掲
載

◆
土
木
の
日
他
土
木
学
会
と
の
共
催

支
部
協
働
内
容

□
出
前
講
座
を
希
望
す
る
小
学
校
/
団
体
等
に
関
す
る
情
報
の
収
集

□
出
前
講
座
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
の
企
画
/
実
施
（
既
に
取
り
組
み
事
例
の
あ

る
支
部
、
又
は
先
行
実
施
し
た
い
支
部
）

■
下
水
道
展
へ
の
出
展
、
運
営

評
価
指
標
・
方
法

・
講
演
会
／
見
学
会
の
実
施
回
数

・
下
水
道
展
ブ
ー
ス
や
講
演
会
等
へ
の
来
場
者
数
(小

学
生
、
一
般
)

備
　
　
　
考

-

・
出
前
講
座
の
実
施
回
数

・
講
演
会
・
見
学
会
の
実
施
回
数

・
下
水
道
展
ブ
ー
ス
や
講
演
会
等
へ
の
来
場
者
数
(小

学
生
、
一
般
)

-

・
下
水
道
展
の
運
営
は
支
部
主
体
で
行
う
が
対
活
小
委
員
会
で
水
コ
ン
協
と

し
て
の
統
一
的
な
企
画
を
行
い
、
支
部
運
営
を
サ
ポ
ー
ト
す
る
（
A
-
1
,2
,3
共

通
）

第
1
期
行
動
計
画

（
2
0
1
6
-
2
0
1
8
）

第
2
期
行
動
計
画

（
2
0
1
9
-
20
2
1
）

[2
0
1
6
年
度
]

◆
本
部
・
支
部
の
取
り
組
み
事
例
の
情
報
共
有

◆
下
水
道
展
20
16
の
所
掌
（H

2
8
.7
　
実
働
は
中
部
支
部
）

[2
0
1
7
年
度
]

◆
本
部
・
支
部
の
取
り
組
み
事
例
の
情
報
共
有

◆
下
水
道
展
20
17
の
所
掌
（H

2
9
.8
　
実
働
は
関
東
支
部
）、

映
像
コ
ン
テ

ン
ツ
制
作
と
提
供

[2
0
1
8
年
度
]

◆
本
部
・
支
部
の
取
り
組
み
事
例
の
情
報
共
有

◆
下
水
道
展
20
19
の
所
掌
（H

3
0
.8
　
実
働
は
九
州
支
部
）

小
学
生
や
市
民
を
対
象
と
し
た
、
上
下
水
道
の
役
割
や
重
要
性
に
つ
い
て

の
わ
か
り
易
い
ア
ピ
ー
ル
を
通
じ
て
、
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
の
存
在
や
業
務
内

容
・
成
果
の
認
知
を
図
る

◆
一
般
向
け
講
演
会
・
見
学
会
の
開
催

・
協
会
H
P
リ
ニ
ュ
ー
ア
ル
に
よ
る
公
開
型
講
習
会
の
周
知

・
市
民
対
象
見
学
会
の
開
催
に
向
け
た
検
討

・
一
般
向
け
リ
ー
フ
レ
ッ
ト
作
成

・
下
水
道
展
へ
の
出
展

◆
情
報
共
有
、
調
査

・
本
部
・
支
部
の
取
り
組
み
事
例
の
情
報
共
有

・
他
団
体
の
取
り
組
み
事
例
の
調
査

・
協
会
内
・
学
校
等
の
ニ
ー
ズ
の
把
握

□
出
前
講
座
を
希
望
す
る
小
学
校
・
団
体
等
に
関
す
る
情
報
の
収
集

□
出
前
講
座
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
の
企
画
・
実
施
（
既
に
取
り
組
み
事
例
の
あ

る
支
部
、
又
は
先
行
実
施
し
た
い
支
部
）

□
出
前
講
座
を
希
望
す
る
小
学
校
・
団
体
等
に
関
す
る
情
報
の
収
集

□
出
前
講
座
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
の
企
画
・
実
施
（
既
に
取
り
組
み
事
例
の
あ
る
支

部
、
又
は
先
行
実
施
し
た
い
支
部
）

■
下
水
道
展
へ
の
出
展
、
運
営

取
り
組
み

主
体

【
行
動
項
目
：
イ
メ
ー
ジ
ア
ッ
プ
活
動
】

体
系
コ
ー
ド
　
［
活
動
類
型
］

到
達

目
標

こ
ど
も
や
市
民
を
対
象
と
し
た
、
上
下
水
道
の
役
割
や
重
要
性
に
つ
い
て
の
わ
か
り
易
い
ア
ピ
ー
ル
を
通
じ
て
、
コ

ン
サ
ル
タ
ン
ト
の
存
在
や
業
務
内
容
・
成
果
の
認
知
を
図
る
。

取
り
組
み
内
容

2
1

21



個
票
番
号
：
ク

2
―
①
―
A
―
1
　
［
対
会
員
］

新
技
術
に
関
連
す
る
マ
ニ
ュ
ア
ル
整
備

委
員
会
名

●
技
研
、
上
水
、
下
水

支
部

-

第
3
期
行
動
計
画

（
2
0
2
2
-
2
0
2
4
）

行
動
内
容

【
技
研
】

◆
耐
震
対
策
に
関
す
る
受
託
調
査
の
実
施

・「
下
水
道
施
設
の
耐
震
対
策
指
針
と
解
説
20
14
年
版
」の

改
定
編
集

業
務

◆
技
術
マ
ニ
ュ
ア
ル
類
に
関
す
る
情
報
整
理

・
各
機
関
に
お
い
て
発
行
/
検
討
さ
れ
て
い
る
マ
ニ
ュ
ア
ル
類
、
当
協
会

で
作
業
受
託
し
て
い
る
マ
ニ
ュ
ア
ル
類
等
の
技
術
情
報
を
収
集

・
当
協
会
に
お
い
て
作
成
す
る
こ
と
が
有
益
な
マ
ニ
ュ
ア
ル
類
に
つ
い
て

検
討

【
下
水
】

◆
し
尿
等
下
水
道
投
入
計
画
の
マ
ニ
ュ
ア
ル
作
成
検
討

◆
重
点
施
工
管
理
業
務
委
託
要
領
改
訂

・
下
水
道
施
設
（
ポ
ン
プ
場
/
終
末
処
理
場
）
重
点
施
工
管
理
業
務
委
託

要
領
（
案
）
改
訂

・
下
水
道
施
設
（
管
き
ょ
）
重
点
施
工
監
理
業
務
委
託
要
領
（
案
）
改
訂

支
部
協
働
内
容

－

評
価
指
標
・
方
法

・
受
託
調
査
物
件
数

・
技
術
マ
ニ
ュ
ア
ル
、
委
託
要
領
等
の
整
備
数

備
　
　
　
考

－

・検
討
結
果
を
文
書
化
す
る
。
（1
6～

17
年
度
）

⇒
受
託
業
務
成
果
一
覧
表

・
技
術
報
告
集
　
に
つ
い
て
は
掲
載
数

⇒
2
0
1
6
年
1
5
、
2
0
1
7
年
1
4
、
2
0
1
8
年
1
4

・
マ
ニ
ュ
ア
ル
の
整
備
状
況
等

⇒
独
自
マ
ニ
ュ
ア
ル
3
件
、
手
引
き
（
事
業
支
援
小
委
員
会
）
１
件
、
受
託

等
2
件

・
技
術
報
告
集
　
に
つ
い
て
は
掲
載
数

・
マ
ニ
ュ
ア
ル
類
の
整
備
状
況
等

耐
震
対
策
小
委
員
会
関
連
技
術
等
も
含
む
。

耐
震
対
策
小
委
員
会
関
連
技
術
等
も
含
む
。

第
1
期
行
動
計
画

（
2
0
1
6
-
2
0
1
8
）

第
2
期
行
動
計
画

（
2
0
1
9
-
20
2
1
）

[2
0
1
6
年
度
]

◆
水
コ
ン
協
『ビ

ジ
ョ
ン
2
0
1
5
-
2
0
2
5
』
の
た
め
の
ス
キ
ル
の
分
析
、
水
コ

ン
協
が
取
り
組
む
べ
き
マ
ニ
ュ
ア
ル
、
そ
の
作
成
体
制
（
水
コ
ン
協
独
自
、

国
交
省
や
（
公
社
）
日
本
下
水
道
協
会
の
受
託
業
務
）
な
ど
の
整
理
　
技

術
関
連
の
他
、
特
に
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
（
Q
M
S
,E
M
S
,IS

M
S
,R
M
S
,A
M
S
,等

）
の
知
見
の
整
理
含
む

[2
0
1
7
年
度
]

◆
「
雨
水
管
理
総
合
計
画
策
定
マ
ニ
ュ
ア
ル
（
仮
称
）
」
作
成

◆
「災

害
支
援
マ
ニ
ュ
ア
ル
20
15
」改

訂
版
作
成

◆
既
存
マ
ニ
ュ
ア
ル
の
活
用
状
況
、
今
後
の
要
望
に
つ
い
て
ア
ン
ケ
ー
ト

[2
0
1
8
年
度
]

◆
「
雨
水
管
理
総
合
計
画
策
定
マ
ニ
ュ
ア
ル
（
仮
称
）
」
作
成
継
続

◆
下
水
道
施
設
計
画
・
設
計
指
針
改
定
(下

水
協
か
ら
受
託
）

◆
国
交
省
B
IM
/
C
IM
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
作
成
に
参
加

◆
技
術
マ
ニ
ュ
ア
ル
類
に
関
連
す
る
受
託
調
査
物
件
の
選
択
と
整
理

◆
技
術
報
告
集
の
発
行
継
続

◆
事
業
体
の
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
・
技
術
の
支
援
に
役
立
つ
マ
ニ
ュ
ア
ル
類
の
整

備

-
-

取
り
組
み

主
体

【
行

動
項

目
：
新

技
術

の
開

発
】

体
系
コ
ー
ド
　
［
活
動
類
型
］

到
達

目
標

コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
の
基
礎
で
あ
る
技
術
力
・
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
力
・
説
明
力
の
向
上
を
目
指
す
。

取
り
組
み
内
容

2
3

個
票

番
号

：
キ

1
―

③
―

Ａ
―

3
　

［
対

一
般

］

業
務

成
果

の
ア

ピ
－

ル

委
員

会
名

●
技

研
、

対
活

、
上

水
、

下
水

、
水

坤

支
部

〇

第
3
期

行
動

計
画

（
2
0
2
2
-
2
0
2
4
）

【
技

研
】

◆
技

術
報

告
集

の
毎

年
発

行
・
会

員
会

社
か

ら
の

論
文

の
募

集
、

査
読

、
編

集
、

ホ
ー

ム
ペ

ー
ジ

掲
載

◆
業

務
成

果
の

ア
ピ

ー
ル

・
「
業

務
成

果
の

概
要

」
と

し
て

一
般

向
け

及
び

会
員

向
け

に
、

各
年

度
の

協
会

業
務

成
果

の
概

要
を

ま
と

め
、

ホ
ー

ム
ペ

ー
ジ

に
公

表
◆

技
術

研
究

発
表

会
の

開
催

・
前

年
度

の
水

コ
ン

協
技

術
報

告
集

の
各

論
文

に
つ

い
て

発
表

会
を

開
催

、
最

優
秀

・
優

秀
発

表
賞

を
選

定
/
表

彰
◆

有
効

賞
の

選
定

・
会

員
会

社
の

所
属

職
員

が
発

表
し

た
論

文
か

ら
、

本
協

会
の

発
展

の
た

め
有

益
な

も
の

を
有

効
賞

と
し

て
募

集
/
選

定
/
表

彰
◆

下
水

道
展

用
等

リ
ー

フ
レ

ッ
ト

「
技

術
活

動
の

紹
介

」
の

作
成

【
対

活
】

◆
年

度
活

動
内

容
リ

ー
フ

レ
ッ

ト
の

更
新

◆
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
に

よ
る

情
報

発
信

・
水

コ
ン

協
活

動
の

情
報

発
信

※
リ

ク
ル

ー
ト

活
動

施
策

の
進

捗
踏

ま
え

、
ツ

ー
ル

の
さ

ら
な

る
充

実
も

視
野

に
検

討
◆

産
学

共
同

研
究

・
産

学
の

共
同

研
究

な
ど

を
通

じ
た

社
会

貢
献

、
コ

ン
サ

ル
タ

ン
ト

の
プ

レ
ゼ

ン
ス

向
上

◆
下

水
道

展
へ

の
出

展
◆

社
会

貢
献

活
動

支
援

・
支

部
活

動
の

実
績

把
握

と
情

報
共

有

【
上

水
/
下

水
】

◆
水

コ
ン

サ
ル

タ
ン

ト
の

活
用

P
R

活
動

【
水

坤
】

◆
「
水

坤
」
の

企
画

、
依

頼
、

発
刊

・
水

コ
ン

協
広

報
誌

「
水

坤
」
（
年

2
回

発
刊

）
の

内
容

企
画

・
原

稿
執

筆
等

の
依

頼
/
発

刊

支
部

協
働

内
容

■
下

水
道

展
へ

の
出

展
、

運
営

評
価

指
標

・
方

法

・
各

成
果

に
係

る
活

動
の

実
施

状
況

検
証

（
成

果
概

要
一

覧
表

 毎
年

更
新

）
・
有

効
賞

の
応

募
件

数
な

ど
・
ホ

ー
ム

ペ
－

ジ
以

外
の

ア
ピ

－
ル

手
段

の
展

開
数

・
下

水
道

展
ブ

ー
ス

や
講

演
会

等
へ

の
来

場
者

数
(学

生
、

自
治

体
そ

の
他

)

備
　

　
　

考
-

・
検

討
結

果
を

文
書

化
す

る
。

（
1
6
,1

7
年

度
）

・
技

術
研

究
発

表
会

の
開

催
の

有
無

・
開

催
の

回
数

・
講

習
内

容
の

評
価

（
ア

ン
ケ

ー
ト

な
ど

に
よ

る
）
。

講
師

の
派

遣
回

数
・
人

数
等

・
有

効
賞

・
新

技
術

奨
励

賞
の

応
募

件
数

な
ど

・
各

成
果

に
係

る
活

動
の

実
施

状
況

検
証

（
成

果
概

要
一

覧
表

 毎
年

更
新

）
・
有

効
賞

、
新

技
術

奨
励

賞
の

応
募

件
数

な
ど

・
ホ

ー
ム

ペ
－

ジ
以

外
の

ア
ピ

－
ル

手
段

の
展

開
数

・
下

水
道

展
ブ

ー
ス

や
講

演
会

等
へ

の
来

場
者

数
(学

生
、

自
治

体
そ

の
他

)

主
な

タ
ー

ゲ
ッ

ト
：
公

共
団

体
向

け
、

学
生

・
一

般
向

け
も

視
野

に
主

な
タ

ー
ゲ

ッ
ト

：
公

共
団

体
向

け
、

学
生

・
一

般
向

け
も

視
野

に
下

水
道

展
の

運
営

は
支

部
主

体
で

行
う

が
対

活
小

委
員

会
で

水
コ

ン
協

と
し

て
の

統
一

的
な

企
画

を
行

い
、

支
部

運
営

を
サ

ポ
ー

ト
す

る
（
A

-
1
,2

,3
共

通
）

第
1
期

行
動

計
画

（
2
0
1
6
-
2
0
1
8
）

第
2
期

行
動

計
画

（
2
0
1
9
-
2
0
2
1
）

［
2
0
1
6
～

2
0
1
7
年

度
］
準

備
◆

業
務

成
果

と
し

て
ど

の
よ

う
な

も
の

を
ど

の
よ

う
に

し
た

ら
よ

い
か

考
え

方
の

整
理

（
ア

ピ
ー

ル
内

容
・
方

法
の

整
理

）
検

討
候

補
例

：
 ・

H
P

活
用

の
強

化
 ・

下
水

道
展

で
の

水
コ

ン
業

務
・
関

連
成

果
の

ア
ピ

ー
ル

強
化

［
2
0
1
6
年

度
以

降
、

第
2
・
3
期

も
継

続
］

今
ま

で
継

続
し

て
行

な
っ

て
来

た
行

動
は

今
後

も
基

本
的

に
継

続
◆

技
術

報
告

集
の

毎
年

発
刊

・
技

術
研

究
発

表
会

の
毎

年
開

催
◆

受
託

調
査

研
究

物
件

や
水

コ
ン

作
成

マ
ニ

ュ
ア

ル
の

（
本

部
提

案
型

）
講

習
会

の
開

催
（
講

師
に

派
遣

含
む

）
◆

有
効

賞
・
新

技
術

奨
励

賞
へ

の
技

術
・
研

修
委

員
会

か
ら

の
推

薦
継

続
［
2
0
1
7
年

度
以

降
、

第
2
・
3
期

も
継

続
】

◆
ア

ピ
ー

ル
の

基
本

的
考

え
方

の
実

行
（
で

き
る

と
こ

ろ
か

ら
）

[2
0
1
9
年

度
以

降
、

第
3
期

も
継

続
（
改

善
・
運

用
）
]

◆
今

ま
で

継
続

し
て

行
っ

て
き

た
行

動
は

今
後

も
継

続
す

る
◆

第
1
期

で
ま

と
め

ら
れ

た
活

動
方

針
を

継
承

し
、

改
善

／
運

用
を

図
っ

て
い

く ・
H

P
活

用
の

強
化

 【
”
活

動
成

果
”
に

係
る

既
存

項
目

：
「
技

術
研

究
発

表
会

・
技

術
座

談
会

・
技

術
研

修
会

・
有

効
賞

・
新

し
い

技
術

へ
の

取
組

み
」
の

充
実

を
図

る
。

業
務

成
果

の
全

体
像

と
し

て
本

部
、

支
部

の
「
業

務
成

果
の

概
要

」
の

索
引

ペ
ー

ジ
を

追
加

し
、

そ
の

下
層

に
一

般
用

と
会

員
用

に
各

成
果

概
要

一
覧

表
pd

f版
を

公
開

し
、

毎
年

度
更

新
す

る
。

】
・
下

水
道

展
へ

の
出

展
・
Ｈ

Ｐ
活

用
の

他
に

、
下

水
道

展
等

の
協

会
イ

ベ
ン

ト
、

他
施

策
関

連
活

動
を

利
 用

し
た

ア
ピ

－
ル

手
段

に
つ

い
て

検
討

し
、

運
用

を
図

る
（
継

続
検

討
）

-
■

下
水

道
展

へ
の

出
展

、
運

営

行
動

内
容

取
り

組
み

主
体

【
行

動
項

目
：
イ

メ
ー

ジ
ア

ッ
プ

活
動

】

体
系

コ
ー

ド
　

［
活

動
類

型
］

到
達

目
標

コ
ン

サ
ル

タ
ン

ト
が

魅
力

あ
る

研
究

や
技

術
成

果
を

作
成

し
て

い
る

こ
と

を
ア

ピ
ー

ル
す

る
。

取
り

組
み

内
容

2
2

22



個
票
番
号
：
ク

2
―
①
―
A
―
1
　
［
対
会
員
］

新
技
術
に
関
連
す
る
マ
ニ
ュ
ア
ル
整
備

委
員
会
名

●
技
研
、
上
水
、
下
水

支
部

-

第
3
期
行
動
計
画

（
2
0
2
2
-
2
0
2
4
）

行
動
内
容

【
技
研
】

◆
耐
震
対
策
に
関
す
る
受
託
調
査
の
実
施

・「
下
水
道
施
設
の
耐
震
対
策
指
針
と
解
説
20
14
年
版
」の

改
定
編
集

業
務

◆
技
術
マ
ニ
ュ
ア
ル
類
に
関
す
る
情
報
整
理

・
各
機
関
に
お
い
て
発
行
/
検
討
さ
れ
て
い
る
マ
ニ
ュ
ア
ル
類
、
当
協
会

で
作
業
受
託
し
て
い
る
マ
ニ
ュ
ア
ル
類
等
の
技
術
情
報
を
収
集

・
当
協
会
に
お
い
て
作
成
す
る
こ
と
が
有
益
な
マ
ニ
ュ
ア
ル
類
に
つ
い
て

検
討

【
下
水
】

◆
し
尿
等
下
水
道
投
入
計
画
の
マ
ニ
ュ
ア
ル
作
成
検
討

◆
重
点
施
工
管
理
業
務
委
託
要
領
改
訂

・
下
水
道
施
設
（
ポ
ン
プ
場
/
終
末
処
理
場
）
重
点
施
工
管
理
業
務
委
託

要
領
（
案
）
改
訂

・
下
水
道
施
設
（
管
き
ょ
）
重
点
施
工
監
理
業
務
委
託
要
領
（
案
）
改
訂

支
部
協
働
内
容

－

評
価
指
標
・
方
法

・
受
託
調
査
物
件
数

・
技
術
マ
ニ
ュ
ア
ル
、
委
託
要
領
等
の
整
備
数

備
　
　
　
考

－

・検
討
結
果
を
文
書
化
す
る
。
（1
6～

17
年
度
）

⇒
受
託
業
務
成
果
一
覧
表

・
技
術
報
告
集
　
に
つ
い
て
は
掲
載
数

⇒
2
0
1
6
年
1
5
、
2
0
1
7
年
1
4
、
2
0
1
8
年
1
4

・
マ
ニ
ュ
ア
ル
の
整
備
状
況
等

⇒
独
自
マ
ニ
ュ
ア
ル
3
件
、
手
引
き
（
事
業
支
援
小
委
員
会
）
１
件
、
受
託

等
2
件

・
技
術
報
告
集
　
に
つ
い
て
は
掲
載
数

・
マ
ニ
ュ
ア
ル
類
の
整
備
状
況
等

耐
震
対
策
小
委
員
会
関
連
技
術
等
も
含
む
。

耐
震
対
策
小
委
員
会
関
連
技
術
等
も
含
む
。

第
1
期
行
動
計
画

（
2
0
1
6
-
2
0
1
8
）

第
2
期
行
動
計
画

（
2
0
1
9
-
20
2
1
）

[2
0
1
6
年
度
]

◆
水
コ
ン
協
『ビ

ジ
ョ
ン
2
0
1
5
-
2
0
2
5
』
の
た
め
の
ス
キ
ル
の
分
析
、
水
コ

ン
協
が
取
り
組
む
べ
き
マ
ニ
ュ
ア
ル
、
そ
の
作
成
体
制
（
水
コ
ン
協
独
自
、

国
交
省
や
（
公
社
）
日
本
下
水
道
協
会
の
受
託
業
務
）
な
ど
の
整
理
　
技

術
関
連
の
他
、
特
に
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
（
Q
M
S
,E
M
S
,IS

M
S
,R
M
S
,A
M
S
,等

）
の
知
見
の
整
理
含
む

[2
0
1
7
年
度
]

◆
「
雨
水
管
理
総
合
計
画
策
定
マ
ニ
ュ
ア
ル
（
仮
称
）
」
作
成

◆
「災

害
支
援
マ
ニ
ュ
ア
ル
20
15
」改

訂
版
作
成

◆
既
存
マ
ニ
ュ
ア
ル
の
活
用
状
況
、
今
後
の
要
望
に
つ
い
て
ア
ン
ケ
ー
ト

[2
0
1
8
年
度
]

◆
「
雨
水
管
理
総
合
計
画
策
定
マ
ニ
ュ
ア
ル
（
仮
称
）
」
作
成
継
続

◆
下
水
道
施
設
計
画
・
設
計
指
針
改
定
(下

水
協
か
ら
受
託
）

◆
国
交
省
B
IM
/
C
IM
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
作
成
に
参
加

◆
技
術
マ
ニ
ュ
ア
ル
類
に
関
連
す
る
受
託
調
査
物
件
の
選
択
と
整
理

◆
技
術
報
告
集
の
発
行
継
続

◆
事
業
体
の
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
・
技
術
の
支
援
に
役
立
つ
マ
ニ
ュ
ア
ル
類
の
整

備

-
-

取
り
組
み

主
体

【
行

動
項

目
：
新

技
術

の
開

発
】

体
系
コ
ー
ド
　
［
活
動
類
型
］

到
達

目
標

コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
の
基
礎
で
あ
る
技
術
力
・
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
力
・
説
明
力
の
向
上
を
目
指
す
。

取
り
組
み
内
容

2
3
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個
票

番
号

：
サ

2
―

②
―

A
―

1
　

［
対

会
員

］

研
修

委
員

会
名

●
技

研
、

上
水

、
下

水
、

C
P

D

支
部

○

第
3
期

行
動

計
画

（
2
0
2
2
-
2
0
2
4
）

行
動

内
容

【
技

研
】

◆
主

要
機

関
発

行
物

の
検

索
案

内
・
主

要
機

関
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
か

ら
発

行
物

に
係

る
検

索
案

内
資

料
を

、
毎

年
度

点
検

・
更

新
し

、
水

コ
ン

協
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
に

掲
載

◆
本

部
提

案
型

講
習

会
の

企
画

/
開

催
・
テ

ー
マ

募
集

、
講

師
選

定
、

支
部

に
講

師
派

遣
支

援
ま

た
は

オ
ン

ラ
イ

ン
講

習
会

実
施

【
上

水
/
下

水
】

◆
各

事
業

体
等

へ
の

講
師

派
遣

・
各

事
業

体
等

の
依

頼
に

応
じ

て
随

時
派

遣
【
C

P
D

】
◆

会
員

企
業

内
で

は
対

処
し

き
れ

な
い

広
い

範
囲

の
教

育
内

容
や

自
由

時
間

の
制

約
が

大
き

い
技

術
者

個
人

に
効

果
的

な
能

力
開

発
の

機
会

を
提

供
し

会
員

の
継

続
研

鑽
活

動
を

支
援

す
る

。
◆

C
P

D
制

度
の

運
営

/
広

報
・
プ

ロ
グ

ラ
ム

の
審

査
、

承
認

・
C

P
D

記
録

証
明

の
審

査
、

承
認

、
証

明
書

発
行

、
記

録
の

監
査

・
建

設
系

C
P

D
協

議
会

/
C

P
D

活
動

関
係

学
会

連
絡

協
議

会
参

加

支
部

協
働

内
容

■
研

修
実

施

評
価

指
標

・
方

法

・
主

要
機

関
発

行
物

の
検

索
案

内
の

点
検

/
更

新
の

有
無

・
本

部
提

案
型

講
習

会
の

開
催

数
・
各

事
業

体
等

へ
の

派
遣

講
師

数
・
C

P
D

証
明

件
数

、
関

連
協

議
会

へ
の

参
加

有
無

備
　

　
　

考
－

・
本

部
提

案
型

講
習

会
に

派
遣

し
た

講
師

の
人

数
⇒

2
0
1
6
年

度
1
8
人

、
2
0
1
7
年

度
1
7
人

、
2
0
1
8
年

度
2
0
人

・
技

術
研

究
発

表
会

の
開

催
と

ア
ン

ケ
ー

ト
調

査
の

解
析

⇒
毎

年
度

実
施

、
ア

ン
ケ

ー
ト

調
査

実
施

・
各

種
講

習
会

の
ア

ン
ケ

ー
ト

調
査

に
よ

る
評

価
⇒

毎
年

度
実

施
、

ア
ン

ケ
ー

ト
調

査
実

施
・
C

P
D

件
数

等
⇒

C
P

D
プ

ロ
グ

ラ
ム

認
定

件
数

（2
01

6年
度

51
件

、
20

17
年

度
51

件
、

2
0
1
8
年

度
4
8
件

）
、

C
P

D
記

録
証

明
件

数
（2

01
6～

20
18

年
度

0件
）

・
本

部
提

案
型

講
習

会
に

派
遣

し
た

講
師

の
人

数
・
技

術
研

究
発

表
会

の
開

催
と

ア
ン

ケ
ー

ト
調

査
の

解
析

・
各

種
講

習
会

の
ア

ン
ケ

ー
ト

調
査

に
よ

る
評

価
・
C

P
D

証
明

件
数

等

-
【
今

後
の

課
題

】
講

習
会

等
発

表
者

の
資

料
作

成
に

お
け

る
負

担
軽

減

第
1
期

行
動

計
画

（
2
0
1
6
-
2
0
1
8
）

第
2
期

行
動

計
画

（
2
0
1
9
-
20

2
1
）

［
2
0
1
6
年

度
以

降
継

続
］

◆
本

部
提

案
型

講
習

会
へ

の
講

師
の

派
遣

◆
技

術
研

究
発

表
会

の
開

催
継

続
◆

主
要

機
関

発
行

物
リ

ス
ト

の
整

理
◆

適
宜

、
技

術
研

修
会

（
セ

ミ
ナ

ー
、

パ
ネ

ル
デ

ィ
ス

カ
ッ

シ
ョ

ン
等

）
を

開
催 ◆

C
P

D
制

度
の

普
及

及
び

利
用

の
促

進
◆

技
術

報
告

集
論

文
の

募
集

・
査

読
・
発

行

◆
本

部
提

案
型

講
習

会
へ

の
講

師
の

派
遣

◆
技

術
研

究
発

表
会

の
開

催
継

続
◆

主
要

機
関

発
行

物
 検

索
案

内
を

協
会

H
P

に
掲

載
◆

適
宜

、
技

術
研

修
会

等
を

開
催

◆
C

P
D

制
度

の
普

及
及

び
利

用
の

促
進

（
講

習
会

等
の

開
催

時
に

パ
ワ

ー
ポ

イ
ン

ト
に

よ
る

ア
ナ

ウ
ン

ス
）
（
※

他
の

C
P

D
登

録
団

体
と

の
連

携
が

必
要

）

■
研

修
実

施
■

研
修

実
施

取
り

組
み

主
体

【
行

動
項

目
：
研

修
・
講

習
会

の
開

催
】

体
系

コ
ー

ド
　

［
活

動
類

型
］

到
達

目
標

コ
ン

サ
ル

タ
ン

ト
の

基
礎

で
あ

る
技

術
力

・
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
力

・
説

明
力

の
向

上
を

目
指

す
。

地
域

の
ニ

ー
ズ

に
即

し
た

研
修

を
実

施
す

る
。

取
り

組
み

内
容

2
5

個
票
番
号
：
ケ

2
―
①
―
A
―
2
　
［
対
会
員
・
対
業
界
］

新
た
な
技
術
動
向
に
対
応
す
る
た
め
の
異
業
種
・
事
業

体
と
の
情
報
交
換
、
D
X
の
推
進
、
導
入
普
及
支
援

委
員
会
名

●
技
研
、
上
水
、
下
水

支
部

-

第
3
期
行
動
計
画

（
2
0
2
2
-
2
0
2
4
）

行
動
内
容

【
技
研
】

◆
技
術
座
談
会
の
企
画
/
開
催

・
水
道
技
術
座
談
会
、
下
水
道
技
術
座
談
会
を
年
度
ご
と
交
互
に
開

催
、
記
録
整
理
、
業
界
雑
誌
掲
載
、
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
掲
載

◆
技
術
研
修
会
の
企
画
/
開
催

・
各
年
度
テ
ー
マ
検
討
、
講
師
選
定
、
開
催
、
記
録
を
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
等

に
掲
載

◆
C
o
m
m
o
n
M
P
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
へ
の
参
加

・
C
o
m
m
o
n
M
P
（
水
理
水
文
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
の
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
）
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
推
進
委
員
会
/
幹
事
会
（
国
土
交
通
省
河
川
部
局
主
催
）
に

参
加
し
動
向
を
把
握

◆
国
/
事
業
体
/
異
業
種
等
の
技
術
開
発
状
況
等
の
把
握
/
紹
介

・
異
業
種
/
事
業
体
と
の
情
報
交
換

・
異
業
種
と
の
共
同
開
発
情
報
の
収
集

・
国
土
交
通
省
「
下
水
道
技
術
開
発
会
議
」
へ
の
参
加

◆
新
技
術
奨
励
賞
の
選
定
/
紹
介

・
本
協
会
の
発
展
に
有
益
な
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
技
術
の
改
善
、
提
案
及

び
導
入
等
を
行
っ
た
者
を
新
技
術
奨
励
賞
と
し
て
募
集
/
選
定
/
表
彰

・
新
技
術
奨
励
賞
受
賞
技
術
に
つ
い
て
内
容
・
活
用
状
況
を
整
理
、
ホ
ー

ム
ペ
ー
ジ
掲
載

【
上
水
/
下
水
】

◆
D
X
、
B
IM
/
C
IM
の
円
滑
な
導
入
と
普
及

・
関
係
機
関
と
の
意
見
交
換
お
よ
び
情
報
の
共
有

支
部
協
働
内
容

－

評
価
指
標
・
方
法

・
技
術
座
談
会
の
開
催
数

・
技
術
研
修
会
の
開
催
数

・
C
o
m
m
o
m
M
P
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
へ
の
参
加
有
無

・
国
/
異
業
種
/
事
業
体
等
と
の
情
報
交
換
の
有
無

・
技
術
開
発
情
報
の
紹
介
の
有
無

・
新
技
術
奨
励
賞
の
紹
介
の
有
無

・
D
X
、
B
IM
/
C
IM
の
導
入
/
普
及
に
関
す
る
意
見
交
換
の
開
催
数

備
　
　
　
考

・
D
X
、
B
IM
/
C
IM
に
関
す
る
事
柄
に
つ
い
て
は
情
報
小
委
員
会
が
主
体

的
に
活
動

・
検
討
結
果
を
文
書
化
す
る
。

⇒
技
術
動
向
の
整
理
、
連
携
す
る
異
業
種
・
事
業
体
の
抽
出
・
整
理
、
コ

ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
方
法
の
整
理

・
開
催
有
無
・
内
容
の
振
り
返
り

⇒
技
術
研
修
会
：2
01
7年

度
（
IC
T
)、
2
0
1
8
年
度
（
雨
水
管
理
）、

タ
イ
ム

リ
ー
な
テ
ー
マ
と
評
価
、
座
談
会
：
2
0
1
7
年
度
（
下
水
道
）
、
2
0
1
8
年
度
（
水

道
・
・
・
水
道
法
改
正
が
遅
れ
た
た
め
未
開
催
）

・
実
施
結
果
を
文
書
化
す
る
。

・
開
催
有
無
・
内
容
の
振
り
返
り

-
-

第
1
期
行
動
計
画

（
2
0
1
6
-
2
0
1
8
）

第
2
期
行
動
計
画

（
2
0
1
9
-
20
2
1
）

［
2
0
1
6
年
度
］

◆
異
業
種
・
事
業
体
と
の
関
係
を
見
直
す
と
と
も
に
意
見
交
換
会
・
勉
強

会
・
座
談
会
な
ど
コ
ミ
ュ
ニ
ュ
ケ
ー
シ
ョ
ン
方
法
（
情
報
交
換
の
方
法
）
等

の
整
理
（
異
業
種
の
整
理
も
必
要
）

[2
0
1
7
年
度
]

◆
技
術
研
修
会
等
を
企
画
・
開
催

◆
水
道
技
術
座
談
会
・
下
水
道
技
術
座
談
会
を
交
互
に
開
催

・
2
0
1
7
年
度
　
下
水
道
技
術
座
談
会
等
の
開
催
（
テ
ー
マ
に
よ
り
異
業
種

に
参
加
を
要
請
）

[2
0
1
8
年
度
]

同
上

◆
水
道
技
術
座
談
会
・
下
水
道
技
術
座
談
会
を
交
互
に
企
画
・
開
催
し
、
記

録
を
雑
誌
及
び
H
P
に
掲
載

◆
技
術
研
修
会
等
を
企
画
・
開
催

・
技
術
動
向
に
応
じ
た
テ
ー
マ
を
設
定
し
、
テ
ー
マ
に
よ
り
異
業
種
、
事
業
体

等
に
参
加
・
講
師
等
を
要
請

-
-

取
り
組
み
主
体

【
行

動
項

目
：
新

技
術

の
開

発
】

体
系
コ
ー
ド
　
［
活
動
類
型
］

到
達

目
標

コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
の
基
礎
で
あ
る
技
術
・
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
新
た
な
動
向
を
把
握
し
、
時
宜
に
か
な
っ
た
活
動
に
活
か

す
。

取
り
組
み
内
容

2
4

24



個
票

番
号

：
サ

2
―

②
―

A
―

1
　

［
対

会
員

］

研
修

委
員

会
名

●
技

研
、

上
水

、
下

水
、

C
P

D

支
部

○

第
3
期

行
動

計
画

（
2
0
2
2
-
2
0
2
4
）

行
動

内
容

【
技

研
】

◆
主

要
機

関
発

行
物

の
検

索
案

内
・
主

要
機

関
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
か

ら
発

行
物

に
係

る
検

索
案

内
資

料
を

、
毎

年
度

点
検

・
更

新
し

、
水

コ
ン

協
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
に

掲
載

◆
本

部
提

案
型

講
習

会
の

企
画

/
開

催
・
テ

ー
マ

募
集

、
講

師
選

定
、

支
部

に
講

師
派

遣
支

援
ま

た
は

オ
ン

ラ
イ

ン
講

習
会

実
施

【
上

水
/
下

水
】

◆
各

事
業

体
等

へ
の

講
師

派
遣

・
各

事
業

体
等

の
依

頼
に

応
じ

て
随

時
派

遣
【
C

P
D

】
◆

会
員

企
業

内
で

は
対

処
し

き
れ

な
い

広
い

範
囲

の
教

育
内

容
や

自
由

時
間

の
制

約
が

大
き

い
技

術
者

個
人

に
効

果
的

な
能

力
開

発
の

機
会

を
提

供
し

会
員

の
継

続
研

鑽
活

動
を

支
援

す
る

。
◆

C
P

D
制

度
の

運
営

/
広

報
・
プ

ロ
グ

ラ
ム

の
審

査
、

承
認

・
C

P
D

記
録

証
明

の
審

査
、

承
認

、
証

明
書

発
行

、
記

録
の

監
査

・
建

設
系

C
P

D
協

議
会

/
C

P
D

活
動

関
係

学
会

連
絡

協
議

会
参

加

支
部

協
働

内
容

■
研

修
実

施

評
価

指
標

・
方

法

・
主

要
機

関
発

行
物

の
検

索
案

内
の

点
検

/
更

新
の

有
無

・
本

部
提

案
型

講
習

会
の

開
催

数
・
各

事
業

体
等

へ
の

派
遣

講
師

数
・
C

P
D

証
明

件
数

、
関

連
協

議
会

へ
の

参
加

有
無

備
　

　
　

考
－

・
本

部
提

案
型

講
習

会
に

派
遣

し
た

講
師

の
人

数
⇒

2
0
1
6
年

度
1
8
人

、
2
0
1
7
年

度
1
7
人

、
2
0
1
8
年

度
2
0
人

・
技

術
研

究
発

表
会

の
開

催
と

ア
ン

ケ
ー

ト
調

査
の

解
析

⇒
毎

年
度

実
施

、
ア

ン
ケ

ー
ト

調
査

実
施

・
各

種
講

習
会

の
ア

ン
ケ

ー
ト

調
査

に
よ

る
評

価
⇒

毎
年

度
実

施
、

ア
ン

ケ
ー

ト
調

査
実

施
・
C

P
D

件
数

等
⇒

C
P

D
プ

ロ
グ

ラ
ム

認
定

件
数

（2
01

6年
度

51
件

、
20

17
年

度
51

件
、

2
0
1
8
年

度
4
8
件

）
、

C
P

D
記

録
証

明
件

数
（2

01
6～

20
18

年
度

0件
）

・
本

部
提

案
型

講
習

会
に

派
遣

し
た

講
師

の
人

数
・
技

術
研

究
発

表
会

の
開

催
と

ア
ン

ケ
ー

ト
調

査
の

解
析

・
各

種
講

習
会

の
ア

ン
ケ

ー
ト

調
査

に
よ

る
評

価
・
C

P
D

証
明

件
数

等

-
【
今

後
の

課
題

】
講

習
会

等
発

表
者

の
資

料
作

成
に

お
け

る
負

担
軽

減

第
1
期

行
動

計
画

（
2
0
1
6
-
2
0
1
8
）

第
2
期

行
動

計
画

（
2
0
1
9
-
20

2
1
）

［
2
0
1
6
年

度
以

降
継

続
］

◆
本

部
提

案
型

講
習

会
へ

の
講

師
の

派
遣

◆
技

術
研

究
発

表
会

の
開

催
継

続
◆

主
要

機
関

発
行

物
リ

ス
ト

の
整

理
◆

適
宜

、
技

術
研

修
会

（
セ

ミ
ナ

ー
、

パ
ネ

ル
デ

ィ
ス

カ
ッ

シ
ョ

ン
等

）
を

開
催 ◆

C
P

D
制

度
の

普
及

及
び

利
用

の
促

進
◆

技
術

報
告

集
論

文
の

募
集

・
査

読
・
発

行

◆
本

部
提

案
型

講
習

会
へ

の
講

師
の

派
遣

◆
技

術
研

究
発

表
会

の
開

催
継

続
◆

主
要

機
関

発
行

物
 検

索
案

内
を

協
会

H
P

に
掲

載
◆

適
宜

、
技

術
研

修
会

等
を

開
催

◆
C

P
D

制
度

の
普

及
及

び
利

用
の

促
進

（
講

習
会

等
の

開
催

時
に

パ
ワ

ー
ポ

イ
ン

ト
に

よ
る

ア
ナ

ウ
ン

ス
）
（
※

他
の

C
P

D
登

録
団

体
と

の
連

携
が

必
要

）

■
研

修
実

施
■

研
修

実
施

取
り

組
み

主
体

【
行

動
項

目
：
研

修
・
講

習
会

の
開

催
】

体
系

コ
ー

ド
　

［
活

動
類

型
］

到
達

目
標

コ
ン

サ
ル

タ
ン

ト
の

基
礎

で
あ

る
技

術
力

・
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
力

・
説

明
力

の
向

上
を

目
指

す
。

地
域

の
ニ

ー
ズ

に
即

し
た

研
修

を
実

施
す

る
。

取
り

組
み

内
容

2
5

25



個
票
番
号
：
セ

2
―
④
―
A
―
1
　
［
対
会
員
］

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
に
関
す
る
講
習
会
の
開
催
、
情
報
提

供

委
員
会
名

●
倫
理

支
部

○

第
3
期
行
動
計
画

（
2
0
2
2
-
2
0
2
4
）

行
動
内
容

◆
倫
理
/
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
の
確
保

・
倫
理
綱
領
の
順
守
徹
底
の
周
知
等

支
部
協
働
内
容

■
支
部
講
習
会
の
開
催
、
倫
理
綱
領
順
守
徹
底
へ
の
協
力

評
価
指
標
・
方
法

・
倫
理
綱
領
の
順
守
徹
底
の
周
知
有
無
/
頻
度

備
　
　
　
考

－

・
会
議
の
開
催
や
情
報
提
供
の
有
無

・
講
習
会
の
開
催
、
情
報
提
供
の
有
無

-
-

第
1
期
行
動
計
画

（
2
0
1
6
-
2
0
1
8
）

第
2
期
行
動
計
画

（
2
0
1
9
-
20
2
1
）

会
員
の
倫
理
意
識
の
向
上
と
協
会
倫
理
綱
領
の
順
守
徹
底
を
図
る
た

め
、
必
要
に
応
じ
支
部
と
の
共
催
に
よ
り
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
講
習
会
を
開

催
、
手
引
き
の
策
定
等
の
情
報
提
供
を
実
施
。
相
談
窓
口
の
設
置
に
つ

い
て
は
今
後
の
検
討
課
題
。

[2
0
1
6
年
度
]

◆
独
占
禁
止
法
順
守
手
引
き
（
改
訂
第
4
版
）
（
2
0
1
6
.1
会
員
周
知
）
の
普

及 ◆
贈
収
賄
そ
の
他
公
正
な
取
引
を
妨
害
す
る
行
為
（
官
製
談
合
・
公
契

約
関
係
競
売
入
札
妨
害
）
の
防
止
に
関
す
る
啓
発

◆
そ
の
他
「
倫
理
綱
領
」
の
順
守
徹
底

[2
0
1
7
～
2
0
1
8
年
度
]

◆
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
研
究
会
の
開
催
そ
の
他
前
年
度
活
動
を
継
続

会
員
の
倫
理
意
識
の
向
上
と
協
会
倫
理
綱
領
の
順
守
徹
底
を
図
る
た
め
、

次
の
活
動
を
実
施
。

◆
贈
収
賄
そ
の
他
の
公
正
か
つ
自
由
な
取
引
を
妨
害
す
る
行
為
の
防
止
に

関
す
る
啓
発
（
講
習
会
の
開
催
、
手
引
き
等
の
情
報
提
供
）

◆
会
員
に
対
す
る
「
倫
理
綱
領
」
の
順
守
徹
底
（
講
習
会
の
開
催
、
倫
理
綱

領
違
背
事
案
の
適
正
な
対
処
）

■
支
部
講
習
会
の
開
催

■
支
部
講
習
会
の
開
催
、
倫
理
綱
領
順
守
徹
底
へ
の
協
力

取
り
組
み

主
体

【
行
動
項
目

：
倫

理
・
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
の
確
保
】

体
系
コ
ー
ド
　
［
活
動
類
型
］

到
達

目
標

会
員
の
倫
理
意
識
の
向
上
と
協
会
倫
理
綱
領
の
順
守
徹
底
を
図
る
。

取
り
組
み
内
容

2
7

個
票
番
号
：
シ

2
―
③
―
A
―
1
　
［
対
会
員
］

品
質
確
保
方
策
の
推
進

委
員
会
名

●
対
活
、
上
水
、
下
水

支
部

○

第
3
期
行
動
計
画

（
2
0
2
2
-
2
0
2
4
）

行
動
内
容

◆
設
計
ミ
ス
事
例
集
の
作
成

支
部
協
働
内
容

■
本
部
の
実
施
す
る
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
調
査
及
び
情
報
提
供
要
請
な
ど

へ
の
協
力
/
支
援

■
今
後
の
本
部
活
動
へ
の
要
望

評
価
指
標
・
方
法

・
設
計
ミ
ス
事
例
集
の
作
成
/
紹
介
有
無

備
　
　
　
考

・
設
計
ミ
ス
事
例
集
の
作
成
は
、
上
水
道
委
員
会
/
下
水
道
委
員
会
と
協

力
し
て
実
施

・
制
度
導
入
事
業
体
数
の
経
年
推
移
（
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
調
査
）

・
付
属
資
料
の
作
成
・
配
布

・
制
度
導
入
事
業
体
数
の
経
年
推
移
（
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
調
査
）

・
付
属
資
料
の
作
成
・
配
布

・
エ
ラ
ー
事
例
講
習
会
参
加
者
数

-

設
計
ミ
ス
事
例
の
収
集
、
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
作
成
は
上
水
道
委
員
会
・
下
水
道

委
員
会
の
支
援
・
協
力
を
想
定
し
て
い
る
。

第
1
期
行
動
計
画

（
2
0
1
6
-
2
0
1
8
）

第
2
期
行
動
計
画

（
2
0
1
9
-
20
2
1
）

[2
0
1
6
年
度
]

◆
要
望
と
提
案
活
動
を
通
じ
て
要
望
の
継
続

◆
制
度
導
入
状
況
の
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
調
査
の
継
続
、
課
題
の
検
討

◆
「
三
者
会
議
」
開
催
要
領
（
水
コ
ン
協
提
案
型
）
の
検
討
・
作
成

◆
上
記
付
属
資
料
（
訪
問
事
業
体
配
布
用
の
パ
ン
フ
）
の
作
成

[2
0
1
7
年
度
]

◆
要
望
と
提
案
活
動
を
通
じ
た
要
望
の
継
続

◆
同
上
付
属
資
料
の
改
訂
（
最
新
情
報
の
反
映
な
ど
）

◆
制
度
導
入
状
況
の
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
調
査
の
継
続
、
課
題
の
検
討

[2
0
1
8
年
度
]

◆
要
望
と
提
案
活
動
を
通
じ
た
要
望
の
継
続

◆
同
上
付
属
資
料
の
改
訂
（
最
新
情
報
の
反
映
な
ど
）

◆
制
度
導
入
状
況
の
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
調
査
の
継
続
、
課
題
の
検
討

◆
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
調
査
結
果
に
基
づ
く
国
交
省
と
の
意
見
交
換
会

事
業
体
へ
の
三
者
会
議
の
開
催
要
請
、
エ
ラ
ー
事
例
集
作
成
と
講
習
会
開

催
、
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
作
成
の
必
要
性
検
討

◆
要
望
と
提
案
活
動
を
通
じ
て
要
望
の
継
続

◆
設
計
ミ
ス
事
例
の
収
集
お
よ
び
講
習
会
開
催

◆
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
作
成
の
必
要
性
検
討

■
要
望
と
提
案
活
動
の
実
施
（
方
法
は
支
部
判
断
）

■
本
部
の
実
施
す
る
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
調
査
及
び
情
報
提
供
要
請
な
ど

へ
の
協
力
・
支
援

■
今
後
の
本
部
活
動
へ
の
要
望

■
要
望
と
提
案
活
動
の
実
施

■
本
部
の
実
施
す
る
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
調
査
及
び
情
報
提
供
要
請
な
ど
へ
の

協
力
・
支
援

■
今
後
の
本
部
活
動
へ
の
要
望

取
り
組
み

主
体

【
行

動
項

目
：
業

務
品

質
確

保
】

体
系
コ
ー
ド
　
［
活
動
類
型
］

到
達

目
標

会
員
企
業
の
成
果
品
質
向
上
へ
向
け
た
取
り
組
み
の
支
援
に
よ
る
非
会
員
企
業
と
の
差
別
化
を
促
進
す
る
。

取
り
組
み
内
容

2
6

26



個
票
番
号
：
セ

2
―
④
―
A
―
1
　
［
対
会
員
］

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
に
関
す
る
講
習
会
の
開
催
、
情
報
提

供

委
員
会
名

●
倫
理

支
部

○

第
3
期
行
動
計
画

（
2
0
2
2
-
2
0
2
4
）

行
動
内
容

◆
倫
理
/
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
の
確
保

・
倫
理
綱
領
の
順
守
徹
底
の
周
知
等

支
部
協
働
内
容

■
支
部
講
習
会
の
開
催
、
倫
理
綱
領
順
守
徹
底
へ
の
協
力

評
価
指
標
・
方
法

・
倫
理
綱
領
の
順
守
徹
底
の
周
知
有
無
/
頻
度

備
　
　
　
考

－

・
会
議
の
開
催
や
情
報
提
供
の
有
無

・
講
習
会
の
開
催
、
情
報
提
供
の
有
無

-
-

第
1
期
行
動
計
画

（
2
0
1
6
-
2
0
1
8
）

第
2
期
行
動
計
画

（
2
0
1
9
-
20
2
1
）

会
員
の
倫
理
意
識
の
向
上
と
協
会
倫
理
綱
領
の
順
守
徹
底
を
図
る
た

め
、
必
要
に
応
じ
支
部
と
の
共
催
に
よ
り
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
講
習
会
を
開

催
、
手
引
き
の
策
定
等
の
情
報
提
供
を
実
施
。
相
談
窓
口
の
設
置
に
つ

い
て
は
今
後
の
検
討
課
題
。

[2
0
1
6
年
度
]

◆
独
占
禁
止
法
順
守
手
引
き
（
改
訂
第
4
版
）
（
2
0
1
6
.1
会
員
周
知
）
の
普

及 ◆
贈
収
賄
そ
の
他
公
正
な
取
引
を
妨
害
す
る
行
為
（
官
製
談
合
・
公
契

約
関
係
競
売
入
札
妨
害
）
の
防
止
に
関
す
る
啓
発

◆
そ
の
他
「
倫
理
綱
領
」
の
順
守
徹
底

[2
0
1
7
～
2
0
1
8
年
度
]

◆
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
研
究
会
の
開
催
そ
の
他
前
年
度
活
動
を
継
続

会
員
の
倫
理
意
識
の
向
上
と
協
会
倫
理
綱
領
の
順
守
徹
底
を
図
る
た
め
、

次
の
活
動
を
実
施
。

◆
贈
収
賄
そ
の
他
の
公
正
か
つ
自
由
な
取
引
を
妨
害
す
る
行
為
の
防
止
に

関
す
る
啓
発
（
講
習
会
の
開
催
、
手
引
き
等
の
情
報
提
供
）

◆
会
員
に
対
す
る
「
倫
理
綱
領
」
の
順
守
徹
底
（
講
習
会
の
開
催
、
倫
理
綱

領
違
背
事
案
の
適
正
な
対
処
）

■
支
部
講
習
会
の
開
催

■
支
部
講
習
会
の
開
催
、
倫
理
綱
領
順
守
徹
底
へ
の
協
力

取
り
組
み

主
体

【
行
動
項
目
：
倫
理
・
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
の
確
保
】

体
系
コ
ー
ド
　
［
活
動
類
型
］

到
達

目
標

会
員
の
倫
理
意
識
の
向
上
と
協
会
倫
理
綱
領
の
順
守
徹
底
を
図
る
。

取
り
組
み
内
容

2
7

27



個
票

番
号

：
チ

3
―

①
―

A
―

1
　

［
対

会
員

］
 ［

対
官

1
］

上
下

水
道

事
業

運
営

支
援

手
法

及
び

官
民

連
携

手
法

等
に

つ
い

て
調

査
研

究
・
普

及
活

動
・
研

修
を

行
う

委
員

会
名

●
企

画

支
部

-
  
(本

部
へ

の
協

力
と

し
て

又
は

自
主

企
画

と
し

て
)

第
3
期

行
動

計
画

（
2
0
2
2
-
2
0
2
4
）

行
動

内
容

◆
事

業
運

営
支

援
小

委
員

会
の

行
動

計
画

・
官

民
連

携
の

事
業

体
側

と
し

て
の

コ
ン

サ
ル

タ
ン

ト
の

役
割

/
支

援
手

法
の

調
査

研
究

・
上

下
水

道
事

業
運

営
支

援
業

務
活

用
の

手
引

き
（
案

）
の

改
定

・
新

た
な

手
引

き
事

例
を

踏
ま

え
た

P
R

資
料

の
作

成
（
リ

ー
フ

レ
ッ

ト
/
説

明
資

料
）

◆
官

民
連

携
ワ

ー
キ

ン
グ

の
行

動
計

画
・
官

民
連

携
の

プ
レ

ー
ヤ

ー
側

と
し

て
の

コ
ン

サ
ル

タ
ン

ト
の

役
割

・
支

援
手

法
の

調
査

研
究

・
P

F
I法

6
条

等
に

よ
る

民
間

提
案

・
P

P
P

/
P

F
I関

連
の

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

等
の

改
訂

に
係

る
意

見
／

要
望

活
動

・「
下

水
道

に
お

け
る

新
た

な
 P

P
P

/
P

F
I 
事

業
の

促
進

に
向

け
た

検
討

会
民

間
セ

ク
タ

ー
分

科
会

」
へ

の
参

画
◆

共
通

の
行

動
計

画
・
国

、
関

係
団

体
及

び
地

方
公

共
団

体
と

の
意

見
交

換
・
会

員
等

へ
の

説
明

会
の

開
催

支
部

協
働

内
容

□
本

部
主

催
の

講
習

会
等

へ
の

参
加

□
「
手

引
き

」
「
事

業
体

側
に

立
っ

た
事

業
運

営
支

援
業

務
の

リ
ー

フ
レ

ッ
ト

・
説

明
資

料
」
を

活
用

し
た

P
R

活
動

評
価

指
標

・
方

法

・
講

習
会

、
意

見
交

換
会

等
の

参
加

人
数

/
事

業
体

数
・
複

合
/
複

数
年

業
務

の
受

託
数

備
　

　
　

考
-

・
「
包

括
形

態
」
「
事

業
体

補
完

形
態

」
業

務
受

託
数

・
意

見
交

換
会

の
開

催
数

、
参

加
事

業
体

数
・
業

界
新

聞
・
業

界
誌

へ
の

投
稿

数

・
講

習
会

、
意

見
交

換
会

等
の

参
加

人
数

・
事

業
体

数
・
複

合
・
複

数
年

業
務

の
受

託
数

-
-

第
1
期

行
動

計
画

（
2
0
1
6
-
2
0
1
8
）

第
2
期

行
動

計
画

（
2
0
1
9
-
20

2
1
）

［
2
0
1
6
年

度
］

□
「
手

引
き

」
リ

ー
フ

レ
ッ

ト
を

活
用

し
た

事
業

運
営

支
援

業
務

の
P

R
活

動
□

支
部

と
事

業
体

と
の

意
見

交
換

会
の

開
催

［
2
0
1
7
年

度
以

降
］

■
本

部
が

実
施

す
る

事
業

運
営

支
援

業
務

実
績

及
び

課
題

の
収

集
整

理
へ

の
協

力

□
本

部
主

催
の

講
習

会
等

へ
の

参
加

□
「
手

引
き

」
「
事

業
体

側
に

立
っ

た
複

合
・
複

数
年

で
の

事
業

支
援

の
ご

提
案

リ
ー

フ
レ

ッ
ト

」
を

活
用

し
た

P
R

活
動

［
2
0
1
6
年

度
］

◆
「
手

引
き

」
、

リ
ー

フ
レ

ッ
ト

の
作

成
、

公
表

、
及

び
会

員
へ

の
説

明
◆

事
業

運
営

支
援

業
務

の
P

R
活

動
厚

労
省

・
国

交
省

・
事

業
体

と
の

意
見

交
換

会
の

開
催

業
界

新
聞

・
業

界
誌

等
へ

の
投

稿
◆

事
業

運
営

支
援

業
務

に
お

け
る

コ
ン

サ
ル

タ
ン

ト
間

の
連

携
の

検
討

［
2
0
1
7
年

度
以

降
］

◆
事

業
運

営
支

援
業

務
（
「
包

括
形

態
」
「
事

業
体

補
完

形
態

」
）
の

実
績

及
び

課
題

の
収

集
、

整
理

◆
ベ

ス
ト

プ
ラ

ク
テ

ィ
ス

の
水

平
展

開

◆
事

業
体

側
に

立
っ

た
複

合
・
複

数
年

で
の

事
業

支
援

の
ご

提
案

リ
ー

フ
レ

ッ
ト

の
作

成
（
参

考
事

例
含

む
）

◆
改

築
+
包

括
的

民
間

委
託

、
コ

ン
セ

ッ
シ

ョ
ン

等
の

事
業

支
援

の
事

例
調

査 ◆
複

合
・
複

数
年

で
の

事
業

支
援

の
在

り
方

及
び

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

の
在

り
方

の
検

討
◆

事
業

運
営

支
援

業
務

の
普

及
活

動
（
日

水
協

主
催

の
事

業
体

向
け

講
習

会
の

活
用

等
）

◆
事

業
体

支
援

に
係

わ
る

J
S
・
水

コ
ン

協
検

討
会

へ
の

参
画

◆
国

交
省

・
厚

労
省

等
と

の
意

見
交

換
会

へ
の

参
加

取
り

組
み

主
体

【
行

動
項

目
：
事

業
運

営
支

援
手

法
の

整
備

・
普

及
促

進
活

動
】

体
系

コ
ー

ド
　

［
活

動
類

型
］

到
達

目
標

 
事

業
運

営
支

援
業

務
及

び
官

民
連

携
業

務
の

普
及

拡
大

を
推

進
す

る
。

　

取
り

組
み

内
容

2
9

個
票

番
号

：
ソ

2
―

⑤
―

A
―

1
　

［
対

会
員

・
対

官
2
］

海
外

展
開

支
援

の
た

め
の

水
コ

ン
協

活
動

委
員

会
名

●
事

務
局

、
●

技
研

支
部

－

第
3
期

行
動

計
画

（
2
0
2
2
-
2
0
2
4
）

行
動

内
容

◆
G

C
U

S
の

下
水

道
国

内
対

策
委

員
会

活
動

に
係

る
連

絡
調

整
、

会
員

向
け

情
報

提
供

◆
IS

O
/
T
C

2
2
4
国

内
対

策
委

員
会

へ
の

参
加

・
IS

O
/
T
C

2
2
4
国

内
対

策
委

員
会

（
日

本
下

水
道

協
会

）
に

参
加

し
、

T
C

2
2
4
（
D

ri
n
ki

n
g 

w
at

e
r,
 w

as
te

w
at

e
r 

an
d 

st
o
rm

w
at

e
r 

sy
st

e
m

s
an

d
 s

e
rv

ic
e
s）

に
関

す
る

情
報

を
収

集
・
会

員
へ

提
供

支
部

協
働

内
容

－

評
価

指
標

・
方

法
・
T
C

2
2
4
に

関
す

る
情

報
の

会
員

へ
の

提
供

有
無

・
G

C
U

S
に

関
す

る
情

報
の

会
員

へ
の

提
供

有
無

備
　

　
　

考
－

・
協

力
実

績
件

数
や

情
報

提
供

件
数

の
把

握
-

-
-

第
1
期

行
動

計
画

（
2
0
1
6
-
2
0
1
8
）

第
2
期

行
動

計
画

（
2
0
1
9
-
20

2
1
）

◆
G

C
U

S
の

下
水

道
国

内
対

策
委

員
会

活
動

に
係

る
連

絡
調

整
、

会
員

向
け

情
報

提
供

◆
T
C

2
2
4
委

員
会

　
W

G
6
（
上

下
水

道
の

ア
セ

ッ
ト

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

）
、

W
G

1
1
（
雨

水
管

理
）
の

サ
ポ

ー
ト

（
ア

セ
ッ

ト
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
小

委
員

会
等

が
対

応
→

終
了

）
◆

国
際

標
準

化
推

進
に

向
け

た
作

業
協

力
に

係
る

連
絡

調
整

、
会

員
向

け
情

報
提

供

◆
G

C
U

S
の

下
水

道
国

内
対

策
委

員
会

活
動

に
係

る
連

絡
調

整
、

会
員

向
け

情
報

提
供

◆
T
C

2
2
4
委

員
会

　
W

G
6
（
上

下
水

道
の

ア
セ

ッ
ト

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

）
、

W
G

1
1

（
雨

水
管

理
）
に

つ
い

て
動

向
確

認
、

情
報

提
供

-
-

取
り

組
み

主
体

【
行

動
項

目
：
会

員
の

海
外

展
開

支
援

】

体
系

コ
ー

ド
　

［
活

動
類

型
］

到
達

目
標

会
員

企
業

の
海

外
ビ

ジ
ネ

ス
展

開
支

援
の

た
め

の
G

C
U

S
に

係
る

情
報

提
供

を
行

う
と

と
も

に
、

水
コ

ン
協

活
動

範
囲

の
検

討
・
立

案
を

行
う

。
IS

O
/
T
C

22
4
（
飲

料
水

、
汚

水
及

び
雨

水
に

関
す

る
サ

ー
ビ

ス
活

動
）
に

つ
い

て
動

向
を

確
認

し
、

会
員

企
業

が
海

外
展

開
を

検
討

す
る

た
め

の
情

報
を

提
供

す
る

。
取

り
組

み
内

容

2
8

28



個
票

番
号

：
チ

3
―

①
―

A
―

1
　

［
対

会
員

］
 ［

対
官

1
］

上
下

水
道

事
業

運
営

支
援

手
法

及
び

官
民

連
携

手
法

等
に

つ
い

て
調

査
研

究
・
普

及
活

動
・
研

修
を

行
う

委
員

会
名

●
企

画

支
部

-
  
(本

部
へ

の
協

力
と

し
て

又
は

自
主

企
画

と
し

て
)

第
3
期

行
動

計
画

（
2
0
2
2
-
2
0
2
4
）

行
動

内
容

◆
事

業
運

営
支

援
小

委
員

会
の

行
動

計
画

・
官

民
連

携
の

事
業

体
側

と
し

て
の

コ
ン

サ
ル

タ
ン

ト
の

役
割

/
支

援
手

法
の

調
査

研
究

・
上

下
水

道
事

業
運

営
支

援
業

務
活

用
の

手
引

き
（
案

）
の

改
定

・
新

た
な

手
引

き
事

例
を

踏
ま

え
た

P
R

資
料

の
作

成
（
リ

ー
フ

レ
ッ

ト
/
説

明
資

料
）

◆
官

民
連

携
ワ

ー
キ

ン
グ

の
行

動
計

画
・
官

民
連

携
の

プ
レ

ー
ヤ

ー
側

と
し

て
の

コ
ン

サ
ル

タ
ン

ト
の

役
割

・
支

援
手

法
の

調
査

研
究

・
P

F
I法

6
条

等
に

よ
る

民
間

提
案

・
P

P
P

/
P

F
I関

連
の

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

等
の

改
訂

に
係

る
意

見
／

要
望

活
動

・「
下

水
道

に
お

け
る

新
た

な
 P

P
P

/
P

F
I 
事

業
の

促
進

に
向

け
た

検
討

会
民

間
セ

ク
タ

ー
分

科
会

」
へ

の
参

画
◆

共
通

の
行

動
計

画
・
国

、
関

係
団

体
及

び
地

方
公

共
団

体
と

の
意

見
交

換
・
会

員
等

へ
の

説
明

会
の

開
催

支
部

協
働

内
容

□
本

部
主

催
の

講
習

会
等

へ
の

参
加

□
「
手

引
き

」
「
事

業
体

側
に

立
っ

た
事

業
運

営
支

援
業

務
の

リ
ー

フ
レ

ッ
ト

・
説

明
資

料
」
を

活
用

し
た

P
R

活
動

評
価

指
標

・
方

法

・
講

習
会

、
意

見
交

換
会

等
の

参
加

人
数

/
事

業
体

数
・
複

合
/
複

数
年

業
務

の
受

託
数

備
　

　
　

考
-

・
「
包

括
形

態
」
「
事

業
体

補
完

形
態

」
業

務
受

託
数

・
意

見
交

換
会

の
開

催
数

、
参

加
事

業
体

数
・
業

界
新

聞
・
業

界
誌

へ
の

投
稿

数

・
講

習
会

、
意

見
交

換
会

等
の

参
加

人
数

・
事

業
体

数
・
複

合
・
複

数
年

業
務

の
受

託
数

-
-

第
1
期

行
動

計
画

（
2
0
1
6
-
2
0
1
8
）

第
2
期

行
動

計
画

（
2
0
1
9
-
20

2
1
）

［
2
0
1
6
年

度
］

□
「
手

引
き

」
リ

ー
フ

レ
ッ

ト
を

活
用

し
た

事
業

運
営

支
援

業
務

の
P

R
活

動
□

支
部

と
事

業
体

と
の

意
見

交
換

会
の

開
催

［
2
0
1
7
年

度
以

降
］

■
本

部
が

実
施

す
る

事
業

運
営

支
援

業
務

実
績

及
び

課
題

の
収

集
整

理
へ

の
協

力

□
本

部
主

催
の

講
習

会
等

へ
の

参
加

□
「
手

引
き

」
「
事

業
体

側
に

立
っ

た
複

合
・
複

数
年

で
の

事
業

支
援

の
ご

提
案

リ
ー

フ
レ

ッ
ト

」
を

活
用

し
た

P
R

活
動

［
2
0
1
6
年

度
］

◆
「
手

引
き

」
、

リ
ー

フ
レ

ッ
ト

の
作

成
、

公
表

、
及

び
会

員
へ

の
説

明
◆

事
業

運
営

支
援

業
務

の
P

R
活

動
厚

労
省

・
国

交
省

・
事

業
体

と
の

意
見

交
換

会
の

開
催

業
界

新
聞

・
業

界
誌

等
へ

の
投

稿
◆

事
業

運
営

支
援

業
務

に
お

け
る

コ
ン

サ
ル

タ
ン

ト
間

の
連

携
の

検
討

［
2
0
1
7
年

度
以

降
］

◆
事

業
運

営
支

援
業

務
（
「
包

括
形

態
」
「
事

業
体

補
完

形
態

」
）
の

実
績

及
び

課
題

の
収

集
、

整
理

◆
ベ

ス
ト

プ
ラ

ク
テ

ィ
ス

の
水

平
展

開

◆
事

業
体

側
に

立
っ

た
複

合
・
複

数
年

で
の

事
業

支
援

の
ご

提
案

リ
ー

フ
レ

ッ
ト

の
作

成
（
参

考
事

例
含

む
）

◆
改

築
+
包

括
的

民
間

委
託

、
コ

ン
セ

ッ
シ

ョ
ン

等
の

事
業

支
援

の
事

例
調

査 ◆
複

合
・
複

数
年

で
の

事
業

支
援

の
在

り
方

及
び

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

の
在

り
方

の
検

討
◆

事
業

運
営

支
援

業
務

の
普

及
活

動
（
日

水
協

主
催

の
事

業
体

向
け

講
習

会
の

活
用

等
）

◆
事

業
体

支
援

に
係

わ
る

J
S
・
水

コ
ン

協
検

討
会

へ
の

参
画

◆
国

交
省

・
厚

労
省

等
と

の
意

見
交

換
会

へ
の

参
加

取
り

組
み

主
体

【
行

動
項

目
：
事

業
運

営
支

援
手

法
の

整
備

・
普

及
促

進
活

動
】

体
系

コ
ー

ド
　

［
活

動
類

型
］

到
達

目
標

 
事

業
運

営
支

援
業

務
及

び
官

民
連

携
業

務
の

普
及

拡
大

を
推

進
す

る
。

　

取
り

組
み

内
容

2
9

29



個
票
番
号
：
テ

３
―
②
―
A
―
１
[対

会
員
]［
対
官
１
］

災
害

支
援

協
定

（
業

界
団

体
含

む
）
締

結
と
円

滑
な
運

用
、
支

援
者

育
成

の
推

進
、
委

託
業

務
の

実
態

調
査

と
課

題
抽

出

委
員
会
名

●
災
支
、
上
水
、
下
水

支
部

○

第
3
期
行
動
計
画

（
2
0
2
2
-
2
0
2
4
）

行
動
内
容

◆
災
害
時
支
援
協
定
締
結
と
円
滑
な
運
用

・
災
害
時
の
支
援
に
つ
い
て
の
運
営
、
災
害
訓
練
/
災
害
支
援
協
定
等

の
適
切
な
運
用

◆
支
援
者
育
成
講
習
の
充
実
/
実
施

・
災
害
時
支
援
講
習
会
の
開
催
（
各
支
部
　
o
r　

w
e
b
講
習
会
）

◆
災
害
時
支
援
に
お
け
る
知
見
向
上
の
普
及
、
省
力
化

・
災
害
時
支
援
マ
ニ
ュ
ア
ル
の
改
訂
、
災
害
査
定
資
料
作
成
（
管
路
）
仕

様
書
の
作
成
、
災
害
時
に
お
け
る
活
動
の
情
報
収
集
、
災
害
時
支
援
者

育
成
小
委
員
会

◆
業
界
団
体
と
の
連
携
強
化

・
業
界
団
体
と
の
意
見
交
換
会
の
実
施

・
下
水
道
災
害
時
支
援
全
国
代
表
者
連
絡
会
議

・
東
日
本
大
震
災
水
道
復
興
支
援
連
絡
協
議
会

支
部
協
働
内
容

□
協
定
締
結
と
運
用

評
価
指
標
・
方
法

・
協
定
締
結
箇
所
数
、
情
報
伝
達
訓
練
の
実
施

・
災
害
支
援
講
習
会
の
実
施
（
開
催
数
/
参
加
人
数
）

・
災
害
支
援
マ
ニ
ュ
ア
ル
の
改
訂
、
災
害
査
定
仕
様
書
の
作
成
状
況

・
関
係
団
体
と
の
意
見
交
換
会
、
連
絡
協
議
会
等
へ
の
参
加

備
　
　
　
考

-

・
収
集
情
報
の
ま
と
め
資
料
、
資
料
作
成

・
協
定
締
結
本
数
、
情
報
連
絡
訓
練
の
実
施
状
況

・
支
援
者
育
成
研
修
会
開
催
回
数
・
受
講
者
数

・
経
費
清
算
方
法
の
提
案
状
況

・
協
定
本
数
　
○
○
本
、
対
象
団
体
数
　
○
○
○
団
体

※
協
定
見
直
し
は
必
要
に
応
じ
て

第
1
期
行
動
計
画

（
2
0
1
6
-
2
0
1
8
）

第
2
期
行
動
計
画

（
2
0
1
9
-
20
2
1
）

[2
0
1
6
年
度
]

◆
各
支
部
に
お
け
る
動
向
把
握
、
情
報
共
有

◆
検
討
手
法
、
導
入
時
の
課
題
と
可
能
性
の
整
理

◆
業
界
団
体
と
の
連
携
強
化

[2
0
1
7
年
度
以
降
]

◆
各
支
部
に
お
け
る
動
向
把
握
、
情
報
共
有

◆
検
討
手
法
、
導
入
時
の
課
題
と
可
能
性
の
整
理

◆
協
定
に
基
づ
く
活
動
を
支
え
る
法
則
の
検
討

◆
業
界
団
体
と
の
連
携
強
化

◆
災
害
時
支
援
協
定
基
本
方
針
の
設
定

◆
災
害
時
支
援
協
定
の
締
結
・
運
用
の
管
理

◆
支
援
者
育
成
講
習
の
充
実
・
実
施

◆
災
害
時
支
援
に
お
け
る
委
託
業
務
の
実
態
調
査
と
課
題
の
抽
出

◆
業
界
団
体
と
の
連
携
強
化

□
協
定
締
結
と
運
用

□
協
定
締
結
と
運
用

取
り
組
み

主
体

【
行

動
項

目
：
災

害
時

支
援

力
強

化
】

体
系
コ
ー
ド
　
［
活
動
類
型
］

到
達

目
標

災
害
支
援
協
定
（
業
界
団
体
含
む
）
等
に
基
づ
く
活
動
の
円
滑
化
、
会
員
の
支
援
力
強
化
を
図
る
と
と
も
に
、
[業

務
]と

し
て
の
採
算
性
の
確
保
を
図
る
。

取
り
組
み
内
容

3
1

個
票

番
号

：
ツ

3
―

①
―

B
―

１
　

［
対

会
員

］
 ［

対
官

1
］

事
業

運
営

に
資

す
る

シ
ス

テ
ム

等
に

つ
い

て
提

案
し

、
そ

の
普

及
を

促
進

す
る

委
員

会
名

●
企

画
、

上
水

、
下

水

支
部

－

第
3
期

行
動

計
画

（
2
0
2
2
-
2
0
2
4
）

行
動

内
容

◆
業

界
団

体
と

の
勉

強
会

/
意

見
交

換
会

を
通

じ
て

、
事

業
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
デ

ー
タ

の
共

有
化

な
ど

事
業

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

技
術

の
向

上
と

そ
の

普
及

を
図

る
。

支
部

協
働

内
容

－

評
価

指
標

・
方

法

・
普

及
状

況
の

把
握

と
利

活
用

フ
ォ

ロ
ー

ア
ッ

プ
・
勉

強
会

、
意

見
交

換
会

の
実

施
状

況
・
（
必

要
な

場
合

）
マ

ニ
ュ

ア
ル

の
策

定

備
　

　
　

考
－

-

・
普

及
状

況
の

把
握

と
利

活
用

フ
ォ

ロ
ー

ア
ッ

プ
・
勉

強
会

、
意

見
交

換
会

の
実

施
状

況
・
（
必

要
な

場
合

）
マ

ニ
ュ

ア
ル

の
策

定

-
-

第
1
期

行
動

計
画

（
2
0
1
6
-
2
0
1
8
）

第
2
期

行
動

計
画

（
2
0
1
9
-
20

2
1
）

-

◆
B

IM
/
C

IM
利

活
用

の
試

行
事

例
の

収
集

◆
業

界
団

体
と

の
勉

強
会

/
意

見
交

換
会

を
通

じ
て

、
事

業
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
デ

ー
タ

の
共

有
化

な
ど

事
業

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

技
術

の
向

上
と

そ
の

普
及

を
図

る
。

◆
事

業
運

営
支

援
業

務
付

帯
の

災
害

支
援

業
務

の
明

確
化

-
－

取
り

組
み

主
体

【
行

動
項

目
：
事

業
運

営
支

援
ツ

ー
ル

の
開

発
・
普

及
の

促
進

】

体
系

コ
ー

ド
　

［
活

動
類

型
］

到
達

目
標

事
業

体
の

事
業

運
営

に
資

す
る

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

ツ
ー

ル
の

普
及

促
進

を
図

る
。

業
界

団
体

と
の

勉
強

会
・
意

見
交

換
会

取
り

組
み

内
容

3
0

30



個
票
番
号
：
テ

３
―
②
―
A
―
１
[対

会
員
]［
対
官
１
］

災
害

支
援

協
定

（
業

界
団

体
含

む
）
締

結
と
円

滑
な
運

用
、
支

援
者

育
成

の
推

進
、
委

託
業

務
の

実
態

調
査

と
課

題
抽

出

委
員
会
名

●
災
支
、
上
水
、
下
水

支
部

○

第
3
期
行
動
計
画

（
2
0
2
2
-
2
0
2
4
）

行
動
内
容

◆
災
害
時
支
援
協
定
締
結
と
円
滑
な
運
用

・
災
害
時
の
支
援
に
つ
い
て
の
運
営
、
災
害
訓
練
/
災
害
支
援
協
定
等

の
適
切
な
運
用

◆
支
援
者
育
成
講
習
の
充
実
/
実
施

・
災
害
時
支
援
講
習
会
の
開
催
（
各
支
部
　
o
r　

w
e
b
講
習
会
）

◆
災
害
時
支
援
に
お
け
る
知
見
向
上
の
普
及
、
省
力
化

・
災
害
時
支
援
マ
ニ
ュ
ア
ル
の
改
訂
、
災
害
査
定
資
料
作
成
（
管
路
）
仕

様
書
の
作
成
、
災
害
時
に
お
け
る
活
動
の
情
報
収
集
、
災
害
時
支
援
者

育
成
小
委
員
会

◆
業
界
団
体
と
の
連
携
強
化

・
業
界
団
体
と
の
意
見
交
換
会
の
実
施

・
下
水
道
災
害
時
支
援
全
国
代
表
者
連
絡
会
議

・
東
日
本
大
震
災
水
道
復
興
支
援
連
絡
協
議
会

支
部
協
働
内
容

□
協
定
締
結
と
運
用

評
価
指
標
・
方
法

・
協
定
締
結
箇
所
数
、
情
報
伝
達
訓
練
の
実
施

・
災
害
支
援
講
習
会
の
実
施
（
開
催
数
/
参
加
人
数
）

・
災
害
支
援
マ
ニ
ュ
ア
ル
の
改
訂
、
災
害
査
定
仕
様
書
の
作
成
状
況

・
関
係
団
体
と
の
意
見
交
換
会
、
連
絡
協
議
会
等
へ
の
参
加

備
　
　
　
考

-

・
収
集
情
報
の
ま
と
め
資
料
、
資
料
作
成

・
協
定
締
結
本
数
、
情
報
連
絡
訓
練
の
実
施
状
況

・
支
援
者
育
成
研
修
会
開
催
回
数
・
受
講
者
数

・
経
費
清
算
方
法
の
提
案
状
況

・
協
定
本
数
　
○
○
本
、
対
象
団
体
数
　
○
○
○
団
体

※
協
定
見
直
し
は
必
要
に
応
じ
て

第
1
期
行
動
計
画

（
2
0
1
6
-
2
0
1
8
）

第
2
期
行
動
計
画

（
2
0
1
9
-
20
2
1
）

[2
0
1
6
年
度
]

◆
各
支
部
に
お
け
る
動
向
把
握
、
情
報
共
有

◆
検
討
手
法
、
導
入
時
の
課
題
と
可
能
性
の
整
理

◆
業
界
団
体
と
の
連
携
強
化

[2
0
1
7
年
度
以
降
]

◆
各
支
部
に
お
け
る
動
向
把
握
、
情
報
共
有

◆
検
討
手
法
、
導
入
時
の
課
題
と
可
能
性
の
整
理

◆
協
定
に
基
づ
く
活
動
を
支
え
る
法
則
の
検
討

◆
業
界
団
体
と
の
連
携
強
化

◆
災
害
時
支
援
協
定
基
本
方
針
の
設
定

◆
災
害
時
支
援
協
定
の
締
結
・
運
用
の
管
理

◆
支
援
者
育
成
講
習
の
充
実
・
実
施

◆
災
害
時
支
援
に
お
け
る
委
託
業
務
の
実
態
調
査
と
課
題
の
抽
出

◆
業
界
団
体
と
の
連
携
強
化

□
協
定
締
結
と
運
用

□
協
定
締
結
と
運
用

取
り
組
み

主
体

【
行

動
項

目
：
災

害
時

支
援

力
強

化
】

体
系
コ
ー
ド
　
［
活
動
類
型
］

到
達

目
標

災
害
支
援
協
定
（
業
界
団
体
含
む
）
等
に
基
づ
く
活
動
の
円
滑
化
、
会
員
の
支
援
力
強
化
を
図
る
と
と
も
に
、
[業

務
]と

し
て
の
採
算
性
の
確
保
を
図
る
。

取
り
組
み
内
容

3
1

31



個
票
番
号
：
ナ

4
―
②
―
A
―
1
　
［
協
会
内
］

本
部
役
員
と
支
部
役
員
の
連
携
強
化

委
員
会
名

●
事
務
局
、
企
画
、
（
随
時
）
委
員
会

支
部

○

第
3
期
行
動
計
画

（
2
0
2
2
-
2
0
2
4
）

行
動
内
容

◆
支
部
運
営
委
員
会
へ
の
参
加
も
含
め
年
1
回
支
部
/
本
部
意
見
交
換

会
の
実
施

◆
中
期
行
動
計
画
の
進
捗
状
況
等
も
踏
ま
え
、
毎
年
テ
ー
マ
を
選
定
／

実
施

・
テ
ー
マ
候
補
/
W
e
b
時
代
/
ポ
ス
ト
コ
ロ
ナ
時
代
に
お
け
る
、
本
部
と
支

部
の
あ
り
方
や
役
割
分
担
等

【
企
画
】

◆
第
三
期
中
期
行
動
計
画
進
捗
管
理

・
委
員
会
/
支
部
の
第
三
期
行
動
計
画
/
各
年
度
行
動
計
画
の
進
捗
確

認

支
部
協
働
内
容

■
本
部
・
支
部
の
役
割
分
担
の
連
携
強
化

評
価
指
標
・
方
法

・
本
部
と
支
部
の
役
割
分
担
見
直
し
内
容

・
運
営
委
員
会
へ
の
参
加
記
録

・
意
見
交
換
会
（
テ
ー
マ
は
、
適
宜
）
の
実
施
記
録

備
　
　
　
考

毎
年
設
定
す
る
テ
ー
マ
に
よ
っ
て
、
関
係
す
る
委
員
会
に
も
出
席
を
要
請

す
る
。

・
運
営
委
員
会
へ
の
参
加
記
録

・
意
見
交
換
会
（
テ
ー
マ
は
、
適
宜
）
の
実
施
記
録

・
運
営
委
員
会
へ
の
参
加
記
録

・
意
見
交
換
会
（
テ
ー
マ
は
、
適
宜
）
の
実
施
記
録

毎
年
設
定
す
る
テ
ー
マ
に
よ
っ
て
、
関
係
す
る
委
員
会
に
も
出
席
を
要
請

す
る
。

毎
年
設
定
す
る
テ
ー
マ
に
よ
っ
て
、
関
係
す
る
委
員
会
に
も
出
席
を
要
請
す

る
。

第
1
期
行
動
計
画

（
2
0
1
6
-
2
0
1
8
）

第
2
期
行
動
計
画

（
2
0
1
9
-
20
2
1
）

◆
支
部
運
営
委
員
会
へ
の
参
加
も
含
め
年
1
回
支
部
・
本
部
意
見
交
換

会
の
実
施

◆
中
期
行
動
計
画
の
進
捗
状
況
等
も
踏
ま
え
、
毎
年
テ
ー
マ
を
選
定
・
実

施

◆
支
部
運
営
委
員
会
へ
の
参
加
も
含
め
年
1
回
支
部
・
本
部
意
見
交
換
会

の
実
施

◆
中
期
行
動
計
画
の
進
捗
状
況
等
も
踏
ま
え
、
毎
年
テ
ー
マ
を
選
定
・
実
施

■
今
後
の
本
部
活
動
へ
の
要
望

■
今
後
の
本
部
活
動
へ
の
要
望

取
り
組
み

主
体

【
行

動
項

目
：
本

部
と
支

部
と
の

連
携

強
化

】

体
系
コ
ー
ド
　
［
活
動
類
型
］

到
達

目
標

新
中
期
行
動
計
画
の
進
捗
に
応
じ
て
毎
年
テ
ー
マ
を
選
定
し
、
当
該
年
度
の
取
り
組
み
内
容
や
次
年
度
の
取
り

組
み
内
容
、
本
部
と
支
部
の
あ
り
方
・
役
割
分
担
に
つ
い
て
意
見
交
換
会
を
実
施
す
る
。

取
り
組
み
内
容

3
3

個
票
番
号
：
ト

4
―
①
―
A
―
1
　
［
協
会
内
］

本
部
、
支
部
の
経
営
計
画
、
会
員
数
の
確
保

委
員
会
名

●
事
務
局
、
総
務
、
企
画

支
部

○

第
3
期
行
動
計
画

（
2
0
2
2
-
2
0
2
4
）

行
動
内
容

◆
会
員
の
維
持
・
確
保
に
向
け
た
広
報
/
勧
誘
活
動
の
推
進

◆
会
員
向
け
各
種
情
報
提
供
の
実
施

◆
本
部
/
支
部
の
活
動
状
況
の
把
握

◆
水
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
賠
償
責
任
保
険
事
業
の
推
進

【
企
画
】

◆
2
0
1
5
-
2
0
2
5
ビ
ジ
ョ
ン
の
総
括

・
次
期
ビ
ジ
ョ
ン
に
向
け
て
、
2
0
1
5
-
2
0
2
5
ビ
ジ
ョ
ン
の
ア
ウ
ト
カ
ム
整
理
、

総
括

支
部
協
働
内
容

■
今
後
の
本
部
活
動
へ
の
要
望

評
価
指
標
・
方
法

・
会
員
数
の
動
向

・
広
報
や
情
報
提
供
の
実
績

・
講
習
会
参
加
者
数
の
動
向

・
毎
年
度
の
事
業
報
告
内
容
の
分
析
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-

・
会
員
数
の
動
向

・
広
報
や
情
報
提
供
の
実
績

・
講
習
会
参
加
者
数
の
動
向

・
毎
年
度
の
事
業
報
告
内
容
の
分
析

・
会
員
数
の
動
向

・
広
報
や
情
報
提
供
の
実
績

・
講
習
会
参
加
者
数
の
動
向

・
毎
年
度
の
事
業
報
告
内
容
の
分
析

-
-

第
1
期
行
動
計
画

（
2
0
1
6
-
2
0
1
8
）

第
2
期
行
動
計
画

（
2
0
1
9
-
20
2
1
）

◆
2
0
1
6
年
か
ら
3
ヵ
年
の
収
支
見
通
し
の
作
成

◆
会
員
の
維
持
・
確
保
に
向
け
た
広
報
・
勧
誘
活
動
の
推
進

◆
会
員
向
け
各
種
情
報
提
供
の
実
施

◆
収
入
増
加
方
法
に
関
す
る
検
討

◆
講
習
会
の
参
加
費
の
増
額
等
に
関
し
て
検
討

◆
瑕
疵
保
険
へ
の
加
入
拡
大
に
関
す
る
検
討

◆
本
部
の
支
出
額
の
大
き
な
項
目
の
把
握

◆
2
0
1
9
年
か
ら
3
ヵ
年
の
収
支
見
通
し
の
作
成

◆
会
員
の
維
持
・
確
保
に
向
け
た
広
報
・
勧
誘
活
動
の
推
進

◆
会
員
向
け
各
種
情
報
提
供
の
実
施

◆
収
入
増
加
方
法
に
関
す
る
検
討

◆
本
部
・
支
部
の
活
動
状
況
の
把
握

◆
本
部
の
支
出
額
の
大
き
な
項
目
の
把
握

■
今
後
の
本
部
活
動
へ
の
要
望

■
今
後
の
本
部
活
動
へ
の
要
望

取
り
組
み

主
体

【
行

動
項

目
：
協

会
運

営
の

充
実

】

体
系
コ
ー
ド
　
［
活
動
類
型
］

到
達

目
標

会
員
企
業
に
協
会
活
動
へ
の
理
解
と
参
画
意
識
を
醸
成
す
る
た
め
、
協
会
内
外
に
情
報
発
信
を
行
い
会
員
企
業

で
あ
る
こ
と
に
よ
る
メ
リ
ッ
ト
（
＝
非
会
員
と
の
差
別
化
）
を
提
供
し
、
会
員
企
業
の
維
持
・
確
保
を
図
る
。

併
せ
て
、
新
規
会
員
確
保
策
等
に
よ
り
協
会
活
動
の
持
続
的
な
成
長
を
図
る
。

取
り
組
み
内
容

3
2
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個
票
番
号
：
ナ

4
―
②
―
A
―
1
　
［
協
会
内
］

本
部
役
員
と
支
部
役
員
の
連
携
強
化

委
員
会
名

●
事
務
局
、
企
画
、
（
随
時
）
委
員
会

支
部

○

第
3
期
行
動
計
画

（
2
0
2
2
-
2
0
2
4
）

行
動
内
容

◆
支
部
運
営
委
員
会
へ
の
参
加
も
含
め
年
1
回
支
部
/
本
部
意
見
交
換

会
の
実
施

◆
中
期
行
動
計
画
の
進
捗
状
況
等
も
踏
ま
え
、
毎
年
テ
ー
マ
を
選
定
／

実
施

・
テ
ー
マ
候
補
/
W
e
b
時
代
/
ポ
ス
ト
コ
ロ
ナ
時
代
に
お
け
る
、
本
部
と
支

部
の
あ
り
方
や
役
割
分
担
等

【
企
画
】

◆
第
三
期
中
期
行
動
計
画
進
捗
管
理

・
委
員
会
/
支
部
の
第
三
期
行
動
計
画
/
各
年
度
行
動
計
画
の
進
捗
確

認

支
部
協
働
内
容

■
本
部
・
支
部
の
役
割
分
担
の
連
携
強
化

評
価
指
標
・
方
法

・
本
部
と
支
部
の
役
割
分
担
見
直
し
内
容

・
運
営
委
員
会
へ
の
参
加
記
録

・
意
見
交
換
会
（
テ
ー
マ
は
、
適
宜
）
の
実
施
記
録

備
　
　
　
考

毎
年
設
定
す
る
テ
ー
マ
に
よ
っ
て
、
関
係
す
る
委
員
会
に
も
出
席
を
要
請

す
る
。

・
運
営
委
員
会
へ
の
参
加
記
録

・
意
見
交
換
会
（
テ
ー
マ
は
、
適
宜
）
の
実
施
記
録

・
運
営
委
員
会
へ
の
参
加
記
録

・
意
見
交
換
会
（
テ
ー
マ
は
、
適
宜
）
の
実
施
記
録

毎
年
設
定
す
る
テ
ー
マ
に
よ
っ
て
、
関
係
す
る
委
員
会
に
も
出
席
を
要
請

す
る
。

毎
年
設
定
す
る
テ
ー
マ
に
よ
っ
て
、
関
係
す
る
委
員
会
に
も
出
席
を
要
請
す

る
。

第
1
期
行
動
計
画

（
2
0
1
6
-
2
0
1
8
）

第
2
期
行
動
計
画

（
2
0
1
9
-
20
2
1
）

◆
支
部
運
営
委
員
会
へ
の
参
加
も
含
め
年
1
回
支
部
・
本
部
意
見
交
換

会
の
実
施

◆
中
期
行
動
計
画
の
進
捗
状
況
等
も
踏
ま
え
、
毎
年
テ
ー
マ
を
選
定
・
実

施

◆
支
部
運
営
委
員
会
へ
の
参
加
も
含
め
年
1
回
支
部
・
本
部
意
見
交
換
会

の
実
施

◆
中
期
行
動
計
画
の
進
捗
状
況
等
も
踏
ま
え
、
毎
年
テ
ー
マ
を
選
定
・
実
施

■
今
後
の
本
部
活
動
へ
の
要
望

■
今
後
の
本
部
活
動
へ
の
要
望

取
り
組
み

主
体

【
行

動
項

目
：
本

部
と
支

部
と
の

連
携

強
化

】

体
系
コ
ー
ド
　
［
活
動
類
型
］

到
達

目
標

新
中
期
行
動
計
画
の
進
捗
に
応
じ
て
毎
年
テ
ー
マ
を
選
定
し
、
当
該
年
度
の
取
り
組
み
内
容
や
次
年
度
の
取
り

組
み
内
容
、
本
部
と
支
部
の
あ
り
方
・
役
割
分
担
に
つ
い
て
意
見
交
換
会
を
実
施
す
る
。

取
り
組
み
内
容

3
3
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⽔道台帳システム標準化の改定、下⽔道共通プラットフォームあり⽅検討会に参画し、⽔コ
ンサルタントの活動を⽀援している。 
 
（主要行動３）災害等緊急時に前面で素早く対応 

協会では、災害時における迅速な対応を⾏うため、これまでに約 380 の⾃治体と災害時
⽀援協定を締結しており、災害直後の迅速な⽀援体制が整いつつある。このことから、⽔コ
ンサルトタントの災害等緊急時対応における存在意義は向上している。 

また、⽔コンサルタントが迅速に災害時の⽀援を出来るようにするため、協会では災害時
の活動に関する要領を⾒直し、災害時⽀援者育成のために講習会を開催した。さらに、協定
先⾃治体における災害訓練への参加等、⾃治体の災害対応能⼒向上や⽔コンサルタント⾃
⾝の⼈材育成、ノウハウ向上を継続的に実施した。 

今後は、災害時復旧に向け、より迅速に対応できるように災害査定の簡素化などに取り組
むことが必要である。 
 
（主要行動４）官民連携への適切な支援 

協会では、官⺠連携を⽀援するため、事業運営⽀援に関する調査研究を進め、専⾨誌への
投稿、下⽔道展での PR、座談会開催等の普及活動を進めた。また、官⺠連携ワーキンググ
ループでは、下⽔道事業における公共施設等運営事業等の実施に関するガイドライン改正
検討会にオブザーバーとして参画することで、積極的にガイドライン改正に関わった。これ
らの活動は、官⺠連携の推進に寄与しており、また、⽔コンサルタントが多様な官⺠連携策
を提案し、プレーヤ−やアドバイザー、モニタリングなどの官⺠連携に関する⽀援実績の増
加にも寄与していると考えられる。 
 
（主要行動５）デジタル化への先導的対応 

⽔コンサルタントは、上下⽔道事業の効率化のため、BIM/CIM 導⼊や AI・IoT の活⽤、
ソフトウェアの開発・活⽤を推進している。協会では、BIM/CIM の円滑な導⼊を⽀援する
ため、⽇本下⽔道事業団との意⾒交換や、ガイドライン策定に参画するなどの活動を⾏った
ものの、DX 推進・活⽤に向けては、協会としてもより積極的に取り組んでいくことが求め
られる。 
 
（主要行動６）水コンサルタントの社会的地位・知名度確立と経営基盤の確立、SDGs 達成

に向けての貢献 

協会では、⽔コンサルタントの社会的地位や経営基盤確⽴のため、配⽔池・ポンプ場更新
設計等の歩掛・仕様書の作成・改定提案や、事業体への要望と提案活動を通じての⼊札⽅式
等の調達制度の改善を要望した。これらは徐々に改善しつつあるが、⼗分とは⾔えないため、
継続して要望していく必要がある。 
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Ⅷ.第二期中期行動計画の評価 

 2019 年 5 ⽉に作成しました「第⼆期中期⾏動計画」の評価を、各委員会・部会、各⽀部
の皆様のご協⼒により⾏いました。以下、その結果の概要を報告します。評価に際しては、
第⼆期中期⾏動計画において新しく掲げた「10 の主要⾏動」について記載しました。 
 
１．10 の主要行動の評価 

（主要行動１）水システムを通して地域・都市を豊かに 

⽔コンサルタントは、防災・減災対策や⽼朽化対策、浸⽔対策等によるリスク軽減、AI・
IoT 等を活⽤した効率化・⾼度化に取り組んでおり、リスクの少ない豊かな社会の実現に貢
献している。また、従前より安全・安⼼な上下⽔道の普及・発展に取り組んでおり、気候変
動対策や省エネルギー・創エネルギー対策、働き⽅改⾰などにも取り組むことで、海外展開
も推進しながら、SDGs の達成に向けて貢献し続けている。さらに、災害復旧⽀援や官⺠連
携の推進などの活動を通じ、地域社会に貢献し地域の発展に中核的な役割を果たしている。 

協会は、これらの取組みを⽀援するため、国や事業体への提⾔や要望活動、技術マニュア
ル類の作成、講習会の開催等の活動を⾏った。 
 
（主要行動２）業務領域を拡大し変化する事業体の課題に適時的確に対応 

協会では、業務領域の拡⼤に向け、事業運営⽀援に係る調査研究を進め、この中で⼿引き
の改定作業を進め、座談会開催等により普及活動にも取り組んだ。この活動により⽔コンサ
ルタントの業務領域拡⼤に寄与しているものの、普及拡⼤には時間を要するため、引き続き
対外的な PR 活動等が必要である。 
 また、協会では、国と事業体との橋渡しとして、新型コロナウィルス感染症や⾃然災害の
激甚化等に関して国に提案及び意⾒交換を実施し、事業体に対しても、広域化・共同化やデ
ジタル化、脱炭素化に関する資料を作成し、要望・提案活動を実施した。⽇本下⽔道事業団
との業務改善検討会では、仕様書の改善やウィークリースタンスの徹底について合意を得
ることが出来ている。このことから、協会としての所期の活動は出来ており、⼀定の効果も
⾒られることから、これらの活動は継続していくことが求められる。 
 さらに、協会では、事業体に対して調達制度等の改善に向けた提案と要望活動を毎年実施
しており、わずかながら改善が⾒られるものの、継続してさらなる活動が必要である。 
 その他、協会では、防災・減災や国⼟強靭化、⽔道法改正に向けた対応のため、本部や各
⽀部において各種講習会を実施しており、その他の新技術・新業務に対しても歩掛・マニュ
アル等の作成や講習会を開催した。この活動を通じ、⽔コンサルタントはこれらの対応がで
きている。 
 スマートシティや DX 推進といった社会システムの変化に対して、⽔コンサルタントは
AI・IoT 等を活⽤したシステム開発や、B-DASH 等を活⽤した異業種・地⽅公共団体との
共同研究等を進めており的確に対応している。⼀⽅、協会では BIM/CIM ガイドライン、下
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⽔道台帳システム標準化の改定、下⽔道共通プラットフォームあり⽅検討会に参画し、⽔コ
ンサルタントの活動を⽀援している。 
 
（主要行動３）災害等緊急時に前面で素早く対応 

協会では、災害時における迅速な対応を⾏うため、これまでに約 380 の⾃治体と災害時
⽀援協定を締結しており、災害直後の迅速な⽀援体制が整いつつある。このことから、⽔コ
ンサルトタントの災害等緊急時対応における存在意義は向上している。 

また、⽔コンサルタントが迅速に災害時の⽀援を出来るようにするため、協会では災害時
の活動に関する要領を⾒直し、災害時⽀援者育成のために講習会を開催した。さらに、協定
先⾃治体における災害訓練への参加等、⾃治体の災害対応能⼒向上や⽔コンサルタント⾃
⾝の⼈材育成、ノウハウ向上を継続的に実施した。 

今後は、災害時復旧に向け、より迅速に対応できるように災害査定の簡素化などに取り組
むことが必要である。 
 
（主要行動４）官民連携への適切な支援 

協会では、官⺠連携を⽀援するため、事業運営⽀援に関する調査研究を進め、専⾨誌への
投稿、下⽔道展での PR、座談会開催等の普及活動を進めた。また、官⺠連携ワーキンググ
ループでは、下⽔道事業における公共施設等運営事業等の実施に関するガイドライン改正
検討会にオブザーバーとして参画することで、積極的にガイドライン改正に関わった。これ
らの活動は、官⺠連携の推進に寄与しており、また、⽔コンサルタントが多様な官⺠連携策
を提案し、プレーヤ−やアドバイザー、モニタリングなどの官⺠連携に関する⽀援実績の増
加にも寄与していると考えられる。 
 
（主要行動５）デジタル化への先導的対応 

⽔コンサルタントは、上下⽔道事業の効率化のため、BIM/CIM 導⼊や AI・IoT の活⽤、
ソフトウェアの開発・活⽤を推進している。協会では、BIM/CIM の円滑な導⼊を⽀援する
ため、⽇本下⽔道事業団との意⾒交換や、ガイドライン策定に参画するなどの活動を⾏った
ものの、DX 推進・活⽤に向けては、協会としてもより積極的に取り組んでいくことが求め
られる。 
 
（主要行動６）水コンサルタントの社会的地位・知名度確立と経営基盤の確立、SDGs 達成

に向けての貢献 

協会では、⽔コンサルタントの社会的地位や経営基盤確⽴のため、配⽔池・ポンプ場更新
設計等の歩掛・仕様書の作成・改定提案や、事業体への要望と提案活動を通じての⼊札⽅式
等の調達制度の改善を要望した。これらは徐々に改善しつつあるが、⼗分とは⾔えないため、
継続して要望していく必要がある。 
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Ⅷ.第二期中期行動計画の評価 

 2019 年 5 ⽉に作成しました「第⼆期中期⾏動計画」の評価を、各委員会・部会、各⽀部
の皆様のご協⼒により⾏いました。以下、その結果の概要を報告します。評価に際しては、
第⼆期中期⾏動計画において新しく掲げた「10 の主要⾏動」について記載しました。 
 
１．10 の主要行動の評価 

（主要行動１）水システムを通して地域・都市を豊かに 

⽔コンサルタントは、防災・減災対策や⽼朽化対策、浸⽔対策等によるリスク軽減、AI・
IoT 等を活⽤した効率化・⾼度化に取り組んでおり、リスクの少ない豊かな社会の実現に貢
献している。また、従前より安全・安⼼な上下⽔道の普及・発展に取り組んでおり、気候変
動対策や省エネルギー・創エネルギー対策、働き⽅改⾰などにも取り組むことで、海外展開
も推進しながら、SDGs の達成に向けて貢献し続けている。さらに、災害復旧⽀援や官⺠連
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を図ることが出来ている。 
 さらに、協会では、社団法⼈等業界団体との連携強化を図るため、⽔道関連団体及び下⽔
道関連団体との連携を進めていたが、コロナ禍の影響もあり進捗していない状況である。 
 その他、官⺠連携分野での事例創出及び情報共有を図るため、協会では、国との官⺠連携
WG を⾼い頻度（3 年で 16 回）で開催し、⽔コンサルタントの官⺠連携における役割を明
確にするとともに、事例増加にも寄与していると考えられる。 
 
（主要行動９）上下水道分野で技術面・技術開発面でもリーダーシップを発揮 

協会では、技術の適正化・明確化を図るため、⾬⽔管理総合計画策定マニュアル（案）の
策定、不明⽔対策の⼿引きの改定などを実施しており、その他のマニュアル類についても検
討中の状況である。 
 また、⽔コンサルタントは、課題解決に向けて各種技術開発を進めており、協会はこれら
の情報を収集し毎年技術報告集（3 年間で 43 編掲載）として発⾏した。その他、協会では
座談会や下⽔道技術開発会議にも参加し、各種技術に関する情報収集に努めた。これらの活
動を通じ、⽔コンサルタントは技術⾯・技術開発⾯でのリーダーシップを発揮している。 
 上下⽔道以外の分野との共同開発についても、⽔コンサルタントは進めており、協会では
これらの情報を収集・整理し、協会 HP を通じて情報共有を⾏った。 
 
（主要行動 10）国際展開への貢献 

協会では、⽔コンサルタントの海外展開を⽀援するため、ISO/TC224 に係る国内委員会
への参加、情報収集、協会 HP での情報提供を⾏っており、これらの活動は⽔コンサルタン
トの海外展開に少なからず寄与していると考えられる。⽔コンサルタントは、近年のコロナ
禍の状況下であっても、国や他企業等と連携・協働し、Web 活⽤も積極的に⾏いながら、
受注業務等を通じて海外展開を進めている。 
 
２．全体的な評価と提案 

 第⼆期中期⾏動計画の期間は、コロナ禍の状況下であったものの、全体的には中期⾏動計
画の主要⾏動に沿って概ね良好に⾏動・活動することが出来たと評価できる。 
 ただし、業務領域の拡⼤や調達制度の改善、⽔コンサルタントの認知度向上、⼈材不⾜の
解消などに向けては、⼗分な効果を得られているとは⾔えないことから、引き続き要望活動
や PR 活動、周知活動等を積極的に⾏っていく必要がある。 
 また、社会情勢を勘案すると、コロナ禍や脱炭素化、DX 推進に向けては、これまで以上
に積極的に取り組んでいくことが求められる。 
 以上より、第三期中期⾏動計画は、第⼆期中期⾏動計画を踏襲しつつ、社会動向や主要⾏
動の評価内容も踏まえ、内容の⾒直しや追加・削除を⾏っていくことを提案する。 
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⽔コンサルタントは、⽔に係る SDGｓの達成に向けた活動を進めており、HP 等でこれ
らの活動をアピールしている。協会においても、⼈材確保のため、⼤学・⾼専等への働きか
け（R2 では 139 校に訪問⼜はツール郵送）、⼩学校や市⺠へのアピール（YouTube 動画の
作成、下⽔道展での展⽰）、業務成果のアピール（協会 HP、下⽔道展を活⽤）を⾏ったもの
の、⽔コンサルタントの認知度は⾼いとは⾔えない状況であることから継続的に活動して
いく必要がある。また、コロナ禍の影響により下⽔道展来場者数の激減、⼀般向け講習会・
⾒学会が開催不可となり、対⾯でのアピール活動が不⼗分であったことから、アピール⽅法
を検討する必要がある。 
 また、協会では、コンプライアンスや技術者倫理に関し、倫理要綱の周知、独占禁⽌法順
守の⼿引き改定、講習会を通じての周知を⾏った。この活動を通じ、⽔コンサルタントは⾼
い倫理観をもって業務を遂⾏できていると考えられる。 
 なお、現在の協会会員数（2021 年度）は、本社会員が 116 社と近年横ばいの状況となっ
ているが⽀店等会員は 82 社と増加しており、これは協会の財政安定化にもつながっている。 
 
（主要行動７）働き方改革等による魅力ある職場の創出 

協会では、魅⼒ある職場の創出を⽀援するため、会員企業における職場環境改善に向けた
取組みを調査・整理・公開、働き⽅改⾰セミナー開催、ノー残業デーキャンペーン(2019 年
度のみ実施)を⾏っており、⽔コンサルタントの職場環境改善に寄与していると考えられる。
また、品質向上のため、協会では、ミス事例の収集・整理・情報提供を⾏った。今後は講習
会等による周知活動の検討が求められる。 
 また、協会では、職場環境改善に寄与するため、事業体への要望と提案活動を通じて、⼯
期確保等調達制度の改善、品質確保・向上のための業務内容の提案を⾏った。徐々に改善は
⾒られるものの、実現に向けては継続した活動が求められる。 
 さらに、協会では、⼈材確保の⽀援や⽔コンサルタントの魅⼒の情報発信のため、学校へ
の訪問や資料配布、下⽔道展や協会 HP でのアピールなど、様々な活動を実施した。しか
し、⽔コンサルタントの⼈材は未だ不⾜している状況であり、また、認知度も⾼いとは⾔え
ない状況であることから、継続して活動していく必要がある。 
 
（主要行動８）多様な業界関係者との連携の強化 

異業種の企業との連携・協働について、⽔コンサルタントでは、官⺠連携やシステム開発
などの分野で異業種連携が進みつつある状況である。協会では、これらを⽀援するため、座
談会等による交流・情報交換、共同技術開発情報の収集・分析・協会 HP での公開を⾏った。 
 また、⽔コンサルタント間の連携・協働を図るため、協会では、各種委員会での積極的な
協働活動、各種講習会の開催、情報提供を進めた。なお、2020 年度はコロナ禍の影響によ
り広報活動や講習会などの活動の⼀部が出来なかったが、2021 年度には Web を活⽤した
オンラインによる講習会⽅式を導⼊したことで、積極的に⽔コンサルタント間の連携・協働
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Ⅸ.第三期中期行動計画の進捗確認・検証・評価について 

 第三期中期行動計画は、今後、定期的に進捗確認及び検証・評価を行い、次のビジョンや

行動計画に生かしていきます。 
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３．第三期中期行動計画への反映事項 

 今回の第⼆期中期⾏動計画の評価を踏まえ、第三期中期⾏動計画へ反映すべき事項を以
下に列記する。 
①コロナ禍の状況を踏まえ、新型コロナウィルス感染症等のパンデミック対応や働き⽅改

⾰について主要⾏動として明確化し、協会における周知・PR 活動についてもコロナ禍の
状況も踏まえた⾏動とする。 

②国を挙げての脱炭素化の動きを踏まえ、事業体への⽀援や技術開発等について主要⾏動
として明確化し、協会としても国等の検討会への参画や情報提供、講習会等の周知活動を
⾏う。 

③DX 推進の動きを踏まえ、AI・IoT 等を活⽤した事業体の DX 推進に向けた提案・⽀援、
働き⽅改⾰の⼀環としての DX 推進等について主要⾏動として明確化し、協会としても
国等の検討会への参画や情報提供、講習会等の周知活動を⾏う。 
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